
土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

収 入 

印 紙 

工事番号 第         号 

 

建設工事請負契約書 

１ 工事名 

２ 工事場所 

３ 工   期   平成   年   月   日から 

日間 

平成   年   月   日まで 

４ 請負代金額       ￥                     

    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額）            円 

５ 契約保証金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の工事について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に

収 入 

印 紙 

工事番号 第         号 

 

建設工事請負契約書 

１ 工事名 

２ 工事場所 

３ 工   期   平成   年   月   日から 

                               日間 

平成   年   月   日まで 

４ 請負代金額    ￥             － 

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥       －） 

５ 契約保証金 

６ 住宅建設瑕疵(かし)担保責任保険 

 ［注］ 住宅の新築工事の場合のみ記載する。 

特定住宅瑕疵(かし)担保責任の履行の確保等に関する法律（平成 19年法律

第 66号）第２条第４項に規定する特定住宅瑕疵(かし)担保責任を履行するた

め、住宅建設瑕疵(かし)担保責任保険に加入する場合は、(1)保険法人の名

称、(2)保険金額、(3)保険期間についてそれぞれ記入する。 

なお、住宅建設瑕疵(かし)担保保証金の供託を行う場合は、受注者は、供託

所の所在地及び名称、共同請負の場合の建設瑕疵担保割合を記載した書面

を発注者に交付し、説明しなければならない。 

 

上記の工事について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に
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基づいて、以下の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実

にこれを履行するものとする。 

また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、別紙の共同

企業体協定書により契約書記載の工事を共同連帯して請け負う。 

本契約の証として本書 通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各

自一通を保有する。 

 

平成  年  月  日 

 

発 注 者  兵 庫 県 

契約担当者 

職 氏 名                  印 

 

受 注 者         住 所 

氏 名                  印 

 

（総則） 

第１条 発注者及び受注者は、この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基づ

き、設計図書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質

問回答書をいう。以下同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（こ

の約款及び設計図書を内容とする工事の請負契約をいう。以下同じ。）を履

行しなければならない。 

２ 受注者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目的

物を発注者に引き渡すものとし、発注者は、その請負代金を支払うものとす

る。 

３ 仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段

基づいて、別添の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実

にこれを履行するものとする。 

 

 

本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各

自１通を保有する。 

 

  平成  年  月  日 

 

      発注者 兵庫県 

 

         契約担当者                   印 

 

      受注者 住所 

       氏名                      印 

  

 （総則） 

第１条 発注者及び受注者は、この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基づ

き、設計図書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質

問回答書をいう。以下同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（こ

の約款及び設計図書を内容とする工事の請負契約をいう。以下同じ。）を履

行しなければならない。 

２ 受注者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目的

物を発注者に引き渡すものとし、発注者は、その請負代金を支払うものとす

る。 

３ 仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段
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（以下、「施工方法等」という。）については、この約款及び設計図書に特別

の定めがある場合を除き、受注者がその責任において定める。 

４ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

５ この約款に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により

行わなければならない。 

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語と

する。 

７ この約款に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設

計図書に特別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第51号） に

定めるものとする。 

９ この約款及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治 29 年

法律第89号）及び商法（明治32年法律第48号）の定めるところによるもの

とする。 

10  この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

11 この契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による専

属的管轄裁判所とする。 

12 受注者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この契

約に基づくすべての行為を共同企業体の代表者に対して行うものとし、発

注者が当該代表者に対して行ったこの契約に基づくすべての行為は、当該

企業体のすべての構成員に対して行ったものとみなし、また、受注者は、発

注者に対して行うこの契約に基づくすべての行為について当該代表者を通

じて行わなければならない。 

 

（関連工事の調整） 

第２条 発注者は、受注者の施工する工事及び発注者の発注に係る第三者

（以下、「施工方法等」という。）については、この約款及び設計図書に特別

の定めがある場合を除き、受注者がその責任において定める。 

４ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

５ この約款に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により

行わなければならない。 

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語と

する。 

７ この約款に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設

計図書に特別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第 51号）に

定めるものとする。 

９ この約款及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治 29年

法律第89号）及び商法（明治32年法律第48号）の定めるところによるもの

とする。 

10 この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

11 この契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による専

属的管轄裁判所とする。 

12 受注者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この契

約に基づくすべての行為を共同企業体の代表者に対して行うものとし、発

注者が当該代表者に対して行ったこの契約に基づくすべての行為は、当該

企業体のすべての構成員に対して行ったものとみなし、また、受注者は、発

注者に対して行うこの契約に基づくすべての行為について当該代表者を通

じて行わなければならない。 

 

 （関連工事の調整） 

第２条 発注者は、受注者の施工する工事及び発注者の発注に係る第三者
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の施工する他の工事が施工上密接に関連する場合において、必要がある

ときは、その施工につき、調整を行うものとする。この場合においては、受注

者は、発注者の調整に従い、当該第三者の行う工事の円滑な施工に協力

しなければならない。 

 

（工程表） 

第３条 受注者は、この契約締結後  日以内に設計図書に基づいて、工程

表を作成し、発注者に提出しなければならない。 

 

２ 工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

 

（契約の保証） 

第４条 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる

保証を付さなければならない。ただし、第５号の場合においては、履行保証

保険契約の締結後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなければならな

い。 

(1) 契約保証金の納付 

(2) 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

(3) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀

行、発注者が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払

金保証事業に関する法律（昭和 27年法律第 184 号）第２条第４項に規定す

る保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証 

(4) この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保

証 

(5) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証

保険契約の締結 

の施工する他の工事が施工上密接に関連する場合において、必要がある

ときは、その施工につき、調整を行うものとする。この場合においては、受注

者は、発注者の調整に従い、当該第三者の行う工事の円滑な施工に協力

しなければならない。 

 

 （請負代金内訳書及び工程表） 

第３条 受注者は、この契約締結後10日以内に設計図書に基づいて、請負代

金内訳書（以下「内訳書」という。）及び工程表を作成し、発注者に提出しな

ければならない。 

２ 内訳書及び工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

 

 （契約の保証） 

第４条 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる

保証を付さなければならない。ただし、第５号の場合においては、履行保証

保険契約の締結後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなければならな

い。 

 (1) 契約保証金の納付 

 (2) 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

 (3) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀

行、発注者が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払

金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第２条第４項に規定

する保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証 

 (4) この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保

証 

 (5) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証

保険契約の締結 
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２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第４項にお

いて「保証の額」という。）は、請負代金額の 10 分の１以上としなければなら

ない。 

３ 第１項の規定により、受注者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付し

たときは、当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたもの

とし、同項第４号又は第５号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納

付を免除する。 

４ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額

の 10 分の１に達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求することがで

き、受注者は、保証の額の減額を請求することができる。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第５条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又

は承継させてはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合

は、この限りでない。 

２ 受注者は、工事目的物並びに工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）の

うち第 13 条第２項の規定による検査に合格したもの及び第 37 条第３項の

規定による部分払のための確認を受けたものを第三者に譲渡し、貸与し、

又は抵当権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、

発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

（一括委任又は一括下請負の禁止） 

第６条 受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独

立してその機能を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は

請け負わせてはならない。 

 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第４項にお

いて「保証の額」という。）は、請負代金額の 10 分の１以上としなければなら

ない。 

３ 第１項の規定により、受注者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付し

たときは、当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたもの

とし、同項第４号又は第５号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納

付を免除する。 

４ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額

の 10分の１に達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求することがで

き、受注者は、保証の額の減額を請求することができる。 

 

 （権利義務の譲渡等） 

第５条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又

は承継させてはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合

は、この限りでない。 

２ 受注者は、工事目的物並びに工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）の

うち第 13 条第２項の規定による検査に合格したもの及び第 37条第３項の

規定による部分払のための確認を受けたものを第三者に譲渡し、貸与し、

又は抵当権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、

発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

 （一括委任又は一括下請負の禁止） 

第６条 受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独

立してその機能を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は

請け負わせてはならない。 
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（下請負人の通知） 

第７条 発注者は、受注者に対して、下請負人の商号又は名称その他必要な

事項の通知を請求することができる。 

 

（特許権等の使用） 

第８条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法

令に基づき保護される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象とな

っている工事材料、施工方法等を使用するときは、その使用に関する一切

の責任を負わなければならない。ただし、発注者がその工事材料、施工方

法等を指定した場合において、設計図書に特許権等の対象である旨の明

示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなかったときは、発注者は、受注

者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 

 

（監督員） 

第９条 発注者は、監督員を置いたときは、その氏名を受注者に通知しなけれ

ばならない。監督員を変更したときも同様とする。 

２ 監督員は、この約款の他の条項に定めるもの及びこの約款に基づく発注

者の権限とされる事項のうち発注者が必要と認めて監督員に委任したもの

のほか、設計図書に定めるところにより、次に掲げる権限を有する。 

(1) 契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、

承諾又は協議 

(2) 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受

注者が作成した詳細図等の承諾 

(3) 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工

事材料の試験若しくは検査（確認を含む。） 

３ 発注者は、２名以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときにあっ

 （下請負人の通知） 

第７条 発注者は、受注者に対して、下請負人の商号又は名称その他必要な

事項の通知を請求することができる。 

 

 （特許権等の使用） 

第８条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法

令に基づき保護される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象とな

っている工事材料、施工方法等を使用するときは、その使用に関する一切

の責任を負わなければならない。ただし、発注者がその工事材料、施工方

法等を指定した場合において、設計図書に特許権等の対象である旨の明

示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなかったときは、発注者は、受注

者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 

 

 （監督員） 

第９条 発注者は、監督員を置いたときは、その氏名を受注者に通知しなけれ

ばならない。監督員を変更したときも同様とする。 

２ 監督員は、この約款の他の条項に定めるもの及びこの約款に基づく発注

者の権限とされる事項のうち発注者が必要と認めて監督員に委任したもの

のほか、設計図書に定めるところにより、次に掲げる権限を有する。 

 (1) 契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、

承諾又は協議 

 (2) 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は

受注者が作成した詳細図等の承諾 

 (3) 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工

事材料の試験若しくは検査（確認を含む。） 

３ 発注者は、２名以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときにあっ
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てはそれぞれの監督員の有する権限の内容を、監督員にこの約款に基づく

発注者の権限の一部を委任したときにあっては当該委任した権限の内容を

受注者に通知しなければならない。 

４ 第２項の規定に基づく監督員の指示又は承諾は、原則として、書面により

行わなければならない。 

５ 発注者が監督員を置いたときは、この約款に定める請求、通知、報告、申

出、承諾及び解除については、設計図書に定めるものを除き、監督員を経

由して行うものとする。この場合においては、監督員に到達した日をもって

発注者に到達したものとみなす。 

６ 発注者が監督員を置かないときは、この約款に定める監督員の権限は、

発注者に帰属する。 

 

（現場代理人及び主任技術者等） 

第 10 条受注者は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に設置し、設計図

書に定めるところにより、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しな

ければならない。これらの者を変更したときも同様とする。 

(1) 現場代理人 

(2) 主任技術者（建設業法第 26条第３項の規定に該当する場合は、専任の

主任技術者）又は監理技術者（建設業法第 26 条第３項の規定に該当する

場合は、監理技術者資格者証の交付を受けた専任の監理技術者） 

(3) 専門技術者（建設業法第26条の２に規定する技術者をいう。以下同じ。） 

 

２ 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取

締りを行うほか、請負代金額の変更、請負代金の請求及び受領、第 12 条

第１項の請求の受理、同条第３項の決定及び通知並びにこの契約の解除

に係る権限を除き、この契約に基づく受注者の一切の権限を行使すること

てはそれぞれの監督員の有する権限の内容を、監督員にこの約款に基づく

発注者の権限の一部を委任したときにあっては当該委任した権限の内容を

受注者に通知しなければならない。 

４ 第２項の規定に基づく監督員の指示又は承諾は、原則として、書面により

行わなければならない。 

５ 発注者が監督員を置いたときは、この約款に定める請求、通知、報告、申

出、承諾及び解除については、設計図書に定めるものを除き、監督員を経

由して行うものとする。この場合においては、監督員に到達した日をもって

発注者に到達したものとみなす。 

６ 発注者が監督員を置かないときは、この約款に定める監督員の権限は、

発注者に帰属する。 

 

 （現場代理人及び主任技術者等） 

第10条 受注者は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に設置し、設計図

書に定めるところにより、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しな

ければならない。これらの者を変更したときも同様とする。 

 (1) 現場代理人 

 (2) 主任技術者（建設業法第 26 条第３項の規定に該当する場合は、専任の

主任技術者）又は監理技術者（建設業法第 26 条第３項の規定に該当する

場合は、監理技術者資格者証の交付を受けた専任の監理技術者） 

 (3) 専門技術者（建設業法第 26 条の２に規定する技術者をいう。以下同

じ。） 

２ 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取

締りを行うほか、請負代金額の変更、請負代金の請求及び受領、第 12 条

第１項の請求の受理、同条第３項の決定及び通知並びにこの契約の解除

に係る権限を除き、この契約に基づく受注者の一切の権限を行使すること
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ができる。 

３ 発注者は、前項の規定にかかわらず、現場代理人の工事現場における運

営、取締り及び権限の行使に支障がなく、かつ、発注者との連絡体制が確

保されると認めた場合には、現場代理人について工事現場における常駐を

要しないこととすることができる。 

４ 受注者は、第２項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代

理人に委任せず自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該

権限の内容を発注者に通知しなければならない。 

５ 現場代理人、主任技術者及び監理技術者並びに専門技術者は、これを兼

ねることができる。 

 

（履行報告） 

第 11 条 受注者は、設計図書に定めるところにより、この契約の履行につい

て発注者に報告しなければならない。 

 

（工事関係者に関する措置請求） 

第12条 発注者は、現場代理人がその職務（主任技術者若しくは監理技術者

又は専門技術者と兼任する現場代理人にあっては、それらの者の職務を

含む。）の執行につき著しく不適当と認められるときは、受注者に対して、そ

の理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することが

できる。 

２ 発注者又は監督員は、主任技術者若しくは監理技術者又は専門技術者

（これらの者と現場代理人を兼任する者を除く。）その他受注者が工事を施

工するために使用している下請負人、労働者等で工事の施工又は管理に

つき著しく不適当と認められるものがあるときは、受注者に対して、その理

由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができ

ができる。 

３ 発注者は、前項の規定にかかわらず、現場代理人の工事現場における運

営、取締り及び権限の行使に支障がなく、かつ、発注者との連絡体制が確

保されると認めた場合には、現場代理人について工事現場における常駐を

要しないこととすることができる。 

４ 受注者は、第２項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代

理人に委任せず自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該

権限の内容を発注者に通知しなければならない。 

５ 現場代理人、主任技術者（監理技術者）及び専門技術者は、これを兼ねる

ことができる。 

 

 （履行報告） 

第 11 条 受注者は、設計図書に定めるところにより、この契約の履行につい

て発注者に報告しなければならない。 

 

 （工事関係者に関する措置請求） 

第 12 条 発注者は、現場代理人がその職務（主任技術者（監理技術者）又は

専門技術者と兼任する現場代理人にあっては、それらの者の職務を含

む。）の執行につき著しく不適当と認められるときは、受注者に対して、その

理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することがで

きる。 

２ 発注者又は監督員は、主任技術者（監理技術者）、専門技術者（これらの

者と現場代理人を兼任する者を除く。）その他受注者が工事を施工するた

めに使用している下請負人、労働者等で工事の施工又は管理につき著しく

不適当と認められるものがあるときは、受注者に対して、その理由を明示し

た書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 
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る。 

３ 受注者は、前２項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項

について決定し、その結果を請求を受けた日から 10 日以内に発注者に通

知しなければならない。 

４ 受注者は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるとき

は、発注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべ

きことを請求することができる。 

５ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項に

ついて決定し、その結果を請求を受けた日から 10 日以内に受注者に通知

しなければならない。 

 

（工事材料の品質及び検査等） 

第 13 条 工事材料の品質については、設計図書に定めるところによる。設計

図書にその品質が明示されていない場合にあっては、中等の品質を有する

ものとする。 

２ 受注者は、設計図書において監督員の検査（確認を含む。以下この条にお

いて同じ。）を受けて使用すべきものと指定された工事材料については、当

該検査に合格したものを使用しなければならない。この場合において、当該

検査に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

３ 監督員は、受注者から前項の検査を請求されたときは、請求を受けた日か

ら７日以内に応じなければならない。 

４ 受注者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督員の承諾を受けないで

工事現場外に搬出してはならない。 

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、第２項の検査の結果不合格と決定

された工事材料については、当該決定を受けた日から７日以内に工事現場

外に搬出しなければならない。 

 

３ 受注者は、前２項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項

について決定し、その結果を請求を受けた日から 10日以内に発注者に通

知しなければならない。 

４ 受注者は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるとき

は、発注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべ

きことを請求することができる。 

５ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項に

ついて決定し、その結果を請求を受けた日から10日以内に受注者に通知し

なければならない。 

 

 （工事材料の品質及び検査等） 

第 13 条 工事材料の品質については、設計図書に定めるところによる。設計

図書にその品質が明示されていない場合にあっては、中等の品質を有する

ものとする。 

２ 受注者は、設計図書において監督員の検査（確認を含む。以下この条にお

いて同じ。）を受けて使用すべきものと指定された工事材料については、当

該検査に合格したものを使用しなければならない。この場合において、当該

検査に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

３ 監督員は、受注者から前項の検査を請求されたときは、請求を受けた日か

ら７日以内に応じなければならない。 

４ 受注者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督員の承諾を受けないで

工事現場外に搬出してはならない。 

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、第２項の検査の結果不合格と決定

された工事材料については、当該決定を受けた日から７日以内に工事現場

外に搬出しなければならない。 
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（監督員の立会い及び工事記録の整備等） 

第 14 条 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上調合し、又は調

合について見本検査を受けるものと指定された工事材料については、当該

立会いを受けて調合し、又は当該見本検査に合格したものを使用しなけれ

ばならない。 

２ 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上施工するものと指定さ

れた工事については、当該立会いを受けて施工しなければならない。 

３ 受注者は、前２項に規定するほか、発注者が特に必要があると認めて設

計図書において見本又は工事写真等の記録を整備すべきものと指定した

工事材料の調合又は工事の施工をするときは、設計図書に定めるところに

より、当該見本又は工事写真等の記録を整備し、監督員の請求があったと

きは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければならない。 

４ 監督員は、受注者から第１項又は第２項の立会い又は見本検査を請求さ

れたときは、当該請求を受けた日から７日以内に応じなければならない。 

５ 前項の場合において、監督員が正当な理由なく受注者の請求に７日以内

に応じないため、その後の工程に支障をきたすときは、受注者は、監督員に

通知した上、当該立会い又は見本検査を受けることなく、工事材料を調合し

て使用し、又は工事を施工することができる。この場合において、受注者

は、当該工事材料の調合又は当該工事の施工を適切に行ったことを証する

見本又は工事写真等の記録を整備し、監督員の請求があったときは、当該

請求を受けた日から７日以内に提出しなければならない。 

６ 第１項、第３項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事

写真等の記録の整備に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

 

（支給材料及び貸与品） 

 

 （監督員の立会い及び工事記録の整備等） 

第 14 条 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上調合し、又は調

合について見本検査を受けるものと指定された工事材料については、当該

立会いを受けて調合し、又は当該見本検査に合格したものを使用しなけれ

ばならない。 

２ 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上施工するものと指定さ

れた工事については、当該立会いを受けて施工しなければならない。 

３ 受注者は、前２項に規定するほか、発注者が特に必要があると認めて設

計図書において見本又は工事写真等の記録を整備すべきものと指定した

工事材料の調合又は工事の施工をするときは、設計図書に定めるところに

より、当該見本又は工事写真等の記録を整備し、監督員の請求があったと

きは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければならない。 

４ 監督員は、受注者から第１項又は第２項の立会い又は見本検査を請求さ

れたときは、当該請求を受けた日から７日以内に応じなければならない。 

５ 前項の場合において、監督員が正当な理由なく受注者の請求に７日以内

に応じないため、その後の工程に支障をきたすときは、受注者は、監督員に

通知した上、当該立会い又は見本検査を受けることなく、工事材料を調合し

て使用し、又は工事を施工することができる。この場合において、受注者

は、当該工事材料の調合又は当該工事の施工を適切に行ったことを証する

見本又は工事写真等の記録を整備し、監督員の請求があったときは、当該

請求を受けた日から７日以内に提出しなければならない。 

６ 第１項、第３項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事

写真等の記録の整備に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

 

 （支給材料及び貸与品） 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

第 15 条 発注者が受注者に支給する工事材料（以下「支給材料」という。）及

び貸与する建設機械器具（以下「貸与品」という。）の品名、数量、品質、規

格又は性能、引渡場所及び引渡時期は、設計図書に定めるところによる。 

２ 監督員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たっては、受注者の立会い

の上、発注者の負担において、当該支給材料又は貸与品を検査しなけれ

ばならない。この場合において、当該検査の結果、その品名、数量、品質又

は規格若しくは性能が設計図書の定めと異なり、又は使用に適当でないと

認めたときは、受注者は、その旨を直ちに発注者に通知しなければならな

い。 

３ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から

７日以内に、発注者に受領書又は借用書を提出しなければならない。 

４ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、当該支給材料又は

貸与品に第２項の検査により発見することが困難であった隠れた瑕疵(かし)

があり使用に適当でないと認めたときは、その旨を直ちに発注者に通知し

なければならない。 

５ 発注者は、受注者から第２項後段又は前項の規定による通知を受けた場

合において、必要があると 認められるときは、当該支給材料若しくは貸与

品に代えて他の支給材料若しくは貸与品を引き渡し、支給材料若しくは貸

与品の品名、数量、品質若しくは規格若しくは性能を変更し、又は理由を明

示した書面により、当該支給材料若しくは貸与品の使用を受注者に請求し

なければならない。  

６ 発注者は、前項に規定するほか、必要があると認めるときは、支給材料又

は貸与品の品名、数量、品質、規格若しくは性能、引渡場所又は引渡時期

を変更することができる。 

７ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは工期若

しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費

第 15条 発注者が受注者に支給する工事材料（以下「支給材料」という。）及

び貸与する建設機械器具（以下「貸与品」という。）の品名、数量、品質、規

格又は性能、引渡場所及び引渡時期は、設計図書に定めるところによる。 

２ 監督員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たっては、受注者の立会い

の上、発注者の負担において、当該支給材料又は貸与品を検査しなけれ

ばならない。この場合において、当該検査の結果、その品名、数量、品質又

は規格若しくは性能が設計図書の定めと異なり、又は使用に適当でないと

認めたときは、受注者は、その旨を直ちに発注者に通知しなければならな

い。 

３ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から

７日以内に、発注者に受領書又は借用書を提出しなければならない。 

４ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、当該支給材料又は

貸与品に第２項の検査により発見することが困難であった隠れた瑕疵(かし)

があり使用に適当でないと認めたときは、その旨を直ちに発注者に通知し

なければならない。 

５ 発注者は、受注者から第２項後段又は前項の規定による通知を受けた場

合において、必要があると 認められるときは、当該支給材料若しくは貸与

品に代えて他の支給材料若しくは貸与品を引き渡し、支給材料若しくは貸

与品の品名、数量、品質若しくは規格若しくは性能を変更し、又は理由を明

示した書面により、当該支給材料若しくは貸与品の使用を受注者に請求し

なければならない。 

６ 発注者は、前項に規定するほか、必要があると認めるときは、支給材料又

は貸与品の品名、数量、品質、規格若しくは性能、引渡場所又は引渡時期

を変更することができる。 

７ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは工期若

しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費
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用を負担しなければならない。 

８ 受注者は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって管理しな

ければならない。 

９ 受注者は、設計図書に定めるところにより、工事の完成、設計図書の変更

等によって不用となった支給材料又は貸与品を発注者に返還しなければな

らない。 

10 受注者は、故意又は過失により支給材料又は貸与品が滅失若しくはき損

し、又はその返還が不可能となったときは、発注者の指定した期間内に代

品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えて損害を賠償しな

ければならない。 

11 受注者は、支給材料又は貸与品の使用方法が設計図書に明示されてい

ないときは、監督員の指示に従わなければならない。 

 

（工事用地の確保等） 

第 16 条 発注者は、工事用地その他設計図書において定められた工事の施

工上必要な用地（以下「工事用地等」という。）を受注者が工事の施工上必

要とする日（設計図書に特別の定めがあるときは、その定められた日）まで

に確保しなければならない。 

２ 受注者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理し

なければならない。 

３ 工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合

において、当該工事用地等に受注者が所有又は管理する工事材料、建設

機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理するこれらの

物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、当該

工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 

４ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物

用を負担しなければならない。 

８ 受注者は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって管理しな

ければならない。 

９ 受注者は、設計図書に定めるところにより、工事の完成、設計図書の変更

等によって不用となった支給材料又は貸与品を発注者に返還しなければな

らない。 

10 受注者は、故意又は過失により支給材料又は貸与品が滅失若しくはき損

し、又はその返還が不可能となったときは、発注者の指定した期間内に代

品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えて損害を賠償しな

ければならない。 

11 受注者は、支給材料又は貸与品の使用方法が設計図書に明示されてい

ないときは、監督員の指示に従わなければならない。 

 

 （工事用地の確保等） 

第 16 条 発注者は、工事用地その他設計図書において定められた工事の施

工上必要な用地（以下「工事用地等」という。）を受注者が工事の施工上必

要とする日（設計図書に特別の定めがあるときは、その定められた日）まで

に確保しなければならない。 

２ 受注者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理し

なければならない。 

３ 工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合

において、当該工事用地等に受注者が所有又は管理する工事材料、建設

機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理するこれらの

物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、当該

工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 

４ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物
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件を撤去せず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないとき

は、発注者は、受注者に代わって当該物件を処分し、工事用地等の修復若

しくは取片付けを行うことができる。この場合においては、受注者は、発注

者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出ることができ

ず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担し

なければならない。 

５ 第３項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注

者が受注者の意見を聴いて定める。 

 

（設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等） 

第 17 条 受注者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合におい

て、監督員がその改造を請求したときは、当該請求に従わなければならな

い。この場合において、当該不適合が監督員の指示によるときその他発注

者の責めに帰すべき事由によるときは、発注者は、必要があると認められ

るときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたと

きは必要な費用を負担しなければならない。 

２ 監督員は、受注者が第13条第２項又は第14条第１項から第３項までの規

定に違反した場合において、必要があると認められるときは、工事の施工

部分を破壊して検査することができる。 

３ 前項に規定するほか、監督員は、工事の施工部分が設計図書に適合しな

いと認められる相当の理由がある場合において、必要があると認められる

ときは、当該相当の理由を受注者に通知して、工事の施工部分を最小限度

破壊して検査することができる。 

４ 前２項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は受注者の負担

とする。 

 

件を撤去せず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないとき

は、発注者は、受注者に代わって当該物件を処分し、工事用地等の修復若

しくは取片付けを行うことができる。この場合においては、受注者は、発注

者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出ることができ

ず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担し

なければならない。 

５ 第３項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注

者が受注者の意見を聴いて定める。 

 

 （設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等） 

第 17 条 受注者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合におい

て、監督員がその改造を請求したときは、当該請求に従わなければならな

い。この場合において、当該不適合が監督員の指示によるときその他発注

者の責めに帰すべき事由によるときは、発注者は、必要があると認められ

るときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたと

きは必要な費用を負担しなければならない。 

２ 監督員は、受注者が第13条第２項又は第14条第１項から第３項までの規

定に違反した場合において、必要があると認められるときは、工事の施工

部分を破壊して検査することができる。 

３ 前項に規定するほか、監督員は、工事の施工部分が設計図書に適合しな

いと認められる相当の理由がある場合において、必要があると認められる

ときは、当該相当の理由を受注者に通知して、工事の施工部分を最小限度

破壊して検査することができる。 

４ 前２項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は受注者の負担

とする。 
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（条件変更等） 

第 18 条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する

事実を発見したときは、その旨を直ちに監督員に通知し、その確認を請求し

なければならない。 

(1) 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致し

ないこと（これらの優先順位が定められている場合を除く。）。 

(2) 設計図書に誤謬又は脱漏があること。 

(3) 設計図書の表示が明確でないこと。 

(4) 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示

された自然的又は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこ

と。 

(5) 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない

特別な状態が生じたこと。 

２ 監督員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に

掲げる事実を発見したときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わな

ければならない。ただし、受注者が立会いに応じない場合には、受注者の

立会いを得ずに行うことができる。 

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措

置を指示する必要があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終

了後 14 日以内に、その結果を受注者に通知しなければならない。ただし、

その期間内に通知できないやむを得ない理由があるときは、あらかじめ受

注者の意見を聴いた上、当該期間を延長することができる。 

４ 前項の調査の結果において第１項の事実が確認された場合において、必

要があると認められるときは、次の各号に掲げるところにより、設計図書の

訂正又は変更を行わなければならない。 

(1) 第１項第１号から第３号までのいずれかに該当し設計図書を訂正する必

 （条件変更等） 

第 18 条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する

事実を発見したときは、その旨を直ちに監督員に通知し、その確認を請求し

なければならない。 

 (1) 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致し

ないこと（これらの優先順位が定められている場合を除く。）。 

 (2) 設計図書に誤謬又は脱漏があること。 

 (3) 設計図書の表示が明確でないこと。 

 (4) 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示

された自然的又は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこ

と。 

 (5) 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない

特別な状態が生じたこと。 

２ 監督員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に

掲げる事実を発見したときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わな

ければならない。ただし、受注者が立会いに応じない場合には、受注者の

立会いを得ずに行うことができる。 

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措

置を指示する必要があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終

了後 10 日以内に、その結果を受注者に通知しなければならない。ただし、

その期間内に通知できないやむを得ない理由があるときは、あらかじめ受

注者の意見を聴いた上、当該期間を延長することができる。 

４ 前項の調査の結果において第１項の事実が確認された場合において、必

要があると認められるときは、次の各号に掲げるところにより、設計図書の

訂正又は変更を行わなければならない。 

 (1) 第１項第１号から第３号までのいずれかに該当し設計図書を訂正する必
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要があるもの 発注者が行う。 

(2) 第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物

の変更を伴うもの 発注者が行う。  

(3) 第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物

の変更を伴わないもの 発注者と受注者とが協議して発注者が行う。                 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発

注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、

又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならな

い。 

 

（設計図書の変更） 

第 19 条 発注者は、必要があると認めるときは、設計図書の変更内容を受注

者に通知して、設計図書を変更することができる。この場合において、発注

者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又

は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（工事の中止） 

第 20 条 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高

潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的

な事象（以下「天災等」という。）であって受注者の責めに帰すことができな

いものにより工事目的物等に損害を生じ若しくは工事現場の状態が変動し

たため、受注者が工事を施工できないと認められるときは、発注者は、工事

の中止内容を直ちに受注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一

時中止させなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中

止内容を受注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させ

要があるもの発注者が行う。 

 (2) 第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的

物の変更を伴うもの 発注者が行う。  

 (3) 第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的

物の変更を伴わないもの 発注者と受注者とが協議して発注者が行う。 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発

注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、

又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならな

い。 

 

 （設計図書の変更） 

第 19 条 発注者は、必要があると認めるときは、設計図書の変更内容を受注

者に通知して、設計図書を変更することができる。この場合において、発注

者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又

は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

 （工事の中止） 

第 20 条 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高

潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的

な事象（以下「天災等」という。）であって受注者の責めに帰すことができな

いものにより工事目的物等に損害を生じ若しくは工事現場の状態が変動し

たため、受注者が工事を施工できないと認められるときは、発注者は、工事

の中止内容を直ちに受注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一

時中止させなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中

止内容を受注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させ
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ることができる。 

３ 発注者は、前２項の規定により工事の施工を一時中止させた場合におい

て、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は

受注者が工事の続行に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械

器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加

費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担し

なければならない。 

 

（受注者の請求による工期の延長） 

第21条 受注者は、天候の不良、第２条の規定に基づく関連工事の調整への

協力その他受注者の責めに帰すことができない事由により工期内に工事を

完成することができないときは、その理由を明示した書面により、発注者に

工期の延長変更を請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認

められるときは、工期を延長しなければならない。発注者は、その工期の延

長が発注者の責めに帰すべき事由による場合においては、請負代金額に

ついて必要と認められる変更を行い、又は受注者に損害を及ぼしたときは

必要な費用を負担しなければならない。 

 

（発注者の請求による工期の短縮等） 

第 22 条 発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工

期の短縮変更を受注者に請求することができる。 

２ 発注者は、この約款の他の条項の規定により工期を延長すべき場合にお

いて、特別の理由があるときは、延長する工期について、通常必要とされる

工期に満たない工期への変更を請求することができる。 

３ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは請負代

ることができる。 

３ 発注者は、前２項の規定により工事の施工を一時中止させた場合におい

て、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は

受注者が工事の続行に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械

器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加

費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担し

なければならない。 

 

 （受注者の請求による工期の延長） 

第21条 受注者は、天候の不良、第２条の規定に基づく関連工事の調整への

協力その他受注者の責めに帰すことができない事由により工期内に工事を

完成することができないときは、その理由を明示した書面により、発注者に

工期の延長変更を請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認

められるときは、工期を延長しなければならない。発注者は、その工期の延

長が発注者の責めに帰すべき事由による場合においては、請負代金額に

ついて必要と認められる変更を行い、又は受注者に損害を及ぼしたときは

必要な費用を負担しなければならない。 

 

 （発注者の請求による工期の短縮等） 

第 22 条 発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工

期の短縮変更を受注者に請求することができる。 

２ 発注者は、この約款の他の条項の規定により工期を延長すべき場合にお

いて、特別の理由があるときは、延長する工期について、通常必要とされる

工期に満たない工期への変更を請求することができる。 

３ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは請負代
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金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しな

ければならない。 

 

（工期の変更方法） 

第 23 条 工期の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただ

し、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合には、発注者が定

め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、

受注者に通知するものとする。ただし、発注者が工期の変更事由が生じた

日（第21条の場合にあっては、発注者が工期変更の請求を受けた日、前条

の場合にあっては、受注者が工期変更の請求を受けた日）から７日以内に

協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発

注者に通知することができる。 

 

（請負代金額の変更方法等） 

第 24 条 請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定め

る。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合には、発

注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、

受注者に通知するものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日

から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始

の日を定め、発注者に通知することができる。 

３ この約款の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を

受けた場合に発注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受

注者とが協議して定める。 

 

金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しな

ければならない。 

 

 （工期の変更方法） 

第 23 条 工期の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただ

し、協議開始の日から 14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定

め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、

受注者に通知するものとする。ただし、発注者が工期の変更事由が生じた

日（第21条の場合にあっては、発注者が工期変更の請求を受けた日、前条

の場合にあっては、受注者が工期変更の請求を受けた日）から10日以内に

協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発

注者に通知することができる。 

 

 （請負代金額の変更方法等） 

第 24 条 請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定め

る。ただし、協議開始の日から 14日以内に協議が整わない場合には、発注

者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、

受注者に通知するものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日

から 10 日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開

始の日を定め、発注者に通知することができる。 

３ この約款の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を

受けた場合に発注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受

注者とが協議して定める。 
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（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

第25条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から12月を経過

した後に日本国内における賃金水準又は物価水準の変動により請負代金

額が不適当となったと認めたときは、相手方に対して請負代金額の変更を

請求することができる。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残

工事代金額（請負代金額から当該請求時の出来形部分に相応する請負代

金額を控除した額をいう。以下この条において同じ。）と変動後残工事代金

額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変動前残工事代金額に相

応する額をいう。以下この条において同じ。）との差額のうち変動前残工事

代金額の1000分の 15 を超える額につき、請負代金額の変更に応じなけれ

ばならない。 

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基

準とし、物価指数等に基づき発注者と受注者とが協議して定める。ただし、

協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が

定め、受注者に通知する。 

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行っ

た後再度行うことができる。この場合においては、第１項中「請負契約締結

の日」とあるのは「直前のこの条に基づく請負代金額変更の基準とした日」

とするものとする。 

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著

しい変動を生じ、請負代金額が不適当となったときは、発注者又は受注者

は、前各項の規定によるほか、請負代金額の変更を請求することができ

る。 

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急

激なインフレーション又はデフレーションを生じ、請負代金額が著しく不適当

 （賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

第25条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から12月を経過

した後に日本国内における賃金水準又は物価水準の変動により請負代金

額が不適当となったと認めたときは、相手方に対して請負代金額の変更を

請求することができる。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残

工事代金額（請負代金額から当該請求時の出来形部分に相応する請負代

金額を控除した額をいう。以下この条において同じ。）と変動後残工事代金

額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変動前残工事代金額に相

応する額をいう。以下この条において同じ。）との差額のうち変動前残工事

代金額の1000分の 15 を超える額につき、請負代金額の変更に応じなけれ

ばならない。 

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基

準とし、物価指数等に基づき発注者と受注者とが協議して定める。ただし、

協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が

定め、受注者に通知する。 

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行っ

た後再度行うことができる。この場合においては、第１項中「請負契約締結

の日」とあるのは「直前のこの条に基づく請負代金額変更の基準とした日」

とするものとする。 

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著

しい変動を生じ、請負代金額が不適当となったときは、発注者又は受注者

は、前各項の規定によるほか、請負代金額の変更を請求することができ

る。 

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急

激なインフレーション又はデフレーションを生じ、請負代金額が著しく不適当
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となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定にかかわらず、請負

代金額の変更を請求することができる。 

７ 前２項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注

者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わ

ない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 

８ 第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴

いて定め、受注者に通知しなければならない。ただし、発注者が第１項、第

５項又は第６項の請求を行った日又は受けた日から７日以内に協議開始の

日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知

することができる。 

 

（臨機の措置） 

第 26 条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措

置をとらなければならない。この場合において、必要があると認めるときは、

受注者は、あらかじめ監督員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急

やむを得ない事情があるときは、この限りでない。 

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を監督員に直

ちに通知しなければならない。 

３ 監督員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるとき

は、受注者に対して臨機の措置をとることを請求することができる。 

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、

当該措置に要した費用のうち、受注者が請負代金額の範囲において負担

することが適当でないと認められる部分については、発注者が負担する。 

 

（一般的損害） 

第 27 条 工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じ

となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定にかかわらず、請負

代金額の変更を請求することができる。 

７ 前２項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注

者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から 14日以内に協議が整わ

ない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 

８ 第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴

いて定め、受注者に通知しなければならない。ただし、発注者が第１項、第

５項又は第６項の請求を行った日又は受けた日から 10 日以内に協議開始

の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通

知することができる。 

 

 （臨機の措置） 

第 26 条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措

置をとらなければならない。この場合において、必要があると認めるときは、

受注者は、あらかじめ監督員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急

やむを得ない事情があるときは、この限りでない。 

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を監督員に直

ちに通知しなければならない。 

３ 監督員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるとき

は、受注者に対して臨機の措置をとることを請求することができる。 

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、

当該措置に要した費用のうち、受注者が請負代金額の範囲において負担

することが適当でないと認められる部分については、発注者が負担する。 

 

 （一般的損害） 

第 27 条 工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じ
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た損害その他工事の施工に関して生じた損害（次条第１項若しくは第２項又

は第 29 条第１項に規定する損害を除く。）については、受注者がその費用

を負担する。ただし、その損害（第 51 条第１項の規定により付された保険等

によりてん補された部分を除く。）のうち発注者の責めに帰すべき事由によ

り生じたものについては、発注者が負担する。 

 

（第三者に及ぼした損害） 

第 28条 工事の施工について第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその

損害を賠償しなければならない。ただし、その損害（第 51条第１項の規定に

より付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この条において同

じ。）のうち発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発

注者が負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない

騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼ

したときは、発注者がその損害を負担しなければならない。ただし、その損

害のうち工事の施工につき受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったこと

により生じたものについては、受注者が負担する。 

３ 前２項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場

合においては、発注者及び受注者は協力してその処理解決に当たるものと

する。 

 

（不可抗力による損害） 

第 29 条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものに

あっては、当該基準を超えるものに限る。）で発注者と受注者のいずれの責

めにも帰すことができないもの（以下この条において「不可抗力」という。）に

より、工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建

た損害その他工事の施工に関して生じた損害（次条第１項若しくは第２項又

は第 29 条第１項に規定する損害を除く。）については、受注者がその費用

を負担する。ただし、その損害（第 51 条第１項の規定により付された保険等

によりてん補された部分を除く。）のうち発注者の責めに帰すべき事由によ

り生じたものについては、発注者が負担する。 

 

 （第三者に及ぼした損害） 

第 28条 工事の施工について第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその

損害を賠償しなければならない。ただし、その損害（第 51条第１項の規定に

より付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この条において同

じ。）のうち発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発

注者が負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない

騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼ

したときは、発注者がその損害を負担しなければならない。ただし、その損

害のうち工事の施工につき受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったこと

により生じたものについては、受注者が負担する。 

３ 前２項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場

合においては、発注者及び受注者は協力してその処理解決に当たるものと

する。 

 

 （不可抗力による損害） 

第 29 条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものに

あっては、当該基準を超えるものに限る。）で発注者と受注者のいずれの責

めにも帰すことができないもの（以下この条において「不可抗力」という。）に

より、工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建
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設機械器具に損害が生じたときは、受注者は、その事実の発生後直ちにそ

の状況を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同

項の損害（受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及

び第 51 条第１項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除

く。以下この条において「損害」という。）の状況を確認し、その結果を受注者

に通知しなければならない。 

３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による

費用の負担を発注者に請求することができる。 

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求が

あったときは、当該損害の額（工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済

みの工事材料若しくは建設機械器具であって第 13 条第２項、第 14 条第１

項若しくは第２項又は第 37 条第３項の規定による検査、立会いその他受注

者の工事に関する記録等により確認することができるものに係る額に限

る。）及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（第６項におい

て「損害合計額」という。）のうち請負代金額の 100 分の１を超える額を負担

しなければならない。 

５ 損害の額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定める

ところにより、算定する。 

(1) 工事目的物に関する損害 

損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、残存価値がある場

合にはその評価額を差し引いた額とする。 

(2) 工事材料に関する損害 

損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応する請負代金

額とし、残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。             

(3) 仮設物又は建設機械器具に関する損害 

設機械器具に損害が生じたときは、受注者は、その事実の発生後直ちにそ

の状況を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同

項の損害（受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及

び第 51条第１項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除

く。以下この条において「損害」という。）の状況を確認し、その結果を受注者

に通知しなければならない。 

３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による

費用の負担を発注者に請求することができる。 

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求が

あったときは、当該損害の額（工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済

みの工事材料若しくは建設機械器具であって第 13条第２項、第 14条第１

項若しくは第２項又は第 37条第３項の規定による検査、立会いその他受注

者の工事に関する記録等により確認することができるものに係る額に限

る。）及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（第６項におい

て「損害合計額」という。）のうち請負代金額の 100 分の１を超える額を負担

しなければならない。 

５ 損害の額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定める

ところにより、算定する。 

(1) 工事目的物に関する損害 

損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、残存価値がある場

合にはその評価額を差し引いた額とする。 

 (2) 工事材料に関する損害 

損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応する請負代金

額とし、残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。 

 (3) 仮設物又は建設機械器具に関する損害 
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損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常妥当と認められるものにつ

いて、当該工事で償却することとしている償却費の額から損害を受けた時

点における工事目的物に相応する償却費の額を差し引いた額とする。ただ

し、修繕によりその機能を回復することができ、かつ、修繕費の額が上記の

額より少額であるものについては、その修繕費の額とする。 

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次

以降の不可抗力による損害合計額の負担については、第４項中「当該損害

の額」とあるのは「損害の額の累計」と、「当該損害の取片付けに要する費

用の額」とあるのは「損害の取片付けに要する費用の額の累計」と、「請負

代金額の 100 分の 1 を超える額」とあるのは「請負代金額の 100 分の 1 を

超える額から既に負担した額を差し引いた額」として同項を適用する。 

 

（請負代金額の変更に代える設計図書の変更） 

第 30条 発注者は、第８条、第 15条、第 17条から第20条まで、第 22条、第

25条から第27条まで、前条又は第33条の規定により請負代金額を増額す

べき場合又は費用を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、

請負代金額の増額又は負担額の全部又は一部に代えて設計図書を変更

することができる。この場合において、設計図書の変更内容は、発注者と受

注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整

わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、

受注者に通知しなければならない。ただし、発注者が請負代金額を増額す

べき事由又は費用の負担すべき事由が生じた日から７日以内に協議開始

の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通

知することができる。 

 

損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常妥当と認められるものにつ

いて、当該工事で償却することとしている償却費の額から損害を受けた時

点における工事目的物に相応する償却費の額を差し引いた額とする。ただ

し、修繕によりその機能を回復することができ、かつ、修繕費の額が上記の

額より少額であるものについては、その修繕費の額とする。 

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次

以降の不可抗力による損害合計額の負担については、第４項中「当該損害

の額」とあるのは「損害の額の累計」と、「当該損害の取片付けに要する費

用の額」とあるのは「損害の取片付けに要する費用の額の累計」と、「請負

代金額の 100 分の 1 を超える額」とあるのは「請負代金額の 100 分の 1 を

超える額から既に負担した額を差し引いた額」として同項を適用する。 

 

 （請負代金額の変更に代える設計図書の変更） 

第 30条 発注者は、第８条、第 15条、第 17条から第20条まで、第 22条、第

25条から第27条まで、前条又は第33条の規定により請負代金額を増額す

べき場合又は費用を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、

請負代金額の増額又は負担額の全部又は一部に代えて設計図書を変更

することができる。この場合において、設計図書の変更内容は、発注者と受

注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整

わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、

受注者に通知しなければならない。ただし、発注者が請負代金額を増額す

べき事由又は費用の負担すべき事由が生じた日から10日以内に協議開始

の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通

知することができる。 
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（検査及び引渡し） 

第 31 条 受注者は、工事を完成したときは、その旨を発注者に通知しなけれ

ばならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から 14

日以内に受注者の立会いの上、設計図書に定めるところにより、工事の完

成を確認するための検査を完了し、当該検査の結果を受注者に通知しなけ

ればならない。この場合において、発注者は、必要があると認められるとき

は、その理由を受注者に通知して、工事目的物を最小限度破壊して検査す

ることができる。 

３ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担

とする。 

４ 発注者は、第２項の検査によって工事の完成を確認した後、受注者が工事

目的物の引渡しを申し出たときは、直ちに当該工事目的物の引渡しを受け

なければならない。 

５ 発注者は、受注者が前項の申出を行わないときは、当該工事目的物の引

渡しを請負代金の支払の完了と同時に行うことを請求することができる。こ

の場合においては、受注者は、当該請求に直ちに応じなければならない。 

６ 受注者は、工事が第２項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注

者の検査を受けなければならない。この場合においては、修補の完了を工

事の完成とみなして前５項の規定を適用する。 

 

（中間検査） 

第 31 条の２ 発注者は、必要がある場合には、工事施工の中途において、発

注者の指定する出来形部分について検査を行うことができる。 

 

（請負代金の支払） 

 （検査及び引渡し） 

第 31 条 受注者は、工事を完成したときは、その旨を発注者に通知しなけれ

ばならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から 14

日以内に受注者の立会いの上、設計図書に定めるところにより、工事の完

成を確認するための検査を完了し、当該検査の結果を受注者に通知しなけ

ればならない。この場合において、発注者は、必要があると認められるとき

は、その理由を受注者に通知して、工事目的物を最小限度破壊して検査す

ることができる。 

３ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担

とする。 

４ 発注者は、第２項の検査によって工事の完成を確認した後、受注者が工事

目的物の引渡しを申し出たときは、直ちに当該工事目的物の引渡しを受け

なければならない。 

５ 発注者は、受注者が前項の申出を行わないときは、当該工事目的物の引

渡しを請負代金の支払の完了と同時に行うことを請求することができる。こ

の場合においては、受注者は、当該請求に直ちに応じなければならない。 

６ 受注者は、工事が第２項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注

者の検査を受けなければならない。この場合においては、修補の完了を工

事の完成とみなして前５項の規定を適用する。 

 

 （中間検査） 

第 31 条の２ 発注者は、必要がある場合には、工事施工の中途において、発

注者の指定する出来形部分について検査を行うことができる。 

 

 （請負代金の支払） 
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第 32 条 受注者は、前条第２項（同条第６項後段により適用される場合を含

む。第３項において同じ。）の検査に合格したときは、請負代金の支払を請

求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から 40

日以内に請負代金を支払わなければならない。 

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条第２項の期間内に検査をし

ないときは、その期限を経過した日から検査をした日までの期間の日数は、

前項の期間（以下この項において「約定期間」という。）の日数から差し引く

ものとする。この場合において、その遅延日数が約定期間の日数を超える

ときは、約定期間は、遅延日数が約定期間の日数を超えた日において満了

したものとみなす。 

 

（部分使用） 

第33条 発注者は、第31条第４項又は第５項の規定による引渡し前において

も、工事目的物の全部又は一部を受注者の承諾を得て使用することができ

る。 

２ 前項の場合においては、発注者は、その使用部分を善良な管理者の注意

をもって使用しなければならない。 

３ 発注者は、第１項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したこと

によって受注者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければなら

ない。 

 

（前金払） 

第 34 条 受注者は、保証事業会社と、契約書記載の工事完成の時期を保証

期限とする公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定

する保証契約（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発注者

第 32条 受注者は、第 31条第２項（同条第６項後段により適用される場合を

含む。第３項において同じ。）の検査に合格したときは、請負代金の支払を

請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から 40

日以内に請負代金を支払わなければならない。 

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により第 31条第２項の期間内に検査を

しないときは、その期限を経過した日から検査をした日までの期間の日数

は、前項の期間（以下この項において「約定期間」という。）の日数から差し

引くものとする。この場合において、その遅延日数が約定期間の日数を超

えるときは、約定期間は、遅延日数が約定期間の日数を超えた日において

満了したものとみなす。 

 

 （部分使用） 

第33条 発注者は、第31条第４項又は第５項の規定による引渡し前において

も、工事目的物の全部又は一部を受注者の承諾を得て使用することができ

る。 

２ 前項の場合においては、発注者は、その使用部分を善良な管理者の注意

をもって使用しなければならない。 

３ 発注者は、第１項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したこと

によって受注者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければなら

ない。 

 

 （前金払） 

第 34 条 受注者は、保証事業会社と、契約書記載の工事完成の時期を保証

期限とする公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定

する保証契約（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発注者
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に寄託して、発注者の定める公共工事前金払取扱要領に基づき、請負代

金の 10 分の４以内の前払金の支払を発注者に請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から 14

日以内に前払金を支払わなければならない。 

３ 受注者は、第１項の規定により前払金の支払を受けた後、保証事業会社と

中間前払金に関し、契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする保証

契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、発注者の定める公共工

事前金払取扱要領に基づき、請負代金額の10分の２以内の前払金の支払

を発注者に請求することができる。前項の規定は、この場合について準用

する。 

４ 受注者は、前項の中間前払金の支払を請求しようとするときは、あらかじ

め、発注者又は発注者の指定する者の中間前払金に係る認定を受けなけ

ればならない。この場合において、発注者又は発注者の指定する者は、受

注者から請求があったときは、直ちに認定を行い、当該認定の結果を受注

者に通知しなければならない。 

５ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の

請負代金額の10分の４（第３項の規定により中間前払金の支払を受けてい

るときは 10 分の６）から受領済みの前払金額（中間前払金の支払を受けて

いる場合には、中間前払金を含む。以下この条から第36条まで、第40条及

び第 49 条において同じ。）を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金

の支払を請求することができる。この場合においては、第２項の規定を準用

する。 

６ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払

金額が減額後の請負代金額の 10 分の５（第３項の規定により中間前払金

の支払を受けているときは 10 分の６）を超えるときは、受注者は、請負代金

額が減額された日から30日以内にその超過額を返還しなければならない。

に寄託して、発注者の定める公共工事前金払取扱要領に基づき、請負代

金額の 10分の４以内の前払金の支払を発注者に請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から 14

日以内に前払金を支払わなければならない。 

３ 受注者は、第１項の規定により前払金の支払を受けた後、保証事業会社と

中間前払金に関し、契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする保証

契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、発注者の定める公共工

事前金払取扱要領に基づき、請負代金額の10分の２以内の前払金の支払

を発注者に請求することができる。前項の規定は、この場合について準用

する。 

４ 受注者は、前項の中間前払金の支払を請求しようとするときは、あらかじ

め、発注者又は発注者の指定する者の中間前払金に係る認定を受けなけ

ればならない。この場合において、発注者又は発注者の指定する者は、受

注者から請求があったときは、直ちに認定を行い、当該認定の結果を受注

者に通知しなければならない。 

５ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の

請負代金額の10分の４（第３項の規定により中間前払金の支払を受けてい

るときは 10 分の６）から受領済みの前払金額（中間前払金の支払を受けて

いる場合には、中間前払金を含む。以下この条から第36条まで、第40条及

び第 49条において同じ。）を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金

の支払を請求することができる。この場合においては、第２項の規定を準用

する。 

６ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払

金額が減額後の請負代金額の 10 分の５（第３項の規定により中間前払金

の支払を受けているときは 10 分の６）を超えるときは、受注者は、請負代金

額が減額された日から30日以内にその超過額を返還しなければならない。
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ただし、この項の期間内に第37条又は第38条の規定による支払をしようと

するときは、発注者は、その支払額の中からその超過額を控除することが

できる。 

７ 前項の期間内で前払金の超過額を返還する前にさらに請負代金額を増額

した場合において、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額以上の額

であるときは、受注者は、その超過額を返還しないものとし、増額後の請負

代金額が減額前の請負代金額未満の額であるときは、受注者は、受領済

みの前払金の額からその増額後の請負代金額の 10 分の５（第３項の規定

により中間前払金の支払を受けているときは 10 分の６）の額を差し引いた

額を返還しなければならない。 

８ 第６項及び前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使

用状況からみて著しく不適当であると認められるときは、発注者と受注者と

が協議して返還すべき超過額を定める。ただし、請負代金額が減額された

日から30日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め受注者に通知

する。 

９ 発注者は、受注者が第６項の期間内に超過額を返還しなかったときは、そ

の未返還額につき、同項の期間を経過した日から返還をする日までの期間

について、その日数に応じ年２．９パーセントの割合で計算した額の遅延利

息の支払を請求することができる。 

 

（保証契約の変更） 

第 35 条 受注者は、前条第５項の規定により受領済みの前払金に追加してさ

らに前払金の支払を請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変

更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合にお

いて、保証契約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄

ただし、この項の期間内に第37条又は第38条の規定による支払をしようと

するときは、発注者は、その支払額の中からその超過額を控除することが

できる。 

７ 前項の期間内で前払金の超過額を返還する前にさらに請負代金額を増額

した場合において、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額以上の額

であるときは、受注者は、その超過額を返還しないものとし、増額後の請負

代金額が減額前の請負代金額未満の額であるときは、受注者は、受領済

みの前払金の額からその増額後の請負代金額の 10分の５（第３項の規定

により中間前払金の支払を受けているときは 10 分の６）の額を差し引いた

額を返還しなければならない。 

８ 第６項及び前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使

用状況からみて著しく不適当であると認められるときは、発注者と受注者と

が協議して返還すべき超過額を定める。ただし、請負代金額が減額された

日から30日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め受注者に通知

する。 

９ 発注者は、受注者が第６項の期間内に超過額を返還しなかったときは、そ

の未返還額につき、同項の期間を経過した日から返還をする日までの期間

について、その日数に応じ年２．７パーセントの割合で計算した額の遅延利

息の支払を請求することができる。 

 

 （保証契約の変更） 

第 35 条 受注者は、前条第５項の規定により受領済みの前払金に追加してさ

らに前払金の支払を請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変

更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合にお

いて、保証契約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄
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託しなければならない。 

３ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、

発注者に代わりその旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。 

 

（前払金の使用等） 

第 36 条 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借

料、機械購入費（この工事において償却される割合に相当する額に限

る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保

証料に相当する額として必要な経費以外の支払に充当してはならない。 

 

 

 

 

 

 

（部分払） 

第 37 条 受注者は、工事の完成前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済

みの工事材料及び製造工場等にある工場製品（第 13 条第２項の規定によ

り監督員の検査を要するものにあっては当該検査に合格したもの、監督員

の検査を要しないものにあっては設計図書で部分払の対象とすることを指

定したものに限る。）に相応する請負代金相当額の 10 分の９以内の額につ

いて、次項以下に定めるところにより部分払を請求することができる。ただ

し、この請求は、工期中  回を超えることができない。 

２ 受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る

出来形部分又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは製造工場等にあ

る工場製品の確認を発注者に請求しなければならない。 

託しなければならない。 

３ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、

発注者に代わりその旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。 

 

 （前払金の使用等） 

第 36 条 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借

料、機械購入費（この工事において償却される割合に相当する額に限

る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保

証料に相当する額として必要な経費以外の支払に充当してはならない。た

だし、平成28年４月１日から平成30年３月31日までに、新たに請負契約を

締結する工事に係る前払金で、平成 30 年３月 31 日までに払出しが行われ

るものについては、前払金の 100 分の 25 を超える額及び中間前払金を除

き、この工事の現場管理費及び一般管理費等のうちこの工事の施工に要

する費用に係る支払いに充当することができる。 

 

 （部分払） 

第 37 条 受注者は、工事の完成前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済

みの工事材料及び製造工場等にある工場製品（第 13 条第２項の規定によ

り監督員の検査を要するものにあっては当該検査に合格したもの、監督員

の検査を要しないものにあっては設計図書で部分払の対象とすることを指

定したものに限る。）に相応する請負代金相当額の 10分の９以内の額につ

いて、次項以下に定めるところにより部分払を請求することができる。ただ

し、この請求は、工期中  回を超えることができない。 

２ 受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る

出来形部分又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは製造工場等にあ

る工場製品の確認を発注者に請求しなければならない。 
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３ 発注者は、前項の場合において、当該請求を受けた日から 14 日以内に、

受注者の立会いの上、設計図書に定めるところにより、同項の確認をする

ための検査を行い、当該確認の結果を受注者に通知しなければならない。

この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、その理由を

受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することができる。 

４ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担

とする。 

５ 受注者は、第３項の規定による確認があったときは、部分払を請求するこ

とができる。この場合においては、発注者は、当該請求を受けた日から 14

日以内に部分払金を支払わなければならない。 

６ 部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において第１項の請負

代金相当額は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が前

項の請求を受けた日から 10 日以内に協議が整わない場合には、発注者が

定め、受注者に通知する。 

部分払金の額≦第１項の請負代金相当額×（９／10－前払金額／請負

代金額） 

７ 第５項の規定により部分払金の支払があった後、再度部分払の請求をす

る場合における部分払金の額は、前項で算出した部分払金の額から「既に

部分払をした額」を控除するものとする。 

 

（部分引渡し） 

第 38 条 工事目的物について、発注者が設計図書において工事の完成に先

だって引渡しを受けるべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。）が

ある場合において、当該指定部分の工事が完了したときについては、第 31

条中「工事」とあるのは「指定部分に係る工事」と、「工事目的物」とあるのは

「指定部分に係る工事目的物」と、同条第５項及び第 32 条中「請負代金」と

３ 発注者は、前項の場合において、当該請求を受けた日から 14 日以内に、

受注者の立会いの上、設計図書に定めるところにより、同項の確認をする

ための検査を行い、当該確認の結果を受注者に通知しなければならない。

この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、その理由を

受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することができる。 

４ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担

とする。 

５ 受注者は、第３項の規定による確認があったときは、部分払を請求するこ

とができる。この場合においては、発注者は、当該請求を受けた日から 14

日以内に部分払金を支払わなければならない。 

６ 部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において第１項の請負

代金相当額は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が前

項の請求を受けた日から 10 日以内に協議が整わない場合には、発注者が

定め、受注者に通知する。 

部分払金の額≦第１項の請負代金相当額×（９／10－前払金額／請負

代金額） 

７ 第５項の規定により部分払金の支払があった後、再度部分払の請求をす

る場合における部分払金の額は、前項で算出した部分払金の額から「既に

部分払をした額」を控除するものとする。 

 

 （部分引渡し） 

第 38 条 工事目的物について、発注者が設計図書において工事の完成に先

だって引渡しを受けるべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。）が

ある場合において、当該指定部分の工事が完了したときについては、第 31

条中「工事」とあるのは「指定部分に係る工事」と、「工事目的物」とあるのは

「指定部分に係る工事目的物」と、同条第５項及び第 32 条中「請負代金」と
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あるのは「部分引渡しに係る請負代金」と読み替えて、これらの規定を準用

する。 

２ 前項の規定により引渡しをした部分についての維持管理は、全工事が終

了し、全部の引渡しをするまでは、乙の負担において行うものとする。 

３ 第１項の規定により準用される第 32 条第１項の規定により請求することが

できる部分引渡しに係る請負代金の額は、次の式により算定する。この場

合において、指定部分に相応する請負代金の額は、発注者と受注者とが協

議して定める。ただし、発注者が同項の規定により準用される第 32 条第１

項の請求を受けた日から 14 日以内に協議が整わない場合には、発注者が

定め、受注者に通知する。 

部分引渡しに係る請負代金の額＝指定部分に相応する請負代金の額 

×（１－前払金額／請負代金額） 

 

（債務負担行為に係る契約の特則） 

第 39 条 削 除 

 

（債務負担行為に係る契約の前金払の特則） 

第 40 条 削 除 

 

（債務負担行為に係る契約の部分払の特則） 

第 41 条 削 除 

 

（第三者による代理受領） 

第 42条 受注者は、発注者の承諾を得て請負代金の全部又は一部の受領に

つき、第三者を代理人とすることができる。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が第三者を代理人とした場合におい

あるのは「部分引渡しに係る請負代金」と読み替えて、これらの規定を準用

する。 

 

 

２ 前項の規定により準用される第 32条第１項の規定により請求することがで

きる部分引渡しに係る請負代金の額は、次の式により算定する。この場合

において、指定部分に相応する請負代金の額は、発注者と受注者とが協議

して定める。ただし、発注者が同項の規定により準用される第 32条第１項

の請求を受けた日から 14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定

め、受注者に通知する。 

部分引渡しに係る請負代金の額＝指定部分に相応する請負代金の額 

×（１－前払金額／請負代金額） 

 

 （債務負担行為に係る契約の特則） 

第 39 条 削  除 

 

 （債務負担行為に係る契約の前金払の特則） 

第 40 条 削  除 

 

 （債務負担行為に係る契約の部分払の特則） 

第 41 条 削  除 

 

 （第三者による代理受領） 

第 42条 受注者は、発注者の承諾を得て請負代金の全部又は一部の受領に

つき、第三者を代理人とすることができる。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が第三者を代理人とした場合におい
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て、受注者の提出する支払請求書に当該第三者が受注者の代理人である

旨の明記がなされているときは、当該第三者に対して第32条（第 38条にお

いて準用する場合を含む。）又は第 37 条の規定に基づく支払をしなければ

ならない。 

 

（前払金等の不払に対する工事中止） 

第 43 条 受注者は、発注者が第 34 条、第 37 条又は第 38 条において準用さ

れる第32条の規定に基づく支払を遅延し、相当の期間を定めてその支払を

請求したにもかかわらず支払をしないときは、工事の全部又は一部の施工

を一時中止することができる。この場合においては、受注者は、その理由を

明示した書面により、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が工事の施工を中止した場合におい

て、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は

受注者が工事の続行に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械

器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加

費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担し

なければならない。 

 

（瑕疵
か し

担保） 

第 44 条 発注者は、工事目的物に瑕疵
か し

があるときは、受注者に対して相当の

期間を定めてその瑕疵
か し

の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とと

もに損害の賠償を請求することができる。ただし、瑕疵
か し

が重要ではなく、か

つ、その修補に過分の費用を要するときは、発注者は、修補を請求すること

ができない。 

２ 前項の規定による瑕疵
か し

の修補又は損害賠償の請求は、第 31 条第４項又

は第５項（第38条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定に

て、受注者の提出する支払請求書に当該第三者が受注者の代理人である

旨の明記がなされているときは、当該第三者に対して第32条（第 38条にお

いて準用する場合を含む。）又は第 37条の規定に基づく支払をしなければ

ならない。 

 

 （前払金等の不払に対する工事中止） 

第 43 条 受注者は、発注者が第 34 条、第 37 条又は第 38 条において準用さ

れる第32条の規定に基づく支払を遅延し、相当の期間を定めてその支払を

請求したにもかかわらず支払をしないときは、工事の全部又は一部の施工

を一時中止することができる。この場合においては、受注者は、その理由を

明示した書面により、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が工事の施工を中止した場合におい

て、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は

受注者が工事の続行に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械

器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加

費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担し

なければならない。 

 

 （瑕疵担保） 

第 44 条 発注者は、工事目的物に瑕疵があるときは、受注者に対して相当の

期間を定めてその瑕疵の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とと

もに損害の賠償を請求することができる。ただし、瑕疵が重要ではなく、か

つ、その修補に過分の費用を要するときは、発注者は、修補を請求すること

ができない。 

２ 前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、第 31 条第４項又

は第５項（第38条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定に
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よる引渡しを受けた日から２年以内に行わなければならない。ただし、その

瑕疵
か し

が受注者の故意又は重大な過失により生じた場合には、請求を行うこ

とのできる期間は５年とする。 

 

 

３ 発注者は、工事目的物の引渡しの際に瑕疵
か し

があることを知ったときは、第

１項の規定にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該

瑕疵
か し

の修補又は損害賠償の請求をすることはできない。ただし、受注者が

その瑕疵
か し

があることを知っていたときは、この限りでない。 

４ この契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律(平成11年法律第81

号)第94条第１項に規定する住宅を新築する建設工事の請負契約である場

合には、工事目的物のうち住宅の品質確保の促進等に関する法律施行令

（平成 12 年政令第 64 号）第５条第１項及び第２項に定める部分の瑕疵
か し

（構

造耐力又は雨水の浸入に影響のないものを除く。）について修補又は損害

賠償の請求を行うことのできる期間は、10 年とする。 

５ 発注者は、工事目的物が第１項の瑕疵
か し

により滅失又はき損したときは、第

２項又は前項に定める期間内で、かつ、その滅失又はき損の日から６ヶ月

以内に第１項の権利を行使しなければならない。 

６ 第１項の規定は、工事目的物の瑕疵
か し

が支給材料の性質又は発注者若しく

は監督員の指図により生じたものであるときは適用しない。ただし、受注者

がその材料又は指図が不適当であることを知りながらこれを通知しなかっ

たときは、この限りでない。 

 

（履行遅滞の場合における損害金等） 

第45条 受注者の責めに帰すべき事由により工期内に工事を完成することが

できない場合においては、発注者は、損害金の支払を受注者に請求するこ

よる引渡しを受けた日から２年以内（木造の建物等の建設工事及び設備工

事等は１年以内）に行わなければならない。ただし、その瑕疵が受注者の故

意又は重大な過失により生じた場合には、請求を行うことのできる期間は５

年（石造、土造、レンガ造、コンクリート造又は金属造その他これらに類する

構造の工作物については 10 年）とする。 

３ 発注者は、工事目的物の引渡しの際に瑕疵があることを知ったときは、第

１項の規定にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該

瑕疵の修補又は損害賠償の請求をすることはできない。ただし、受注者が

その瑕疵があることを知っていたときは、この限りでない。 

４ この契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律(平成11年法律第81

号)第94条第１項に規定する住宅を新築する建設工事の請負契約である場

合には、工事目的物のうち住宅の品質確保の促進等に関する法律施行令

（平成 12 年政令第 64 号）第５条第１項及び第２項に定める部分の瑕疵(か

し)（構造耐力又は雨水の浸入に影響のないものを除く。）について修補又

は損害賠償の請求を行うことのできる期間は、10 年とする。 

５ 発注者は、工事目的物が第１項の瑕疵により滅失又はき損したときは、第

２項又は前項に定める期間内で、かつ、その滅失又はき損の日から６月以

内に第１項の権利を行使しなければならない。 

６ 第１項の規定は、工事目的物の瑕疵(かし)が支給材料の性質又は発注者

若しくは監督員の指図により生じたものであるときは適用しない。ただし、受

注者がその材料又は指図が不適当であることを知りながらこれを通知しな

かったときは、この限りでない。 

 

 （履行遅滞の場合における損害金等） 

第45条 受注者の責めに帰すべき事由により工期内に工事を完成することが

できない場合においては、発注者は、損害金の支払を受注者に請求するこ



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

とができる。 

２ 前項の損害金の額は、請負代金額から部分引渡しを受けた部分に相応す

る請負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年 10.75 パーセントの

割合で計算した額とする。 

３ 発注者の責めに帰すべき事由により、第 32 条第２項（第 38 条において準

用する場合を含む。）の規定による請負代金の支払が遅れた場合において

は、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年２．９パーセントの

割合で計算した額の遅延利息の支払を発注者に請求することができる。 

 

（公共工事履行保証証券による保証の請求） 

第 46 条 削 除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とができる。 

２ 前項の損害金の額は、請負代金額から部分引渡しを受けた部分に相応す

る請負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年 10.75 パーセントの

割合で計算した額とする。 

３ 発注者の責めに帰すべき事由により、第 32条第２項（第 38 条において準

用する場合を含む。）の規定による請負代金の支払が遅れた場合において

は、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年２．７パーセントの

割合で計算した額の遅延利息の支払を発注者に請求することができる。 

 

 （公共工事履行保証証券による保証の請求） 

第 46 条 第４条第１項の規定によりこの契約による債務の履行を保証する公

共工事履行保証証券による保証が付された場合において、受注者が次条

各号のいずれかに該当するとき又は第 47条の２第２項に該当するときは、

発注者は、当該公共工事履行保証証券の規定に基づき、保証人に対して、

他の建設業者を選定し、工事を完成させるよう請求することができる。 

２ 受注者は、前項の規定により保証人が選定し発注者が適当と認めた建設

業者（以下この条において「代替履行業者」という。）から発注者に対して、

この契約に基づく次の各号に定める受注者の権利及び義務を承継する旨

の通知が行われた場合には、代替履行業者に対して当該権利及び義務を

承継させる。 

(1) 請負代金債権（前払金若しくは中間前払金、部分払金又は部分引渡しに

係る請負代金として受注者に既に支払われたものを除く。） 

(2) 工事完成債務 

(3) 瑕疵(かし)担保債務（受注者が施工した出来形部分の瑕疵(かし)に係る

ものを除く。） 

(4) 解除権 
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（発注者の解除権） 

第47条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契

約を解除することができる。 

(1) 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないと

き 

(2) その責めに帰すべき事由により工期内に完成しないとき又は工期経過

後相当の期間内に工事を完成する見込みが明らかにないと認められると

き 

(3) 第 10 条第１項第２号に掲げる者を設置しなかったとき 

 

 

 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契

約の目的を達することができないと認められるとき 

 

(5) その他この契約に係る一切の権利及び義務（第 28 条の規定により受注

者が施工した工事に関して生じた第三者への損害賠償債務を除く。） 

３ 発注者は、前項の通知を代替履行業者から受けた場合には、代替履行業

者が同項各号に規定する受注者の権利及び義務を承継することを承諾す

る。 

４ 第１項の規定による発注者の請求があった場合において、当該公共工事

履行保証証券の規定に基づき、保証人から保証金が支払われたときには、

この契約に基づいて発注者に対して受注者が負担する損害賠償債務その

他の費用の負担に係る債務（当該保証金の支払われた後に生じる違約金

等を含む。）は、当該保証金の額を限度として、消滅する。 

 

 （発注者の解除権） 

第47条 発注者は、受注者又はその現場代理人その他の使用人が次の各号

のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。 

 (1) 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないと

き。 

 (2) その責めに帰すべき事由により工期内に完成しないとき又は工期経過

後相当の期間内に工事を完成する見込みが明らかにないと認められると

き。 

 (3) 第 10 条第１項第２号に掲げる者を設置しなかったとき。 

 (4) 建設業法第28条第３項の規定により営業の停止を命ぜられ、又は第29

条若しくは第 29条の２の規定により許可を取り消されたとき。 

 (5) 発注者の監督又は検査に際し、職務執行を妨げたとき。 

 (6) 前各号に掲げる場合のほか、関係法令又はこの契約に違反し、その違

反によりこの契約の目的を達することができないと認められるとき、又は契

約を継続することが適当でないと認められるとき。 
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(5) 第 49 条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき 

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、受注者は、請負

代金額の 10 分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内

に支払わなければならない。 

３ 前項の場合において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに

代わる担保の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又

は担保をもって違約金に充当することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (7) 第 49 条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

 

 

 

 

 

 

 （契約が解除された場合等の違約金） 

第47条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、請

負代金額の 10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間

内に支払わなければならない。 

 (1) 前条の規定によりこの契約が解除された場合 

 (2) 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事

由によって受注者の債務について履行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当す

る場合とみなす。 

 (1) 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法

（平成 16 年法律第 75 号）の規定により選任された破産管財人 

 (2) 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生

法（平成 14年法律第 154 号）の規定により選任された管財人 

 (3) 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生

法（平成 11年法律第 225 号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 第１項の場合において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに

代わる担保の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又

は担保をもって第１項の違約金に充当することができる。 
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第 48 条 発注者は、工事が完成するまでの間は、前条第１項の規定によるほ

か、必要があるときは、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害

を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。 

 

（受注者の解除権） 

第 49 条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除

することができる。 

(1) 第 19 条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が３分の２以

上減少したとき 

(2) 第 20 条の規定による工事の施工の中止期間が工期の 10 分の５（工期

の 10 分の５が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が工

事の一部のみの場合は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した

後３月を経過しても、なおその中止が解除されないとき 

(3) 発注者がこの契約に違反し、その違反によってこの契約の履行が不可

能となったとき 

２ 受注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、損害があ

るときは、その損害の賠償を発注者に請求することができる。 

 

（解除に伴う措置） 

第 50条 発注者は、この契約が解除された場合においては、出来形部分を検

査の上、当該検査に合格した部分及び部分払の対象となった工事材料の

引渡しを受けるものとし、当該引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた

出来形部分に相応する請負代金を受注者に支払わなければならない。 

この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、その理由

を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することができ

第48条 発注者は、工事が完成するまでの間は、第47条の規定によるほか、

必要があるときは、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害

を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。 

 

 （受注者の解除権） 

第 49 条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除

することができる。 

 (1) 第 19 条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が３分の２以

上減少したとき 

 (2) 第 20 条の規定による工事の施工の中止期間が工期の 10分の５（工期

の10分の５が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が工事

の一部のみの場合は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した後３

月を経過しても、なおその中止が解除されないとき 

 (3) 発注者がこの契約に違反し、その違反によってこの契約の履行が不可

能となったとき 

２ 受注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、損害があ

るときは、その損害の賠償を発注者に請求することができる。 

 

 （解除に伴う措置） 

第 50条 発注者は、この契約が解除された場合においては、出来形部分を検

査の上、当該検査に合格した部分及び部分払の対象となった工事材料の

引渡しを受けるものとし、当該引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた

出来形部分に相応する請負代金を受注者に支払わなければならない。 

この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、その理由

を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することができ
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る。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担

とする。 

３ 第１項の場合において、第 34条（第 40条において準用する場合を含む。）

の規定による前払金があったときは、当該前払金の額（第 37 条及び第 41

条の規定による部分払をしているときは、その部分払において償却した前

払金の額を控除した額）を同項前段の出来形部分に相応する請負代金額

から控除する。この場合において、受領済みの前払金額になお余剰がある

ときは、受注者は、解除が第 47 条の規定によるときにあっては、その余剰

額に前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ年２．９パーセント

の割合で計算した額の利息を付した額を、解除が前２条の規定によるとき

にあっては、その余剰額を発注者に返還しなければならない。 

 

４ 受注者は、この契約が解除された場合において、支給材料があるときは、

第１項の出来形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、

発注者に返還しなければならない。この場合において、当該支給材料が受

注者の故意若しくは過失により滅失若しくはき損したとき、又は出来形部分

の検査に合格しなかった部分に使用されているときは、代品を納め、若しく

は原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければなら

ない。 

５ 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品があるときは、当

該貸与品を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸

与品が受注者の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納

め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなけ

ればならない。 

６ 受注者は、この契約が解除された場合において、工事用地等に受注者が

る。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担

とする。 

３ 第１項の場合において、第 34 条（第 40 条において準用する場合を含む。）

の規定による前払金があったときは、当該前払金の額（第 37条及び第 41

条の規定による部分払をしているときは、その部分払において償却した前

払金の額を控除した額）を同項前段の出来形部分に相応する請負代金額

から控除する。この場合において、受領済みの前払金額になお余剰がある

ときは、受注者は、解除が第 47条又は第47条の２第２項の規定によるとき

にあっては、その余剰額に前払金の支払の日から返還の日までの日数に

応じ年２．７パーセントの割合で計算した額の利息を付した額を、解除が前

２条の規定によるときにあっては、その余剰額を発注者に返還しなければな

らない。 

４ 受注者は、この契約が解除された場合において、支給材料があるときは、

第１項の出来形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、

発注者に返還しなければならない。この場合において、当該支給材料が受

注者の故意若しくは過失により滅失若しくはき損したとき、又は出来形部分

の検査に合格しなかった部分に使用されているときは、代品を納め、若しく

は原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければなら

ない。 

５ 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品があるときは、当

該貸与品を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸

与品が受注者の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納

め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなけ

ればならない。 

６ 受注者は、この契約が解除された場合において、工事用地等に受注者が
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所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請

負人の所有又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者は、

当該物件を撤去するとともに、工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者

に明け渡さなければならない。 

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物

件を撤去せず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないとき

は、発注者は、受注者に代わって当該物件を処分し、工事用地等を修復若

しくは取片付けを行うことができる。この場合においては、受注者は、発注

者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出ることができ

ず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担し

なければならない。 

８ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方

法等については、この契約の解除が第 47 条の規定によるときは発注者が

定め、前２条の規定によるときは、受注者が発注者の意見を聴いて定める

ものとし、第４項後段、第５項後段及び第６項に規定する受注者のとるべき

措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定めるも

のとする。 

 

（火災保険等） 

第 51条 受注者は、工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。以下この条

において同じ。）等を設計図書に定めるところにより火災保険、建設工事保

険その他の保険（これに準ずるものを含む。以下この条において同じ。）に

付さなければならない。 

２ 受注者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこ

れに代わるものを直ちに発注者に提示しなければならない。 

３ 受注者は、工事目的物及び工事材料等を第１項の規定による保険以外の

所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請

負人の所有又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者は、

当該物件を撤去するとともに、工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者

に明け渡さなければならない。 

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物

件を撤去せず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないとき

は、発注者は、受注者に代わって当該物件を処分し、工事用地等を修復若

しくは取片付けを行うことができる。この場合においては、受注者は、発注

者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出ることができ

ず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担し

なければならない。 

８ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方

法等については、この契約の解除が第 47条又は第47条の２第２項の規定

によるときは発注者が定め、前２条の規定によるときは、受注者が発注者

の意見を聴いて定めるものとし、第４項後段、第５項後段及び第６項に規定

する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の

意見を聴いて定めるものとする。 

 

 （火災保険等） 

第 51条 受注者は、工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。以下この条

において同じ。）等を設計図書に定めるところにより火災保険、建設工事保

険その他の保険（これに準ずるものを含む。以下この条において同じ。）に

付さなければならない。 

２ 受注者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこ

れに代わるものを直ちに発注者に提示しなければならない。 

３ 受注者は、工事目的物及び工事材料等を第１項の規定による保険以外の
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保険に付したときは、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。 

 

（賠償金等の徴収） 

第 52 条 受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を発注者の

指定する期間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注

者の指定する期間を経過した日から請負代金額支払の日まで年５パーセン

トの割合で計算した利息を付した額と、発注者の支払うべき請負代金額とを

相殺し、なお、不足があるときは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年５

パーセントの割合で計算した額の遅延利息を徴収する。 

 

（あっせん又は調停） 

第 53条 この約款の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるもの

につき協議が整わなかったときに発注者が定めたものに受注者が不服が

ある場合その他この契約に関して発注者と受注者との間に紛争を生じた場

合には、発注者及び受注者は、建設業法による兵庫県建設工事紛争審査

会（以下「審査会」という。）のあっせん又は調停によりその解決を図る。 

２ 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争、主任

技術者若しくは監理技術者又は専門技術者その他受注者が工事を施工す

るために使用している下請負人、労働者等の工事の施工又は管理に関す

る紛争及び監督員の職務の執行に関する紛争については、第 12 条第３項

の規定により受注者が決定を行った後若しくは同条第５項の規定により発

注者が決定を行った後、又は発注者若しくは受注者が決定を行わずに同条

第３項若しくは第５項の期間が経過した後でなければ、発注者及び受注者

は、同項のあっせん又は調停を請求することができない。 

 

保険に付したときは、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。 

 

 （賠償金等の徴収） 

第 52 条 受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を発注者の

指定する期間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注

者の指定する期間を経過した日から請負代金額支払の日まで年５パーセン

トの割合で計算した利息を付した額と、発注者の支払うべき請負代金額とを

相殺し、なお、不足があるときは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年５

パーセントの割合で計算した額の遅延利息を徴収する。 

 

 （あっせん又は調停） 

第 53条 この約款の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるもの

につき協議が整わなかったときに発注者が定めたものに受注者が不服が

ある場合その他この契約に関して発注者と受注者との間に紛争を生じた場

合には、発注者及び受注者は、建設業法による兵庫県建設工事紛争審査

会（以下「審査会」という。）のあっせん又は調停によりその解決を図る。 

２ 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争、主任

技術者（監理技術者）、専門技術者その他受注者が工事を施工するために

使用している下請負人、労働者等の工事の施工又は管理に関する紛争及

び監督員の職務の執行に関する紛争については、第 12 条第３項の規定に

より受注者が決定を行った後若しくは同条第５項の規定により発注者が決

定を行った後、又は発注者若しくは受注者が決定を行わずに同条第３項若

しくは第５項の期間が経過した後でなければ、発注者及び受注者は、同項

のあっせん又は調停を請求することができない。 
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（仲裁） 

第 54 条 発注者及び受注者は、その一方又は双方が前条の審査会のあっせ

ん又は調停により紛争を解決する見込みがないと認めたときは、同条の規

定にかかわらず、仲裁合意書に基づき、審査会の仲裁に付し、その仲裁判

断に服する。 

 

（補則） 

第 55 条 この契約書に定めのない事項については、財務規則（昭和 39 年兵

庫県規則第 31 号）によるほか、必要に応じて発注者と受注者とが協議して

定める。 

 

特定の違法行為に関する特約条項 

 

（発注者の解除権） 

１ 発注者は、受注者又は受注者が代理人、支配人その他使用人若しくは入

札代理人として使用していた者が、この契約の入札に関して地方自治法施

行令（昭和 22年政令第 16号）代 167 条の４第２項第２号に該当すると認め

たときは、この契約を解除できる。この場合においては、建設工事請負契約

書第 47 条第２項及び第３項の規定を適用する。 

 

（解除に伴う措置） 

２ 前項の規定による解除に伴い、受注者に損害が生じたとしても、受注者は

発注者に対してその損害を請求することはできない。 

 

３ 第１項の規定によりこの契約が解除された場合においては、建設工事請負

契約書第50条の規定を適用し、同条第３項及び第８項中「第 47条の規定」

 （仲裁） 

第 54 条 発注者及び受注者は、その一方又は双方が前条の審査会のあっせ

ん又は調停により紛争を解決する見込みがないと認めたときは、同条の規

定にかかわらず、仲裁合意書に基づき、審査会の仲裁に付し、その仲裁判

断に服する。 

 

 （補則） 

第 55 条 この契約書に定めのない事項については、財務規則（昭和 39 年兵

庫県規則第 31号）によるほか、必要に応じて発注者と受注者とが協議して

定める。 

  

特定の違法行為に関する特約条項 

 

 （発注者の解除権）  

１ 発注者は、受注者又は受注者が代理人、支配人その他使用人若しくは入

札代理人として使用していた者が、この契約の入札に関して地方自治法施

行令（昭和 22年政令第 16号）第 167 条の４第２項第２号に該当すると認め

たときは、この契約を解除できる。この場合においては、建設工事請負契約

書第 47 条の２第１項及び第３項の規定を適用する。 

 

 （解除に伴う措置） 

２ 前項の規定による解除に伴い、受注者に損害が生じたとしても、受注者は

発注者に対してその損害を請求することはできない。 

 

３ 第１項の規定によりこの契約が解除された場合においては、建設工事請負

契約書第50条の規定を適用し、同条第３項及び第８項中「第47条」を「特定
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を「特定の違法行為に関する特約条項第１項の規定」と読み替える。 

 

（賠償の予約） 

４ 受注者は、受注者（受注者を構成事業者とする事業者団体を含む。）又は

受注者が代理人、支配人その他使用人若しくは入札代理人として使用して

いた者が、この契約の入札に関して次の各号のいずれかに該当したとき

は、請負代金額の 10 分の２に相当する額を賠償金として発注者が指定す

る期間内に発注者に支払わなければならない。工事が完成した後も同様と

する。 

(1) 刑法（明治 40年法律第 45号）第 96 条の６による刑が確定したとき。 

(2) 刑法第 198 条による刑が確定したとき。 

(3) 公正取引委員会が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第49条第１項の

規定による排除措置命令を行い、同条第７項の規定により当該命令が確

定したとき。 

 

(4) 公正取引委員会が、独占禁止法第 50 条第１項の規定による課徴金納

付命令を行い、同条第５項の規定により当該命令が確定したとき。 

(5) 排除措置命令又は課徴金納付命令を不服として、独占禁止法第 52 条

第１項の規定による審判の請求を行った後、これを取り下げたため、同条

第５項の規定により当該命令が確定したとき。 

(6) 公正取引委員会が、独占禁止法第65条、第 66条第１項、同条第２項、

同条第３項又は第 67 条第１項の規定による審決（第 66 条第３項の規定

中、原処分の全部を取り消す旨の審決を除く。）を行い、当該審決が確定

したとき。 

(7) 公正取引委員会が行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規定によ

の違法行為に関する特約条項第１項」と読み替える。 

 

 （賠償の予約） 

４ 受注者は、受注者（受注者を構成事業者とする事業者団体を含む。）又は

受注者が代理人、支配人その他使用人若しくは入札代理人として使用して

いた者が、この契約の入札に関して次の各号のいずれかに該当したとき

は、請負代金額の 10分の２に相当する額を賠償金として発注者が指定す

る期間内に発注者に支払わなければならない。工事が完成した後も同様と

する。 

 (1) 刑法（明治 40年法律第 45号）第 96 条の６による刑が確定したとき。 

 (2) 刑法第 198 条による刑が確定したとき。 

 (3) 公正取引委員会が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22年法律第 54号。以下「独占禁止法」という。）第 61 条第１項の

規定による排除措置命令を行ったとき。ただし、排除措置命令に対し、行

政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）第３条第１項の規定により抗告訴

訟を提起した場合を除く。 

 (4) 公正取引委員会が、独占禁止法第 62 条第１項の規定による課徴金納

付命令を行ったとき。ただし、課徴金納付命令に対し、行政事件訴訟法第

３条第１項の規定により抗告訴訟を提起した場合を除く。 

 (5) 前２号の抗告訴訟を提起し、その訴訟について請求棄却又は訴え却下

の判決が確定したとき。 
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り審決取消しの訴えを提起し、その訴えについて請求棄却又は訴え却下

の判決が確定したとき。 

 

５ 前項の規定は、発注者に生じた損害の額が同項に規定する賠償金の額を

超える場合において、発注者がその超過分につき賠償を請求することを妨

げるものではない。 

 

（賠償金等の徴収） 

６ 第１項の規定による違約金又は前２項の規定による賠償金の徴収につい

ては、建設工事請負契約書第 52条の規定を適用する。 

 

（共同企業体に対する賠償の請求） 

７ 受注者が共同企業体であるときは、第４項中「受注者」を「受注者又は受注

者の代表者若しくは構成員」と読み替える。 

 

８ 受注者が共同企業体であり、既に解散しているときは、発注者は、当該共

同企業体の構成員であったすべての者に対して第４項の規定による賠償金

を請求することができる。この場合においては、当該構成員であった者は、

発注者に対して共同連帯して賠償金支払の義務を負う。 

 

暴力団等排除に関する特約 

 

（趣旨） 

１ 発注者及び受注者は、暴力団排除条例（平成 22 年兵庫県条例第 35 号。

以下「条例」という。）第７条の規定に基づき、暴力団を利することにならない

よう必要な措置を実施することとして、以下の各項のとおり合意する。 

 

 

 

５ 前項の規定は、発注者に生じた損害の額が同項に規定する賠償金の額を

超える場合において、発注者がその超過分につき賠償を請求することを妨

げるものではない。 

 

 （賠償金等の徴収） 

６ 第１項の規定による違約金又は前２項の規定による賠償金の徴収につい

ては、建設工事請負契約書第 52条の規定を適用する。 

 

 （共同企業体に対する賠償の請求） 

７ 受注者が共同企業体であるときは、第４項中「受注者」を「受注者又は受注

者の代表者若しくは構成員」と読み替える。 

 

８ 受注者が共同企業体であり、既に解散しているときは、発注者は、当該共

同企業体の構成員であったすべての者に対して第４項の規定による賠償金

を請求することができる。この場合においては、当該構成員であった者は、

発注者に対して共同連帯して賠償金支払の義務を負う。 

 

暴力団等排除に関する特約 

 

 （趣旨） 

１ 発注者及び受注者は、暴力団排除条例（平成 22 年兵庫県条例第 35 号。

以下「条例」という。）第７条の規定に基づき、暴力団を利することにならない

よう必要な措置を実施することとして、以下の各項のとおり合意する。 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 

（契約からの暴力団の排除） 

２ 受注者は、暴力団（条例第２条第１号で規定する暴力団をいう。以下同

じ。）、暴力団員（同条第３号で規定する暴力団員をいう。以下同じ。）並び

に条例第７条に基づき暴力団排除条例施行規則（平成 23 年兵庫県公安委

員会規則第２号）第２条各号で規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係

を有する者（以下これらを「暴力団等」という。）とこの建設工事の一部につ

いて締結する請負契約及び資材又は原材料の購入契約その他のこの契約

の履行に伴い締結する契約（以下「下請契約等」という。）を締結してはなら

ない。 

３ 受注者は、当該者を発注者とする下請契約等を締結する場合において

は、この特約の第２項から第６項まで、第９項、第 10 項、第 13 項及び第 14

項に準じた規定を当該下請契約等に定めなければならない。 

４ 受注者は、次のいずれかに該当するときには、発注者に報告しなければな

らない。 

(1) 下請契約等の受注者が暴力団等であることを知ったとき。 

(2) この契約の履行に関して工事の妨害その他不当な要求を受けたとき。 

(3) 下請契約等の受注者から当該者が発注した下請契約等におけるこの項

に準じた規定に基づく報告を受けたとき。 

 

（役員等に関する情報提供） 

５ 発注者は、受注者及び下請契約等の受注者が暴力団等に該当しないこと

を確認するため、受注者に対して、次に掲げる者（受注者及び下請契約等

の受注者が個人である場合はその者を含む。以下「役員等」という。）につ

いての名簿その他の必要な情報の提供を求めることができる。 

(1) 役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をい

 

 （契約からの暴力団の排除） 

２ 受注者は、暴力団（条例第２条第１号で規定する暴力団をいう。以下同

じ。）、暴力団員（同条第３号で規定する暴力団員をいう。以下同じ。）並び

に条例第７条に基づき暴力団排除条例施行規則（平成 23 年兵庫県公安委

員会規則第２号）第２条各号で規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係

を有する者（以下これらを「暴力団等」という。）とこの建設工事の一部につ

いて締結する請負契約及び資材又は原材料の購入契約その他のこの契約

の履行に伴い締結する契約（以下「下請契約等」という。）を締結してはなら

ない。 

３ 受注者は、当該者を発注者とする下請契約等を締結する場合において

は、この特約の第２項から第６項まで、第９項、第 10 項、第 13 項及び第 14

項に準じた規定を当該下請契約等に定めなければならない。 

４ 受注者は、次のいずれかに該当するときには、発注者に報告しなければな

らない。 

 (1) 下請契約等の受注者が暴力団等であることを知ったとき。 

 (2) この契約の履行に関して工事の妨害その他不当な要求を受けたとき。 

 (3) 下請契約等の受注者から当該者が発注した下請契約等におけるこの項

に準じた規定に基づく報告を受けたとき。 

 

 （役員等に関する情報提供） 

５ 発注者は、受注者及び下請契約等の受注者が暴力団等に該当しないこと

を確認するため、受注者に対して、次に掲げる者（受注者及び下請契約等

の受注者が個人である場合はその者を含む。以下「役員等」という。）につ

いての名簿その他の必要な情報の提供を求めることができる。 

(1) 役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をい
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い、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、受注

者又は下請契約等の受注者に対し業務を執行する社員、取締役、執行役

又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を

含む。） 

(2) 受注者又は下請契約等の受注者がその業務に関し監督する責任を有す

る者（(1)の役員を除く。）として使用し、又は代理人として選任している者

（支店又は常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者を含

む。） 

６ 発注者は、受注者から提供された情報を兵庫県警察部長（以下「警察本部

長」という。）に提供することができる。 

 

（警察本部長から得た情報の利用） 

７ 発注者は、受注者及び下請契約等の受注者が暴力団等に該当するのか

について、警察本部長に意見を聴くことができる。 

８ 発注者は、警察本部長から得た情報を他の契約において第１項の趣旨に

従い暴力団等を排除するために利用し、又は他の契約担当者（財務規則

（昭和 39 年兵庫県規則第 31 号）第２条第８号に規定する契約担当者をい

う。）若しくは公営企業管理者若しくは病院事業管理者が第１項の趣旨に従

い暴力団等を排除するために提供することができる。 

 

（発注者の解除権） 

９ 発注者は、受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいず

れかの者。以下この項において同じ。）が次のいずれかに該当するときは、

契約を解除することができる。この場合においては、建設工事請負契約書

第 47条第２項及び第３項の規定を準用する。 

(1) 役員等が暴力団員であると認められるとき。 

い、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、受注

者又は下請契約等の受注者に対し業務を執行する社員、取締役、執行役

又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を

含む。） 

(2) 受注者又は下請契約等の受注者がその業務に関し監督する責任を有す

る者（(1)の役員を除く。）として使用し、又は代理人として選任している者

（支店又は常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者を含

む。） 

６ 発注者は、受注者から提供された情報を兵庫県警察本部長（以下「警察本

部長」という。）に提供することができる。 

 

 （警察本部長から得た情報の利用） 

７ 発注者は、受注者及び下請契約等の受注者が暴力団等に該当するのか

について、警察本部長に意見を聴くことができる。 

８ 発注者は、警察本部長から得た情報を他の契約において第１項の趣旨に

従い暴力団等を排除するために利用し、又は他の契約担当者（財務規則

（昭和 39 年兵庫県規則第 31 号）第２条第８号に規定する契約担当者をい

う。）若しくは公営企業管理者若しくは病院事業管理者が第１項の趣旨に従

い暴力団等を排除するために提供することができる。 

 

 （発注者の解除権） 

９ 発注者は、受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいず

れかの者。以下この項において同じ。）が次のいずれかに該当するときは、

契約を解除することができる。この場合においては、建設工事請負契約書

第 47条の２第１項及び第３項の規定を準用する。 

 (1) 役員等が暴力団員であると認められるとき。 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

(2) 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

(3) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした

と認められるとき。 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を

供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若

しくは関与していると認められるとき。 

(5) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

(6) 下請契約等を締結するに当たり、その相手方が(1)から(5)までのいずれ

かに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められると

き。 

(7) 受注者が、(1)から(5)までのいずれかに該当する者を下請契約等の相手

方としていた場合（(6)に該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対し

て当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

(8) 下請契約等の受注者が下請契約等を再発注して (1)から(5)までのいず

れかに該当する者を相手方としていた場合に、受注者がその事実を知りな

がら発注者への報告を正当な理由なく怠ったとき、受注者が下請契約等

の受注者とこの特約に準じた条項を含んだ下請契約等を締結していなか

ったときその他受注者が正当な理由がないにもかかわらずこの特約の条

項に故意に違反しその違反により暴力団を利する行為をしたと認められる

とき。 

 

（解除に伴う措置） 

10  前項の規定による解除に伴い、受注者に損害が生じたとしても、受注者

は発注者に対してその損害を請求することはできない。 

 (2) 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

(3) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした

と認められるとき。 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を

供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若

しくは関与していると認められるとき。 

 (5) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有し

ていると認められるとき。 

 (6) 下請契約等を締結するに当たり、その相手方が(1)から(5)までのいずれ

かに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められると

き。 

 (7) 受注者が、(1)から(5)までのいずれかに該当する者を下請契約等の相

手方としていた場合（(6)に該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対

して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

 (8) 下請契約等の受注者が下請契約等を再発注して(1)から(5)までのいず

れかに該当する者を相手方としていた場合に、受注者がその事実を知りな

がら発注者への報告を正当な理由なく怠ったとき、受注者が下請契約等

の受注者とこの特約に準じた条項を含んだ下請契約等を締結していなか

ったときその他受注者が正当な理由がないにもかかわらずこの特約の条

項に故意に違反しその違反により暴力団を利する行為をしたと認められる

とき。 

 

 （解除に伴う措置） 

10 前項の規定による解除に伴い、受注者に損害が生じたとしても、受注者は

発注者に対してその損害を請求することはできない。 
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11  第９項の規定によりこの契約が解除された場合においては、建設工事請

負契約書第 50 条の規定を適用し、同条第３項及び第８項中「第 47 条の規

定」とあるのは、「暴力団等排除に関する特約第９項の規定」とする。 

 

（違約金の徴収） 

12  第９項において準用する建設工事請負契約書第 47 条第２項の規定によ

る違約金の徴収については、建設工事請負契約書第52条の規定を適用す

る。 

 

（誓約書の提出等） 

13  受注者は、この契約の契約金額が200万円を超える場合には、発注者に

対し、この契約の締結前に、次の事項に関しての誓約書を提出するものと

する。 

(1) 受注者が暴力団等でないこと。 

(2) 下請契約等を締結するに当たり、暴力団等を下請契約等の受注者としな

いこと。 

(3) 受注者は、この特約の条項に違反したときには、第９項に基づく契約の

解除、前項に基づく違約金の請求その他の発注者が行う一切の措置につ

いて異議を述べないこと。 

14  受注者は、下請契約等を締結する場合において、その契約金額（同一の

者と複数の下請契約等を締結する場合には、その合計金額）が 200 万円を

超えるときには、前項の規定に準じて当該下請契約等の受注者に誓約書を

提出させ、当該誓約書の写し（第３項の規定によりこの項に準じて下請契約

等に定めた規定により提出させた誓約書の写しを含む。）を発注者に提出し

なければならない。 

 

11 第９項の規定によりこの契約が解除された場合においては、建設工事請

負契約書第 50 条の規定を適用し、同条第３項及び第８項中「第 47 条」とあ

るのは、「暴力団等排除に関する特約第９項」とする。 

 

 （違約金の徴収） 

12 第９項において準用する建設工事請負契約書第47条の２第１項の規定に

よる違約金の徴収については、建設工事請負契約書第 52条の規定を適用

する。 

 

 （誓約書の提出等） 

13 受注者は、この契約の契約金額が 200 万円を超える場合には、発注者に

対し、この契約の締結前に、次の事項に関しての誓約書を提出するものと

する。 

 (1) 受注者が暴力団等でないこと。 

(2) 下請契約等を締結するに当たり、暴力団等を下請契約等の受注者としな

いこと。 

(3) 受注者は、この特約の条項に違反したときには、第９項に基づく契約の

解除、前項に基づく違約金の請求その他の発注者が行う一切の措置につ

いて異議を述べないこと。 

14 受注者は、下請契約等を締結する場合において、その契約金額（同一の

者と複数の下請契約等を締結する場合には、その合計金額）が 200 万円を

超えるときには、前項の規定に準じて当該下請契約等の受注者に誓約書を

提出させ、当該誓約書の写し（第３項の規定によりこの項に準じて下請契約

等に定めた規定により提出させた誓約書の写しを含む。）を発注者に提出し

なければならない。 
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（受注者からの協力要請） 

15  受注者は、この特約の条項に定める事項を履行するに当たって、必要が

ある場合には、発注者及び県警本部長に協力を求めることができる。 

 

 （受注者からの協力要請） 

15 受注者は、この特約の条項に定める事項を履行するに当たって、必要が

ある場合には、発注者及び警察本部長に協力を求めることができる。 

 

適正な労働条件の確保に関する特記事項 

 

 （基本的事項） 

第１ 受注者は、別表に掲げる労働関係法令（以下「労働関係法令」とい

う。）を遵守することにより、次の各号のいずれかに該当する労働者（以

下「特定労働者」という。）に対する最低賃金法（昭和 34 年法律第 137

号）第３条に規定する最低賃金額（同法第７条の規定の適用を受ける労

働者については、当該最低賃金額から同条の規定により減額した額。

以下「最低賃金額」という。）以上の賃金の支払その他の特定労働者の

適正な労働条件を確保しなければならない。 

 (1) 受注者に雇用され、この契約に基づく業務に関わっている労働基準

法（昭和 22 年法律第 49号）第９条に規定する労働者（当該業務に直接

従事しない者や家事使用人を除く。) 

 (2) 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に

関する法律（昭和 60 年法律第 88 号。以下「労働者派遣法」という。）の

規定により、受注者のためにこの契約に基づく業務に関わっている労働

者（以下「派遣労働者」という。当該業務に直接従事しない者を除く。) 

２ 受注者は、当該者を発注者とする下請契約を締結する場合において

は、この特記事項の第１から第５までの規定に準じた規定を当該下請契

約に定めなければならない。 

 

 （受注関係者に対する措置） 
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第２ 受注者がこの契約に基づく業務の一部を第三者に行わせようとする

場合の当該受託者及び当該契約に基づく業務に派遣労働者を関わら

せようとする場合の当該派遣契約の相手方（以下「受注関係者」とい

う。）は、労働関係法令を遵守することを誓約した者でなければならな

い。 

２ 受注者は、前項の場合において、その契約金額（同一の者と複数の契

約を締結した場合には、その合計金額。）が200万円を超えるときは、当

該受注関係者から労働関係法令を遵守する旨等を記載した誓約書を徴

取し、その写し（第１の第２項の規定により、この項に準じて下請契約等

に定めた規定により提出させた誓約書の写しを含む。）を発注者に提出

しなければならない。 

３ 受注者は、受注関係者又は下請その他いかなる名義によるかを問わ

ず県以外の者から、この契約に係る業務の一部について請け負った者

（以下「下請関係者」という。）が労働関係法令を遵守していないと認め

るときは、当該受注関係者に対し、指導その他の特定労働者(下請関係

者に雇用され、この契約に基づく業務に関わっている労働者を含む。以

下同じ。)の適正な労働条件を確保するために必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

４ 受注者は、受注関係者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該

受注関係者と締結している契約を解除しなければならない。 

 (1) 受注者に対し、第４の第４項、第５の第３項若しくは第４項の規定によ

る報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 

 (2) 特定労働者に対する賃金の支払について、最低賃金法第４条第１項

の規定に違反したとして、検察官に送致されたとき。 

 

 （特定労働者からの申出があった場合の措置） 
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第３ 発注者は、特定労働者から、受注者又は下請関係者が特定労働者

に対して最低賃金額以上の賃金を支払っていない旨の申出があった場

合においては、当該申出の内容を労働基準監督署に通報するものとす

る。 

２ 発注者は、前項の場合においては、必要に応じ、受注者に対し、労働

基準監督署への通報に必要な情報について報告を求めることができ

る。 

３ 受注者は、前項の報告を求められたときは、速やかに発注者に報告し

なければならない。 

４ 受注者は その雇用する特定労働者が第１項に規定する申出をしたこ

とを理由として、当該特定労働者に対し、解雇その他の不利益な取扱い

をしてはならない。 

５ 受注者は、第１項に規定する特定労働者が下請関係者に雇用されて

いる場合において、第２項の報告を求められたときは、受注関係者に対

して確認を行い、当該確認の結果を発注者に報告しなければならない。 

６ 受注者は、下請関係者に雇用されている特定労働者が第１項に規定

する申出をしたことを理由として、当該下請関係者が当該特定労働者に

対し、解雇その他の不利益な取扱いをしないよう、受注関係者に求めな

ければならない。 

７ 発注者は、必要に応じ、労働基準監督署に対し、第３項、第５項、第４

の第２項、第４項及び第５の各項の規定による発注者に対する報告によ

り得た情報を提供することができる。 

 

 （労働基準監督署から意見を受けた場合の措置） 

第４ 発注者は、労働基準監督署から受注者に雇用されている特定労働

者の賃金が最低賃金額に達しない旨の意見を受けたときは、受注者に
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対し、当該特定労働者に最低賃金額以上の賃金の支払を行うことを求

めるものとする。 

２ 受注者は、前項の規定により賃金の支払を行うよう求められたときは、

発注者が定める期日までに当該支払の状況を発注者に報告しなければ

ならない。 

３ 発注者は、労働基準監督署から下請関係者に雇用されている特定労

働者の賃金が最低賃金額に達しない旨の意見を受けたときは、受注者

に対し、当該特定労働者に最低賃金額以上の賃金の支払を行う旨の指

導を受注関係者に行うことを求めるものとする。 

４ 受注者は、前項の規定により指導を行うよう求められたときは、同項の

受注関係者に対して同項の賃金の支払の状況の報告を求めるととも

に、発注者が定める期日までに当該報告の内容を発注者に報告しなけ

ればならない。 

 

 （労働基準監督署から行政指導があった場合の措置） 

第５ 受注者は、労働基準監督署長又は労働基準監督官から特定労働者

に対する賃金の支払における最低賃金法の違反について行政指導を

受けた場合においては、速やかに当該行政指導を受けたこと及びその

対応方針を発注者に報告しなければならない。 

２ 受注者は、前項の場合において、同項の違反を是正するための措置

（以下「是正措置」という。）を行い、その旨を労働基準監督署長又は労

働基準監督官に報告したときは、速やかに是正措置の内容を発注者に

報告しなければならない。 

３ 受注者は、下請関係者が第１項の行政指導を受けた場合においては、

受注関係者に対して速やかに当該行政指導を受けたこと及びその対応

方針について報告を求めるとともに、当該報告の内容を発注者に報告し
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なければならない。 

４ 受注者は、前項の場合において、同項の下請関係者が是正措置を行

い、その旨を労働基準監督署長又は労働基準監督官に報告したとき

は、受注関係者に対して速やかに当該是正措置の報告を求めるととも

に、当該報告の内容を発注者に報告しなければならない。 

 

 （契約の解除） 

第６ 発注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除する

ことができる。この場合においては、建設工事請負契約書第47条の２第

１項及び第３項の規定を準用する。 

 (1) 受注者が、発注者に対し、第４の第２項、第５の第１項若しくは第２項

の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 

 (2) 受注者が、発注者に対し、第４の第４項、第５の第３項若しくは第４項

の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。（受注者が、第２

の第１項の誓約をした受注関係者に対して、第４の第３項に規定する指

導及び第４の第４項、第５の第３項又は第４項の規定による報告の求め

を行ったにもかかわらず、当該受注関係者が受注者に対して当該報告

をせず、又は虚偽の報告をしたときを除く。） 

 (3) 特定労働者に対する賃金の支払について、受注者又は受注関係者

が最低賃金法第４条第１項の規定に違反したとして、検察官に送致され

たとき。（受注者が第２の第４項の規定により、当該受注関係者と締結し

ている契約を解除したときを除く。) 

２ この項の規定によりこの契約が解除された場合においては、建設工事

請負契約書第 50条の規定を適用し、同条第３項及び第８項中「第 47

条」とあるのは、この特記事項のこの項とする。 

３ この項において準用する建設工事請負契約書第 47 条の２第１項の規
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定による違約金の徴収については、建設工事請負契約書第 52 条の規

定を適用する。 

 

 （損害賠償） 

第７ 受注者は、第６の規定による契約の解除に伴い、損害が生じたとし

ても、発注者に対してその損害の賠償を請求することはできない。 

 

 （違約金） 

第８ 受注者は、第６の規定により契約が解除された場合は、違約金を発

注者の指定する期限までに発注者に支払わなければならない。 

 

別表（第１関係） 

 労働関係法令 

 (1) 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号） 

 (2) 労働組合法（昭和 24 年法律第 174 号） 

 (3) 最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号） 

 (4) 労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号） 

 (5) 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する

法律（昭和 47 年法律第 113 号） 

 (6) 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に

関する法律（昭和 60 年法律第 88 号） 

 (7) 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成 5年法律第

76 号） 

 (8) 労働契約法（平成 19 年法律第 128 号） 

 (9) 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号） 

 (10) 厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号） 
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 (11) 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号） 

 (12) 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和 44 年法律第 84

号） 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H25) 県 新請負必携（H29） 

（趣 旨） 

第１ このしおりは、次の各号に掲げる兵庫県（以下「県」という。）の

一般競争入札、公募型一般競争入札、制限付き一般競争入札及び指名

競争入札（以下「入札」という。）に参加する者（以下「入札参加者」

という。）が守らなければならない事項を、地方自治法（昭和22年法律

第67号）、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）、財務規則（昭和

39年規則第31号）その他の法令、規則などに基づきその要旨を記載し

たもので、入札参加者は、このしおりの内容を十分承知して入札に参

加してください。 

  ① 工事の請負 

  ② 製造の請負 

  ③ 測量、調査、設計等の業務委託 

  ④ 物品の買入れ、借入れ又は売払い 

（一般競争入札等） 

第２ 県では、「政府調達に関する協定」の発効（平成８年１月１日）に

伴い、次の総務大臣が告示する各額以上の次に掲げる各調達について、

一般競争入札を実施しています。一般競争入札の内容については、発

注する際に県公報、県庁第１号館（物品等、その他のサービスの調達

においては、各総合庁舎においても公告します。）、発注機関（各事務

所等）及び県ホームページにおいて公告します。 

   ① 建設工事の調達契約…２０億２千万円以上 

   ② 技術的サービスの調達契約（建築のための設計・コンサルティ

ング委託契約等）…２億円以上 

   ③ 物品等の調達契約…２千７百万円以上 

   ④ その他のサービスの調達契約（清掃委託、機器リース契約等）

…２千７百万円以上 

（趣 旨） 

第１ このしおりは、次の各号に掲げる兵庫県（以下「県」という。）の

一般競争入札、公募型一般競争入札、制限付き一般競争入札及び指名

競争入札（以下「入札」という。）に参加する者（以下「入札参加者」

という。）が守らなければならない事項を、地方自治法（昭和22年法律

第67号）、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）、財務規則（昭和

39年規則第31号）その他の法令、規則などに基づきその要旨を記載し

たもので、入札参加者は、このしおりの内容を十分承知して入札に参

加してください。 

  ① 工事の請負 

  ② 製造の請負 

  ③ 測量、調査、設計等の業務委託 

  ④ 物品の買入れ、借入れ又は売払い 

（一般競争入札等） 

第２ 県では、「政府調達に関する協定」の発効（平成８年１月１日）に

伴い、次の総務大臣が告示する各額以上の次に掲げる各調達について、

一般競争入札を実施しています。一般競争入札の内容については、発

注する際に県公報、県庁第１号館（物品等、その他のサービスの調達

においては、各総合庁舎においても公告します。）、発注機関（各事務

所等）及び県ホームページにおいて公告します。 

   ① 建設工事の調達契約…２４億７千万円以上 

   ② 技術的サービスの調達契約（建築のための設計・コンサルティ

ング委託契約等）…２億４千万円以上 

   ③ 物品等の調達契約…３千３百万円以上 

   ④ その他のサービスの調達契約（清掃委託、機器リース契約等）

…３千３百万円以上 
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   これらの額は、平成２８年３月３１日までに締結する調達契約につ

いて適用されるもので、平成２８年４月１日以後に締結する調達契約

については、あらためて総務大臣が告示する額によります。 

   また、契約予定金額が２０億２千万円未満の工事で、一般土木工事、

アスファルト舗装工事、造園工事、電気工事及び管工事にあっては２

億５千万円以上、建築一式工事にあっては４億５千万円以上、橋梁（上

部）工事にあっては１千万円以上、これら以外の工事にあっては５億

円以上を対象として、公募型一般競争入札を実施しています。公募型

一般競争入札の内容については、発注する際に県庁第１号館及び発注

機関（各事務所 等）及び県ホームページで公告を行います。 

 

   さらに、契約予定金額が一般土木工事、アスファルト舗装工事、造

園工事、電気工事及び管工事にあっては１千万円以上２億５千万円未

満、建築一式工事にあっては５千万円以上４億５千万 円未満の工事

を対象として、制限付き一般競争入札を実施しています。制限付き一

般競争入札の内容については、発注する際に県ホームページで公告を

行います。 

   なお、工事の請負及び測量、調査、設計等の業務委託に係る発注見

通しは、発注機関（各事務所等）及び県ホームページにおいて公表し

ます。 

 

（関係法令の遵守） 

第３ 入札参加者は、次の各号に掲げる事項に特に注意するほか、関係

法令を遵守し信義誠実の原則を守り、県民の信頼を失うことのないよ

う努めなければなりません。 

  ① 刑法（明治40年法律第45号）、私的独占の禁止及び公正取引の確

   これらの額は、平成３０年３月３１日までに締結する調達契約につ

いて適用されるもので、平成３０年４月１日以後に締結する調達契約

については、あらためて総務大臣が告示する額によります。 

   また、契約予定金額が２４億７千万円未満の工事で、一般土木工事、

アスファルト舗装工事、造園工事、電気工事及び管工事にあっては２

億５千万円以上、建築一式工事にあっては４億５千万円以上、鋼橋梁

（上部）及びＰＣ橋梁（上部）工事にあっては１千万円以上、これら

以外の工事にあっては５億円以上を対象として、公募型一般競争入札

を実施しています。公募型一般競争入札の内容については、発注する

際に県庁第１号館及び発注機関（各事務所 等）及び県ホームページ

で公告を行います。 

   さらに、契約予定金額が一般土木工事、アスファルト舗装工事、造

園工事、電気工事及び管工事にあっては１千万円以上２億５千万円未

満、建築一式工事にあっては５千万円以上４億５千万円未満の工事を

対象として、制限付き一般競争入札を実施しています。制限付き一般

競争入札の内容については、発注する際に県ホームページで公告を行

います。 

   なお、工事の請負及び測量、調査、設計等の業務委託に係る発注見

通しは、発注機関（各事務所等）及び県ホームページにおいて公表し

ます。 

 

（関係法令の遵守） 

第３ 入札参加者は、次の各号に掲げる事項に特に注意するほか、関係

法令を遵守し信義誠実の原則を守り、県民の信頼を失うことのないよ

う努めなければなりません。 

  ① 刑法（明治40年法律第45号）、私的独占の禁止及び公正取引の確
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保に関する法律（昭和22年法律第54号）を遵守し、入札の公正、

公平を害する行為を行わないでください。 

  ② 建設業法（昭和24年法律第 100号）に違反する一括下請契約、

その他不適切な形態による下請契約により工事を実施するなど、

契約当事者相互間の信頼関係を損なうような行為を行わないでく

ださい。 

    ③  公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律(平成12年

法律第127号）に基づき発注者が実施する工事現場の施工体制の点

検に協力する等、受注者に課せられた義務を遵守し、公共工事の

適正な施工を害する行為を行わないでください。 

（入札参加資格の制限） 

第４ 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者

は、入札に参加することができません。 

２ 入札に参加する資格を有する者（以下「入札参加資格者」という。）

が別添「入札参加資格制限基準」の１の(２)の各号のいずれかに該当す

ると認められるときは、入札参加の資格制限を行います。入札参加の

資格制限を受けたときは、その日から一定期間（６箇月から３年まで）

は入札に参加することができません。 

  また、これに該当する者を代理人、支配人その他の使用人又は入札

代理人として使用する者についても同様とします。 

３ 入札通知を受けた者が開札時までに第１項の入札参加資格の制限事

由に該当したとき及び前項の入札参加資格の制限を受けたときは、入

札に参加することはできません。 

４ 一般競争入札においては、入札参加資格があると確認された者であ

っても、開札時までに第１項の入札参加資格の制限事由に該当したと

き及び第２項の入札参加の資格制限を受けたときは、入札に参加する

保に関する法律（昭和22年法律第54号）を遵守し、入札の公正、

公平を害する行為を行わないでください。 

  ② 建設業法（昭和24年法律第 100号）に違反する一括下請契約、

その他不適切な形態による下請契約により工事を実施するなど、

契約当事者相互間の信頼関係を損なうような行為を行わないでく

ださい。 

    ③  公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律(平成12年

法律第127号）に基づき発注者が実施する工事現場の施工体制の点

検に協力する等、請負者に課せられた義務を遵守し、公共工事の

適正な施工を害する行為を行わないでください。 

（入札参加資格の制限） 

第４ 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者

は、入札に参加することができません。 

２ 入札に参加する資格を有する者（以下「入札参加資格者」という。）

が別添「入札参加資格制限基準」の(２)の各号のいずれかに該当すると

認められるときは、入札参加の資格制限を行います。入札参加の資格

制限を受けたときは、その日から一定期間（６箇月から３年まで）は

入札に参加することができません。 

  また、これに該当する者を代理人、支配人その他の使用人又は入札

代理人として使用する者についても同様とします。 

３ 入札通知を受けた者が開札時までに第１項の入札参加資格の制限事

由に該当したとき及び前項の入札参加資格の制限を受けたときは、入

札に参加することはできません。 

４ 一般競争入札においては、入札参加資格があると確認された者であ

っても、開札時までに第１項の入札参加資格の制限事由に該当したと

き及び第２項の入札参加の資格制限を受けたときは、入札に参加する
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ことはできません。 

５ 入札参加資格の制限事由の終了後又は制限期間の満了後に、県が実

施する入札に参加するには、新たに入札参加資格審査を受けて、県の

入札参加資格を再度取得する必要があります。 

（指名停止） 

第５ 入札参加資格者が別添「指名停止基準」の別表各号のいずれかに

該当すると認められるときは、指名停止を行います。 

２ 入札通知を受けた者が開札時までに前項の指名停止を受けたとき

は、入札に参加することはできません。 

３ 一般競争入札においては、入札参加資格があると確認された者であ

っても、開札時までに指名停止を受けた者は、入札に参加することは

できません。 

（指名停止等を受けた入札参加資格者名等の公表） 

第６ 入札参加資格者が第４の第２項による入札参加資格の制限又は第

５による指名停止（金融機関からの取引停止によるものを除く。）（以

下「指名停止等」という。）を受けた入札参加資格者については、当該

入札参加資格者の商号（屋号）、住所（市町村まで）、指名停止等の期

間及びその理由について、指名停止等の措置を受けた日からその日の

属する年度の翌年度末まで（翌年度末において指名停止等の措置期間

中の者については、指名停止等の期間満了の日まで）の間、県ホーム

ページ及び県土整備部県土企画局契約管理課窓口において公表しま

す。 

（経営事項審査） 

第７ 県から建設工事を直接請け負おうとする建設業者は、当該建設工

事について県と請負契約を締結する日の１年７月前の日の直後の営業

終了の日以降に建設業法に基づく経営事項審査（経営状況分析及び経

ことはできません。 

５ 入札参加資格の制限事由の終了後又は制限期間の満了後に、県が実

施する入札に参加するには、新たに入札参加資格審査を受けて、県の

入札参加資格を再度取得する必要があります。 

（指名停止） 

第５ 入札参加資格者が別添「指名停止基準」の別表各号のいずれかに

該当すると認められるときは、指名停止を行います。 

２ 入札通知を受けた者が開札時までに前項の指名停止を受けたとき

は、入札に参加することはできません。 

３ 一般競争入札においては、入札参加資格があると確認された者であ

っても、開札時までに指名停止を受けた者は、入札に参加することは

できません。 

（指名停止等を受けた入札参加資格者名等の公表） 

第６ 入札参加資格者が第４の第２項による入札参加資格の制限又は第

５による指名停止（金融機関からの取引停止によるものを除く。）（以

下「指名停止等」という。）を受けた入札参加資格者については、当該

入札参加資格者の商号（屋号）、住所（市町村まで）、指名停止等の期

間及びその理由について、指名停止等の措置を受けた日からその日の

属する年度の翌年度末まで（翌年度末において指名停止等の措置期間

中の者については、指名停止等の期間満了の日まで）の間、県ホーム

ページ及び県土整備部県土企画局契約管理課窓口において公表しま

す。 

（経営事項審査） 

第７ 県から建設工事を直接請け負おうとする建設業者は、当該建設工

事について県と請負契約を締結する日の１年７月前の日の直後の営業

終了の日以降に建設業法に基づく経営事項審査（経営状況分析及び経



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H25) 県 新請負必携（H29） 

営規模等評価。以下同じ。）を受けていなければなりません。 

２ 県では、建設工事の発注に当たって、経営事項審査の有効期間、経

営事項審査を受けた建設工事の種類その他の必要な事項を確認するた

めに、契約締結予定日（議会の議決に付すべき場合にあっては、契約

締結予定日。以下同じ。）の１年７月前の直後の営業年度終了の日以降

に受けた経営事項審査に係る総合評定値通知書の写しを提出していた

だくこととしております。この総合評定値通知書は、建設業の許可を

受けた行政庁(国土交通大臣又は都道府県知事）に経営規模等評価の申

請と併せて総合評定値の通知について請求して取得しておかなければ

なりません。入札参加者は、発注者から経営事項審査に係る総合評定

値通知書の写しの提出を求められたときには、直ちに提出してくださ

い。 

（技術者の適正配置等） 

第８ 建設業法では、建設工事の適正な施工の確保を図るために、工事

現場における建設工事の施工の技術上の管理を行う者として、「主任技

術者」を置かなければなりませんが、発注者から直接請け負った建設

工事を施工するために締結した下請契約の請負代金の額の合計が、３

千万円（建築一式工事の場合は４千５百万円）以上となる場合には、

特定建設業の許可が必要になるとともに、主任技術者に代えて「監理

技術者」を置かなければなりません。 

２ 主任技術者又は監理技術者は、公共性のある工作物に関する重要な

工事については、工事現場ごとに専任でなければなりません。「専任」

とは、「他の工事現場の主任技術者又は監理技術者との兼任を認めない

こと。」を意味し、常時継続的に当該建設工事現場に置かなければなら

ないとされております。また、専任の者でなければならない監理技術

者は、「監理技術者資格者証」の交付を受けている者であって、監理技

営規模等評価。以下同じ。）を受けていなければなりません。 

２ 県では、建設工事の発注に当たって、経営事項審査の有効期間、経

営事項審査を受けた建設工事の種類その他の必要な事項を確認するた

めに、契約締結予定日（議会の議決に付すべき場合にあっては、本契

約締結予定日。以下同じ。）の１年７月前の直後の営業年度終了の日以

降に受けた経営事項審査に係る総合評定値通知書の写しを提出してい

ただくこととしております。この総合評定値通知書は、建設業の許可

を受けた行政庁(国土交通大臣又は都道府県知事）に経営規模等評価の

申請と併せて総合評定値の通知について請求して取得しておかなけれ

ばなりません。入札参加者は、発注者から総合評定値通知書の写しの

提出を求められたときには、直ちに提出してください。 

 

（技術者の適正配置等） 

第８ 建設業法では、建設工事の適正な施工の確保を図るために、工事

現場における建設工事の施工の技術上の管理を行う者として、「主任技

術者」を置かなければなりませんが、発注者から直接請け負った建設

工事を施工するために締結した下請契約の請負代金の額の合計が、４

千万円（建築一式工事の場合は６千万円）以上となる場合には、特定

建設業の許可が必要になるとともに、主任技術者に代えて「監理技術

者」を置かなければなりません。 

２ 主任技術者又は監理技術者は、公共性のある工作物に関する重要な

工事については、工事現場ごとに専任でなければなりません。「専任」

とは、「他の工事現場の主任技術者又は監理技術者との兼任を認めない

こと。」を意味し、常時継続的に当該建設工事現場に置かなければなら

ないとされております。また、専任の者でなければならない監理技術

者は、「監理技術者資格者証」の交付を受けている者であって、監理技
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術者講習を受講したもののうちから選任しなければなりません。 

  なお、「重要な工事」とは、建設工事で工事１件の請負代金の額が２

千５百万円（建築一式工事の場合は５千万円）以上のものをいいます。 

３ 低入札価格調査基準価格（以下「調査基準価格」という。）を下回っ

た入札をした者が、建設工事請負契約の相手方となるときには、専任

で配置すべき主任技術者又は監理技術者とは別に、それと同等の要件

を満たす技術者を追加して専任で配置しなければなりません。 

    また、この場合において、必要な技術者を追加して専任で配置でき

ないときには、当該入札は無効とします。 

４ 営業所における専任技術者は、営業所に常勤して専らその職務に従

事することが求められていますので、特例として認められている場合

を除き、現場に配置する監理技術者又は主任技術者になることはでき

ません。 

 

 

（入札の辞退） 

第９ 入札通知を受けた者は、入札の執行が完了するまでは、いつでも

入札辞退届を提出して入札を辞退することができます。ただし、製造

の請負及び物品の買い入れ、借入れ又は売払いに関する入札参加者に

あっては、辞退する旨を通知すれば足り、辞退届を提出する必要はあ

りません。 

２ 入札を辞退した者は、辞退したことを理由として以後の指名等につ

いて不利益な取扱いを受けることはありません。 

（入札保証金） 

第10 一般競争入札の入札参加者は、入札前に契約希望金額（消費税及

び地方消費税の課税の対象となる場合にあっては、入札金額に消費税

術者講習を受講したもののうちから選任しなければなりません。 

  なお、「重要な工事」とは、建設工事で工事１件の請負代金の額が３

千５百万円（建築一式工事の場合は７千万円）以上のものをいいます。 

３ 低入札価格調査基準価格（以下「調査基準価格」という。）を下回っ

た入札をした者が、建設工事請負契約の相手方となるときには、専任

で配置すべき主任技術者又は監理技術者とは別に、それと同等の要件

を満たす技術者を追加して専任で配置しなければなりません。 

    また、この場合において、必要な技術者を追加して専任で配置でき

ないときには、当該入札は無効とします。 

４ 営業所における専任技術者は、営業所に常勤して専らその職務に従

事することが求められていますので、特例として認められている場合

を除き、現場に配置する監理技術者・主任技術者と兼務することはで

きません。 

また、経営業務の管理責任者と監理技術者・主任技術者との兼務に

ついても、上記の営業所の専任技術者と同様の取扱いとなります。 

（入札の辞退） 

第９ 入札通知を受けた者は、入札の執行が完了するまでは、いつでも

入札辞退届を提出して入札を辞退することができます。ただし、製造

の請負及び物品の買い入れ、借入れ又は売払いに関する入札参加者に

あっては、辞退する旨を通知すれば足り、辞退届を提出する必要はあ

りません。 

２ 入札を辞退した者は、辞退したことを理由として以後の指名等につ

いて不利益な取扱いを受けることはありません。 

（入札保証金） 

第10 一般競争入札の入札参加者は、入札前に契約希望金額（消費税及

び地方消費税の課税の対象となる場合にあっては、入札金額に消費税
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及び地方消費税額を加えた額）の１００分の５以上の入札保証金を納

めなければなりません。ただし、次のいずれかに該当する場合は、入

札保証金の全部又は一部を納めなくてもよいこととなります。 

  ① 一般競争入札に参加しようとする者が、保険会社との間に県を

被保険者とする入札保証保険契約を締結したとき。 

  ② 一般競争入札に参加しようとする者が、知事が確実と認める金

融機関又は公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法

律第184号）第２条第４項に規定する保証事業会社以下「保証事業

会社」という。）との間で工事の履行保証の予約を締結したとき。 

  ③ 一般競争入札に参加しようとする者が、入札保証金に代わる担

保を提供したとき。 

  なお、公募型一般競争入札、制限付き一般入札及び指名競争入札に

おいては、入札保証金を納めなくてもよいこととしていますが、契約

担当者において契約を締結しないおそれがあると認める場合には、入

札保証金を納めていただくこととなります。 

２ 入札保証金に代わる担保を提供する場合にあっては、担保の種類等

について事前に契約担当者に確認の上、手続をしてください。 

３ 入札保証金又は入札保証金に代わる担保は、落札者に対しては契約

保証金が全額納付されて契約を締結した後に、落札者以外の者に対し

ては落札決定後に返還します。ただし、落札者の入札保証金について

は、還付しないで契約保証金の一部に充当することがあります。 

  なお、納付した入札保証金には、利子を付しません。 

（入札の方法） 

第11 入札参加者は、入札公告（入札説明書）、入札通知書、設計図書（設

計書、図面、仕様書等をいう。以下同じ。）及び工事現場（納入場所）

などについて疑義のあるときは、発注機関に説明を 求めることがで

及び地方消費税額を加えた額）の１００分の５以上の入札保証金を納

めなければなりません。ただし、次のいずれかに該当する場合は、入

札保証金の全部又は一部を納めなくてもよいこととなります。 

  ① 一般競争入札に参加しようとする者が、保険会社との間に県を

被保険者とする入札保証保険契約を締結したとき。 

  ② 一般競争入札に参加しようとする者が、知事が確実と認める金

融機関又は公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法

律第184号）第２条第４項に規定する保証事業会社以下「保証事業

会社」という。）との間で工事の履行保証の予約を締結したとき。 

  ③ 一般競争入札に参加しようとする者が、入札保証金に代わる担

保を提供したとき。 

  なお、公募型一般競争入札、制限付き一般入札及び指名競争入札に

おいては、入札保証金を納めなくてもよいこととしていますが、契約

担当者において契約を締結しないおそれがあると認める場合には、入

札保証金を納めていただくこととなります。 

２ 入札保証金に代わる担保を提供する場合にあっては、担保の種類等

について事前に契約担当者に確認の上、手続をしてください。 

３ 入札保証金又は入札保証金に代わる担保は、落札者に対しては契約

保証金が全額納付されて契約を締結した後に、落札者以外の者に対し

ては落札決定後に返還します。ただし、落札者の入札保証金について

は、還付しないで契約保証金の一部に充当することがあります。 

  なお、納付した入札保証金には、利子を付しません。 

（入札の方法） 

第11 入札参加者は、入札公告（入札説明書）、入札通知書、設計図書（設

計書、図面、仕様書等をいう。以下同じ。）及び工事現場（納入場所）

などについて疑義のあるときは、発注機関に説明を 求めることがで
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きます。 

２ 入札参加者は、紙で入札する場合、工事請負入札書、業務委託入札

書又は物品入札書（以下「入札書」という。）に必要な事項を漏れなく

記入して入札に付する案件ごとに作成し、記名押印の上封入して、入

札公告（入札説明書）又は入札通知書に示した日時及び場所において、

入札執行職員の指示に従い入札箱に直接投入してください。 

３ 工事の請負及び測量、調査、設計等の業務委託に係る入札参加者は、

入札する前に積算内訳書を提出しなければなりません。 

４ 入札参加者は、入札を代理人に行わせることができますが、代理人

は、入札する前に契約担当あて委任状を提出しなければなりません。

この場合、入札書には、入札参加者の住所、氏名のほか、当該代理人

が記名押印しなければなりません。 

  なお、特別共同企業体による入札の場合には、紙入札する場合、電

子で入札する場合とも構成員からの委任状（復代理人を選任する場合

には、復代理人への委任も含む。）が必要です。 

５ 入札参加者又は入札参加者の代理人（以下「入札者」という。）は、

当該入札に関する他の入札参加者の代理をすることはできません。 

６ 入札書に記載する金額（消費税及び地方消費税の額を除く。）は、ア

ラビア数字を用い「￥」との間をあけない（記載例「￥1,500,000－」）

ように表示し、紙で入札する場合において、万一誤って記載したとき

には、入札金額を訂正しないで新しい入札書を使用してください。 

７ 入札金額は、契約対象となる１件ごとの総価格としますが、入札公

告（入札説明書）又は入札通知書で２件以上を合併して入札を指示し

たときは、その合計金額とし、また単価による入札を指示したときは、

その単価としてください。 

８ 入札箱に投入した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回すること

きます。 

２ 入札参加者は、紙で入札する場合、工事請負入札書、業務委託入札

書又は物品入札書（以下「入札書」という。）に必要な事項を漏れなく

記入して入札に付する案件ごとに作成し、記名押印の上封入して、入

札公告（入札説明書）又は入札通知書に示した日時及び場所において、

入札執行職員の指示に従い入札箱に直接投入してください。 

３ 工事の請負及び測量、調査、設計等の業務委託に係る入札参加者は、

入札する前に積算内訳書を提出しなければなりません。 

４ 入札参加者は、入札を代理人に行わせることができますが、代理人

は、入札する前に契約担当者あて委任状を提出しなければなりません。

この場合、入札書には、入札参加者の住所、氏名のほか、当該代理人

が記名押印しなければなりません。 

  なお、特別共同企業体による入札の場合には、紙入札する場合、電

子で入札する場合とも構成員からの委任状（復代理人を選任する場合

には、復代理人への委任も含む。）が必要です。 

５ 入札参加者又は入札参加者の代理人（以下「入札者」という。）は、

当該入札に関する他の入札参加者の代理をすることはできません。 

６ 入札書に記載する金額（消費税及び地方消費税の額を除く。）は、ア

ラビア数字を用い「￥」との間をあけない（記載例「￥1,500,000－」）

ように表示し、紙で入札する場合において、万一誤って記載したとき

には、入札金額を訂正しないで新しい入札書を使用してください。 

７ 入札金額は、契約対象となる１件ごとの総価格としますが、入札公

告（入札説明書）又は入札通知書で２件以上を合併して入札を指示し

たときは、その合計金額とし、また単価による入札を指示したときは、

その単価としてください。 

８ 入札箱に投入した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回すること
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はできません。 

９ 一般競争入札の場合には、郵送による入札も認められます。 

10  入札金額に消費税及び地方消費税を加えた額が２００万円を超える

場合において、落札者（事後審査型においては落札候補者）になったと

きには、自らが暴力団等でないこと等についての誓約書を提出しなけれ

ばなりません。 

（入札の執行の取消しなど） 

第12  契約担当者が不正その他の理由により競争の実益がないと認める

ときは、入札の執行を取り消すことがあります。 

２ 入札参加者が連合（談合）し、又は不正不穏な行動をしているなど、

契約担当者が入札を公正に執行することができないと認めるときは、

当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若し

くは中止することがあります。 

３ 天災地変等のやむを得ない事由が生じたときは、入札の執行を中止

することがあります。 

（無効とする入札） 

第13  次の各号のいずれかに該当する入札は、無効として扱います。 

  ① 入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札 

  ② 入札書が所定の日時までに到着しない入札 

  ③ 入札者が１人の場合においてその者がした入札（一般競争入札、

公募型一般競争入札及び制限付き一般競争入札を除く。） 

  ④ 入札者が同一事項について２通以上した入札 

  ⑤ 同一事項の入札において、入札者がさらに他の者を代理してし

た入札 

  ⑥ 連合（談合）その他の不正行為によってされたと認められる入

札 

はできません。 

９ 一般競争入札の場合には、郵送による入札も認められます。 

10  入札金額に消費税及び地方消費税を加えた額が２００万円を超える

場合において、落札（事後審査型においては落札候補者）になったとき

には、自らが暴力団等でないこと等についての誓約書を提出しなければ

なりません。 

（入札の執行の取消しなど） 

第12  契約担当者が不正その他の理由により競争の実益がないと認める

ときは、入札の執行を取り消すことがあります。 

２ 入札参加者が連合（談合）し、又は不正不穏な行動をしているなど、

契約担当者が入札を公正に執行することができないと認めるときは、

当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若し

くは中止することがあります。 

３ 天災地変等のやむを得ない事由が生じたときは、入札の執行を中止

することがあります。 

（無効とする入札） 

第13  次の各号のいずれかに該当する入札は、無効として扱います。 

  ① 入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札 

  ② 入札書が所定の日時までに到着しない入札 

  ③ 入札者が１人の場合においてその者がした入札（一般競争入札、

公募型一般競争入札及び制限付き一般競争入札を除く。） 

  ④ 入札者が同一事項について２通以上した入札 

  ⑤ 同一事項の入札において、入札者がさらに他の者を代理してし

た入札 

  ⑥ 連合（談合）その他の不正行為によってされたと認められる入

札 
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  ⑦ 入札保証金を納付すべき場合において、入札保証金が納付され

ていない入札又はその額が所定の額に達していない入札 

  ⑧ 入札書に入札金額が記載されていない入札、入札者の氏名及び

押印のない入札又はこれらが分明でない入札 

  ⑨ 入札金額が訂正された入札及び誤字、脱字などにより入札内容

が分明でない入札 

  ⑩ 電子で入札する場合において、ＩＣカードを不正に使用して行

った入札 

  ⑪ その他入札に関する条件に違反した入札 

（開 札） 

第14  開札は入札場所で、入札の終了後直ちに、入札者及び入札立会人

の立ち会いの上で行います。 

２ 開札の結果、落札者を決定したときは、その開札結果（総合評価落

札方式により落札者を決定した場合における技術評価点内訳書を含

む。以下同じ。）を、目途として当該決定日の翌日から各発注機関（各

事務所等）において閲覧に供します。 

なお、工事の請負及び測量、調査、設計等の業務委託で契約予定金

額が250万円を超える入札については、契約締結後に県のホームページ

で開札結果を公表します。 

（落札者の決定） 

第15  開札の結果により、次のとおり落札者を決定します。 

  ① 予定価格の制限の範囲内で最低の価格（売払いの場合は最高価

格）をもって入札をした者を落札者とします。ただし、その者に

より当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると

認められるとき、又はその者と契約をすることが公正な取引の秩

序を乱すおそれがあって著しく不適当であると認められるとき

  ⑦ 入札保証金を納付すべき場合において、入札保証金が納付され

ていない入札又はその額が所定の額に達していない入札 

  ⑧ 入札書に入札金額が記載されていない入札、入札者の氏名及び

押印のない入札又はこれらが分明でない入札 

  ⑨ 入札金額が訂正された入札及び誤字、脱字などにより入札内容

が分明でない入札 

  ⑩ 電子で入札する場合において、ＩＣカードを不正に使用して行

った入札 

  ⑪ その他入札に関する条件に違反した入札 

（開 札） 

第14  開札は入札場所で、入札の終了後直ちに、入札者及び入札立会人

の立ち会いの上で行います。 

２ 開札の結果、落札者を決定したときは、その開札結果（総合評価落

札方式により落札者を決定した場合における技術評価点内訳書を含

む。以下同じ。）を、目途として当該決定日の翌日から各発注機関（各

事務所等）において閲覧に供します。 

なお、工事の請負及び測量、調査、設計等の業務委託で契約予定金

額が250万円を超える入札については、契約締結後に県のホームページ

で開札結果を公表します。 

（落札者の決定） 

第15  開札の結果により、次のとおり落札者を決定します。 

  ① 予定価格の制限の範囲内で最低の価格（売払いの場合は最高価

格）をもって入札をした者を落札者とします。ただし、その者に

より当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると

認められるとき、又はその者と契約をすることが公正な取引の秩

序を乱すおそれがあって著しく不適当であると認められるとき
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は、その者を落札者としないことがあります。 

  ② 最低制限価格を設けたときは、予定価格の制限の範囲内の価格

で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち、最低の価

格をもって入札した者を落札者とします。 

  ③ 低入札価格調査基準価格（以下「調査基準価格」という。）及び

調査最低制限価格を設けた場合（入札説明書又は入札通知書に明

記）は、予定価格の制限の範囲内の価格で調査最低制限価格以上

の価格をもって入札した者のうちから落札者を決定します。この

場合において、調査最低制限価格以上の調査基準価格を下回った

入札が行われたときには、落札決定を保留して個別の入札価格を

調査し、当該価格により落札決定した場合に当該契約の内容に適

合した履行がなされるか否かを審査の上、落札者を決定します。 

    なお、調査の対象となった者は、この調査に協力していただく

ことになります。 

    また、調査結果については、その概要を契約締結後に公表いた

しますので、ご承知願います。 

  ④  総合評価方式により落札者を決定する場合には、予定価格の制

限の範囲内の価格をもって申込みをした者のうち、価格その他の

条件が県にとって最も有利なものをもって申込みをした者を落札

者とします。 

２ 落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに、

当該入札者（郵送による入札の場合は入札立会人）によるくじ引きで

落札者を決定します。この場合において、くじ引きを辞退することは

できません。 

    なお、落札となるべき同価の入札をした者のうちくじを引かない者

があるときは、当該入札事務に関係のない職員が代わってくじを引く

は、その者を落札者としないことがあります。 

  ② 最低制限価格を設けたときは、予定価格の制限の範囲内の価格

で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち、最低の価

格をもって入札した者を落札者とします。 

  ③ 低入札価格調査基準価格（以下「調査基準価格」という。）及び

調査最低制限価格を設けた場合（入札説明書又は入札通知書に明

記）は、予定価格の制限の範囲内の価格で調査最低制限価格以上

の価格をもって入札した者のうちから落札者を決定します。この

場合において、調査最低制限価格以上の調査基準価格を下回った

入札が行われたときには、落札決定を保留して個別の入札価格を

調査し、当該価格により落札決定した場合に当該契約の内容に適

合した履行がなされるか否かを審査の上、落札者を決定します。 

    なお、調査の対象となった者は、この調査に協力していただく

ことになります。 

    また、調査結果については、その概要を契約締結後に公表いた

しますので、ご承知願います。 

  ④  総合評価落札方式により落札者を決定する場合には、予定価格

の制限の範囲内の価格をもって申込みをした者のうち、価格その

他の条件が県にとって最も有利なものをもって申込みをした者を

落札者とします。 

２ 落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに、

当該入札者（郵送による入札の場合は入札立会人）によるくじ引きで

落札者を決定します。この場合において、くじ引きを辞退することは

できません。 

    なお、落札となるべき同価の入札をした者のうちくじを引かない者

があるときは、当該入札事務に関係のない職員が代わってくじを引く
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ことにより落札者を決定します。 

（再度の入札） 

第16  開札の結果、予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないときは、

直ちに再度の入札を行います。ただし、郵送による入札を行った者が

ある場合等において、直ちに再度の入札を行うことができないときは、

契約担当者が指定する日時において再度の入札を行います。 

２ 入札の回数は、原則として２回までとし、再度の入札の結果落札者

がないときは、入札を打ち切ります。 

３ 再度の入札に参加できる者は、初度の入札において有効な入札をし

た者及び第13の④、⑦、⑧、⑨又⑪に該当し無効となった入札をした

者で入札執行者が認めた者とします。 

４ 最低制限価格又は調査最低制限価格を設けたときは、初度の入札に

おいて当該価格に達しない価格で入札した者の再度の入札への参加は

認められません。 

（入札関係資料の返還） 

第17  入札参加者で、貸与を受けた設計図書がある場合は、契約担当者

が、貸与時に指定する期限までに、契約担当者に返還してください。 

（契約保証金） 

第18  落札者は、契約締結の日までに、契約金額の１０分の１（工事又

は製造の請負の契約に係る契約予定金額１９億４千万円以上の案件の

場合及び工事の請負契約について調査基準価格を下回った価格をもっ

て契約を締結する場合にあっては、１０分の３）以上の契約保証金を

納付しなければなりません。ただし、次の①から⑥までのいずれかに

該当する場合は、契約保証金の全部又は一部を納めなくてもよいこと

となり、⑦に該当する場合は免除することがあります。 

  ① 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供があったと

ことにより落札者を決定します。 

（再度の入札） 

第16  開札の結果、予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないときは、

直ちに再度の入札を行います。ただし、郵送による入札を行った者が

ある場合等において、直ちに再度の入札を行うことができないときは、

契約担当者が指定する日時において再度の入札を行います。 

２ 入札の回数は、原則として２回までとし、再度の入札の結果落札者

がないときは、入札を打ち切ります。 

３ 再度の入札に参加できる者は、初度の入札において有効な入札をし

た者及び第13の④、⑦、⑧、⑨又⑪に該当し無効となった入札をした

者で入札執行者が認めた者とします。 

４ 最低制限価格又は調査最低制限価格を設けたときは、初度の入札に

おいて当該価格に達しない価格で入札した者の再度の入札への参加は

認められません。 

（入札関係資料の返還） 

第17  入札参加者で、貸与を受けた設計図書がある場合は、契約担当者

が、貸与時に指定する期限までに、契約担当者に返還してください。 

（契約保証金） 

第18  落札者は、契約締結の日までに、契約金額の１０分の１（工事又

は製造の請負の契約に係る契約予定金額２４億７千万円以上の案件の

場合及び工事の請負契約について調査基準価格を下回った価格をもっ

て契約を締結する場合にあっては、１０分の３）以上の契約保証金を

納付しなければなりません。ただし、次の①から⑥までのいずれかに

該当する場合は、契約保証金の全部又は一部を納めなくてもよいこと

となり、⑦に該当する場合は免除することがあります。 

  ① 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供があったと
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き。 

  ② 債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、県が

確実と認める金融機関又は保証事業会社の保証があったとき。 

  ③ 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証があっ

たとき。 

  ④ 債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約

の締結があったとき。 

  ⑤ 物件を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納

されるとき。 

  ⑥ 物件を買い入れる契約を締結する場合において、当該物件が即

納されるとき。 

  ⑦ 契約金額が２００万円以下であるとき。 

２ 契約保証金に代わる担保を提供する場合にあっては、担保の種類等

について事前に契約担当者に確認の上、手続をしてください。 

（契約の締結） 

第19  契約書の作成を要する場合においては、落札者は契約担当者から

交付された契約書に記名押印し、落札決定の日から７日以内に契約担

当者に提出しなければなりません。 

２ 契約書の作成を要しない場合においては、落札者は落札決定の日か

ら７日以内に請書その他これに準ずる書面を契約担当者に提出しなけ

ればなりません。ただし、契約担当者がその必要がないと認めて指示

したときは、この限りではありません。 

３ 落札者が、落札決定後契約締結までの間に、入札参加資格の制限に

該当したとき又は指名停止受けたときには、契約を締結することはで

きません。この場合、県は損害賠償の責めを一切負いません。 

（議会の議決を必要とする契約の締結） 

き。 

  ② 債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、県が

確実と認める金融機関又は保証事業会社の保証があったとき。 

  ③ 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証があっ

たとき。 

  ④ 債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約

の締結があったとき。 

  ⑤ 物件を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納

されるとき。 

  ⑥ 物件を買い入れる契約を締結する場合において、当該物件が即

納されるとき。 

  ⑦ 契約金額が２００万円以下であるとき。 

２ 契約保証金に代わる担保を提供する場合にあっては、担保の種類等

について事前に契約担当者に確認の上、手続をしてください。 

（契約の締結） 

第19  契約書の作成を要する場合においては、落札者は契約担当者から

交付された契約書に記名押印し、落札決定の日から７日以内に契約担

当者に提出しなければなりません。 

２ 契約書の作成を要しない場合においては、落札者は落札決定の日か

ら７日以内に請書その他これに準ずる書面を契約担当者に提出しなけ

ればなりません。ただし、契約担当者がその必要がないと認めて指示

したときは、この限りではありません。 

３ 落札者が、落札決定後契約締結までの間に、入札参加資格の制限に

該当したとき又は指名停止を受けたときには、契約を締結することは

できません。この場合、県は損害賠償の責めを一切負いません。 

（議会の議決を必要とする契約の締結） 
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第20  議会の議決を経なければ締結できない契約（予定価格が５億円以

上の工事又は製造の請負及び１億円以上の物品の買入れ又は売払い）

に係る落札者は、契約担当者から交付された仮契約書に記名押印し、

落札決定の日から７日以内に契約担当者に提出しなければなりませ

ん。 

２ 当該契約に関しての議会の議決があった後、前項の仮契約書の末尾

に当該契約の受注者が「議会の議決のあったことを了知し、本契約の

締結を確認した。」と文言を記載して記名押印したものを契約担当者に

提出した時をもって本契約を締結したものとします。 

３ 前項による本契約書は、議会の議決のあった日から７日以内に契約

担当者に提出しなければなりません。 

４ 仮契約締結後議会の議決までの間に、仮契約を締結した者が入札参

加資格の制限に該当したとき又は指名停止を受けたときには、仮契約

を解除することとなり、本契約を締結することはできません。この場

合、県は損害賠償の責めを一切負いません。 

（契約の確定） 

第21  契約書の作成を省略する場合及び第20の第２項による場合を除

き、契約は、契約の当事者である契約担当者と落札者とが契約書に記

名押印したときに確定します。 

（前金払） 

第22  契約金額が１件１００万円未満のもの（工事用の機械類の製造に

必要な経費については、原則として契約金額が３，０００万円未満の

もの又は納入期限が３箇月未満のもの)については、前金払を行いませ

ん。 

２  契約金額が１件１００万円以上の工事等で保証事業会社と前金払に

関し保証契約をした者に対しては、契約金額の１０分の４（設計、調

第20  議会の議決を経なければ締結できない契約（予定価格が５億円以

上の工事又は製造の請負及び１億円以上の物品の買入れ又は売払い）

に係る落札者は、契約担当者から交付された仮契約書に記名押印し、

落札決定の日から７日以内に契約担当者に提出しなければなりませ

ん。 

２ 当該契約に関しての議会の議決があった後、前項の仮契約書の末尾

に当該契約の請負者が「議会の議決のあったことを了知し、本契約の

締結を確認した。」と文言を記載して記名押印したものを契約担当者に

提出した時をもって本契約を締結したものとします。 

３ 前項による本契約書は、議会の議決のあった日から７日以内に契約

担当者に提出しなければなりません。 

４ 仮契約締結後議会の議決までの間に、仮契約を締結した者が入札参

加資格の制限に該当したとき又は指名停止を受けたときには、仮契約

を解除することとなり、本契約を締結することはできません。この場

合、県は損害賠償の責めを一切負いません。 

（契約の確定） 

第21  契約書の作成を省略する場合及び第20の第２項による場合を除

き、契約は、契約の当事者である契約担当者と落札者とが契約書に記

名押印したときに確定します。 

（前金払） 

第22  契約金額が１件１００万円未満のもの（工事用の機械類の製造に

必要な経費については、原則として契約金額が３，０００万円未満の

もの又は納入期限が３箇月未満のもの)については、前金払を行いませ

ん。 

２  契約金額が１件１００万円以上の工事等で保証事業会社と前金払に

関し保証契約をした者に対しては、契約金額の１０分の４（設計、調
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査、測量及び機械類の製造については、１０分の３）以内の前金払を

行います。ただし、工期が２箇年度以上にわたる建設工事請負契約に

ついては、各年度ごとに当該年度の出来高予定額又は支払限度額の１

０分の４以内の前金払を行います。 

３ 中間前金払と部分払の選択該当工事の落札者は、契約締結までに、

中間前金払を受けるか、部分払を受けるかを選択してください（契約

締結後、この選択を変更することは認めません。）。この場合において、

中間前金払を選択したときには部分払を受けることができず、部分払

を選択したときには中間前金払を受けることができません。   

４ 中間前金払と部分払の選択該当工事について中間前金払を選択した

者が、前金払を受けた後、契約担当者から以下の要件をすべて満たし

ていることについて認定を受け、保証事業会社と中間前払金に関し保

証契約をした場合には、請負金額１０分の２以内の前金払を行います。

ただし、工期が２箇年度以上にわたる建設工事請負契約については、

各年度ごとに当該年度の出来高予定額又は支払限度額の１０分の２以

内の前金払を行います。 

   ① 工期の２分の１を経過していること。 

  ② 工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきもの

とされている当該工事に係る作業が行われていること。 

  ③ 既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金の２

分の１以上の額に相当するものであること。 

（建設業退職金共済制度） 

第23  県が発注する工事には、特に指示する場合のほかは、すべて建設

業退職金共済制度（以下「建退共」という。）に基づく掛金相当額が諸

経費の中に積算されているので、入札に当たっては入札金額にこれを

含めて見積もってください。 

査、測量及び機械類の製造については、１０分の３）以内の前金払を

行います。ただし、工期が２箇年度以上にわたる建設工事請負契約に

ついては、各年度ごとに当該年度の出来高予定額又は支払限度額の１

０分の４以内の前金払を行います。 

３ 中間前金払と部分払の選択該当工事の落札者は、契約締結までに、

中間前金払を受けるか、部分払を受けるかを選択してください（契約

締結後、この選択を変更することは認めません。）。この場合において、

中間前金払を選択したときには部分払を受けることができず、部分払

を選択したときには中間前金払を受けることができません。   

４ 中間前金払と部分払の選択該当工事について中間前金払を選択した

者が、前金払を受けた後、契約担当者から以下の要件をすべて満たし

ていることについて認定を受け、保証事業会社と中間前払金に関し保

証契約をした場合には、請負金額１０分の２以内の前金払を行います。

ただし、工期が２箇年度以上にわたる建設工事請負契約については、

各年度ごとに当該年度の出来高予定額又は支払限度額の１０分の２以

内の前金払を行います。 

   ① 工期の２分の１を経過していること。 

  ② 工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきもの

とされている当該工事に係る作業が行われていること。 

  ③ 既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金の２

分の１以上の額に相当するものであること。 

（建設業退職金共済制度） 

第23  県が発注する工事には、特に指示する場合のほかは、すべて建設

業退職金共済制度（以下「建退共」という。）に基づく掛金相当額が諸

経費の中に積算されているので、入札に当たっては入札金額にこれを

含めて見積もってください。 
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２ 受注者は、契約金額が１００万円以上の建設工事を施工しようとす

るときは、建設現場ごとの建退共の対象労働者数及びその就労予定日

数を的確に把握し、必要な共済証紙を購入してください。 

また、請負者において的確な把握が困難である場合は、勤労者退職

金共済機構が作成した「共済証紙購入の考え方について」を参考にし

て購入してください。 

  なお、請負者は、証紙購入の際金融機関が発行する掛金収納書を、

契約締結後１箇月以内に契約担当者に提出しなければなりません。た

だし、特別の事情がある場合は、あらかじめ契約担当者に申し出てこ

の期間を延長することができます。 

３ 受注者が工事の一部を下請業者に施工させるときは、下請業者が雇

用する建退共対象労働者に係る共済証紙を併せて購入し、現物により

下請業者に交付してください。 

  下請業者が建退共に未加入のときは、元請業者から当該下請業者が

建退共に加入するよう指導してください。 

４ 契約金額が１００万円未満の工事については、掛金収納書の提出は

省略しますが、共済証紙は購入しなければなりません。 

５ 共済証紙は、当該契約に係る工事に従事する建退共の対象労働者に

賃金を支払ったときに（少くとも月１回）その労働者を雇用した日数

分を「建設業退職金共済手帳」に貼り消印をしてください。 

（工事着手） 

第24 契約を締結した者は、設計図書に定めのある場合の外、工期の始

期日又は設計図書において規定する始期  日から工事に着手しなけれ

ばなりません。 

（建設業法関連） 

第25 「建設産業における生産システム合理化指針」に沿って、合理的

２ 請負者は、契約金額が１００万円以上の建設工事を施工しようとす

るときは、建設現場ごとの建退共の対象労働者数及びその就労予定日

数を的確に把握し、必要な共済証紙を購入してください。 

また、請負者において的確な把握が困難である場合は、勤労者退職

金共済機構が作成した「共済証紙購入の考え方について」を参考にし

て購入してください。 

  なお、請負者は、証紙購入の際金融機関が発行する掛金収納書を、

契約締結後１箇月以内に契約担当者に提出しなければなりません。た

だし、特別の事情がある場合は、あらかじめ契約担当者に申し出てこ

の期間を延長することができます。 

３ 請負者が工事の一部を下請業者に施工させるときは、下請業者が雇

用する建退共対象労働者に係る共済証紙を併せて購入し、現物により

下請業者に交付してください。 

  下請業者が建退共に未加入のときは、元請業者から当該下請業者が

建退共に加入するよう指導してください。 

４ 契約金額が１００万円未満の工事については、掛金収納書の提出は

省略しますが、共済証紙は購入しなければなりません。 

５ 共済証紙は、当該契約に係る工事に従事する建退共の対象労働者に

賃金を支払ったときに（少くとも月１回）その労働者を雇用した日数

分を「建設業退職金共済手帳」に貼り消印をしてください。 

（工事着手） 

第24 契約を締結した者は、設計図書に定めのある場合の外、工期の始

期日又は設計図書において規定する始期  日から工事に着手しなけれ

ばなりません。 

（建設業法関連） 

第25 「建設産業における生産システム合理化指針」に沿って、合理的
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な元請・下請関係を確立するよう努めてください。 

２ 元請負人は、工事の出来形部分に対する支払又は工事完成後におけ

る支払を発注者から受けたときは、その工事の下請負人に対して、支

払を受けた日から１箇月以内で、かつ、できる限り短い期間内に下請

代金を支払わなければなりません。 

  また、元請負人は、前払金の支払を受けたときは下請負人に対して、

建設工事の着手に必要な費用を前払金として支払うよう適切な配慮を

しなければなりません。 

３ 元請負人が特定建設業の許可を受けている者（以下「特定建設業者」

という。）である場合は、下請負人が建設工事の目的物の引渡しを申し

出た日から５０日以内で、かつ、できる限り短い期間内に下請代金を

支払わなければなりません。 

４ 発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、下請負人が

建設工事の施工に関して関連法規に違反しないよう指導するととも

に、下請負人がこれらの規定に違反していると認められるときには、

その事実を指摘して、是正を求めるよう努めなければなりません。 

５ 特定建設業者が発注者から直接建設工事を請け負った場合におい

て、当該建設工事を施工するために締結した下請代金の額の合計が３

千万円（建築一式工事の場合は４千５百万円）以上となるときは、工

事現場ごとに施工体制台帳を作成して備え置き、発注者にその写しを

提出するとともに、施工体系図を作成し工事関係者が見やすい場所及

び公衆が見やすい場所に掲示してください。 

  また、特定建設業者は、施工に携わる下請負人の把握に努め、これ

らの下請負人がその請け負った工事を他の建設業を営む者に請け負わ

せたときは、再下請負通知を行うよう指導してください。 

（指導事項） 

な元請・下請関係を確立するよう努めてください。 

２ 元請負人は、工事の出来形部分に対する支払又は工事完成後におけ

る支払を発注者から受けたときは、その工事の下請負人に対して、支

払を受けた日から１箇月以内で、かつ、できる限り短い期間内に下請

代金を支払わなければなりません。 

  また、元請負人は、前払金の支払を受けたときは下請負人に対して、

建設工事の着手に必要な費用を前払金として支払うよう適切な配慮を

しなければなりません。 

３ 元請負人が特定建設業の許可を受けている者（以下「特定建設業者」

という。）である場合は、下請負人が建設工事の目的物の引渡しを申し

出た日から５０日以内で、かつ、できる限り短い期間内に下請代金を

支払わなければなりません。 

４ 発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、下請負人が

建設工事の施工に関して関連法規に違反しないよう指導するととも

に、下請負人がこれらの規定に違反していると認められるときには、

その事実を指摘して、是正を求めるよう努めなければなりません。 

５ 特定建設業者が発注者から直接建設工事を請け負った場合におい

て、当該建設工事を施工するために締結した下請代金の額の合計が４

千万円（建築一式工事の場合は６千万円）以上となるときは、工事現

場ごとに施工体制台帳を作成して備え置き、発注者にその写しを提出

するとともに、施工体系図を作成し工事関係者が見やすい場所及び公

衆が見やすい場所に掲示してください。 

  また、特定建設業者は、施工に携わる下請負人の把握に努め、これ

らの下請負人がその請け負った工事を他の建設業を営む者に請け負わ

せたときは、再下請負通知を行うよう指導してください。 

（指導事項） 
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 県と工事契約を締結しようとする者は、公共事業の重要性を考慮して、

次のことに留意してください。 

１ 下請契約の締結について 

 (1) 県との契約に係る業務を第三者に行わせる場合（資材、原材料の購

入契約その他契約の履行に伴い契約を締結する場合を含む。以下「下

請契約等」という。）には、原則として県内業者に発注してください。 

(2) 下請契約等に際しては、建設工事標準下請契約約款又はこれに準じ

た内容をもつ契約書による契約を締結してください。 

(3) 下請契約等の契約金額（同一の者と複数の下請契約等を締結する場

合には、その合計金額）が２００万円を超えるときには、当該下請契

約等の受注者に自らが暴力団等でないこと等についての誓約書を提出

させて、その誓約書の写し（工事請負契約の場合には、再発注したそ

れ以下のすべての下請契約等の受注者に下請契約等の特約の規定によ

り提出させた誓約書の写しを含む。）を県に提出してください。 

 

 

 

 

 

 

(4) 元請負人においては、適切な価格での下請契約の締結をするととも

に、下請負人に対し、技能労働者への適切な水準の賃金の支払いを要

請する等の特段の配慮を願います。 

(5) 元請負人においては、下請負人に対し、社会保険料（事業主負担分

及び労働者負担分）相当額を適切に含んだ額により下請契約を締結し

てください。 

 県と工事契約を締結しようとする者は、公共事業の重要性を考慮して、

次のことに留意してください。 

１ 下請契約の締結について 

 (1) 県との契約に係る業務を第三者に行わせる場合（資材、原材料の購

入契約その他契約の履行に伴い契約を締結する場合を含む。以下「下

請契約等」という。）には、原則として県内業者に発注してください。 

(2) 下請契約等に際しては、建設工事標準下請契約約款又はこれに準じ

た内容をもつ契約書による契約を締結してください。 

(3) 下請契約等の契約金額（同一の者と複数の下請契約等を締結する場

合には、その合計金額）が２００万円を超えるときには、当該下請契

約等の受注者に自らが暴力団等でないこと等についての誓約書を提出

させて、その誓約書の写し（工事請負契約の場合には、再発注したそ

れ以下の全ての下請契約等の受注者に下請契約等の特約の規定により

提出させた誓約書の写しを含む。）を県に提出してください。 

(4) 下請契約等の契約金額（同一の者と複数の下請契約等を締結する場

合には、その合計金額）が200万円を超えるときには、当該下請契約等

の受注者に労働関係法令を遵守する旨等を記載した誓約書を提出さ

せ、その誓約書の写し（工事請負契約の場合には、再発注したそれ以

下の全ての下請契約等の受注者に下請契約等の特約の規定により提出

させた誓約書の写しを含む。）を県に提出してください。 

(5) 元請負人においては、適切な価格での下請契約の締結をするととも

に、下請負人に対し、技能労働者への適切な水準の賃金の支払いを要

請する等の特段の配慮を願います。 

(6) 元請負人においては、下請負人に対し、社会保険料（事業主負担分

及び労働者負担分）相当額を適切に含んだ額により下請契約を締結し

てください。 
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(6) 元請負人においては、「社会保険の加入に関する下請指導ガイドラ

イン」に基づく取組をお願いします。 

２ 過積載による違法運行の防止について 

 (1) 積載重量制限を超えて工事用資機材及び土砂等を積み込まず、また

積み込ませないでください。 

 (2) さし枠装着車、土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止

等に関する特別措置法（昭和42年法律第131号）（以下「ダンプ規制

法」という。）の表示番号等の不表示車（以下「不表示車」という。）

等に土砂等を積み込まず、また積み込ませないでください。 

  (3) 過積載を行っている資材納入業者から、資材を購入しないでくださ

い。 

  (4) 建設発生土の処理及び骨材等資材の購入等に当たっては、下請事業

者及び骨材等納入業者の利益を不当に害することのないようにして

ください。 

 (5) 過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から土砂等の引渡しを受け

る等、過積載を助長することのないようにしてください。 

 (6) 取引関係にあるダンプカー事業者が過積載を行っている場合又は

さし枠装着車、不表示車等を土砂運搬に使用しようとしている場合

は、早急に不正状態を解消するよう適切な措置を講じてください。 

 (7) ダンプ規制法の主旨に沿って、同法第１２条に規定する団体等の加

入者の使用を促進してください。 

 (8) 下請契約の相手方又は資材納入業者を選定するに当たっては、交通

安全に関する配慮に欠ける者又は業務に関しダンプトラック等によ

って悪質かつ重大な事故を発生させた者を排除してください。 

  (9) 下請負人がある場合にあっては、前各号について十分指導してくだ

さい。 

(7) 元請負人においては、国土交通省が策定した「社会保険の加入に関

する下請指導ガイドライン」に基づく取組をお願いします。 

２ 過積載による違法運行の防止について 

 (1) 積載重量制限を超えて工事用資機材及び土砂等を積み込まず、また

積み込ませないでください。 

 (2) さし枠装着車、土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止

等に関する特別措置法（昭和42年法律第131号）（以下「ダンプ規制

法」という。）の表示番号等の不表示車（以下「不表示車」という。）

等に土砂等を積み込まず、また積み込ませないでください。 

  (3) 過積載を行っている資材納入業者から、資材を購入しないでくださ

い。 

  (4) 建設発生土の処理及び骨材等資材の購入等に当たっては、下請事業

者及び骨材等納入業者の利益を不当に害することのないようにして

ください。 

 (5) 過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から土砂等の引渡しを受け

る等、過積載を助長することのないようにしてください。 

 (6) 取引関係にあるダンプカー事業者が過積載を行っている場合又は

さし枠装着車、不表示車等を土砂運搬に使用しようとしている場合

は、早急に不正状態を解消するよう適切な措置を講じてください。 

 (7) ダンプ規制法の主旨に沿って、同法第１２条に規定する団体等の加

入者の使用を促進してください。 

 (8) 下請契約の相手方又は資材納入業者を選定するに当たっては、交通

安全に関する配慮に欠ける者又は業務に関しダンプトラック等によ

って悪質かつ重大な事故を発生させた者を排除してください。 

  (9) 下請負人がある場合にあっては、前各号について十分指導してくだ

さい。 
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３ 電波法の遵守について 

  不法・違法無線局を設置した工事関係車両を使用しないでください。 

  また、取引関係にある事業者が不法・違法無線局を設置した工事関

係車両を使用しようとしている場合は、早急に不正状態を解消するよ

う適切な措置を講じてください。 

なお、下請負人に対しても同様に指導してください。 

４ 建設工事における不当要求等を受けた場合の届出等について 

   受注した建設工事において、暴力団員等から不当な介入を受けた場

合は、警察へ届け出るか又は発注者に報告してください。 

  （上記について怠った場合は、指名停止を行いますので、ご留意くだ

さい。） 

５ 建設資材、物品等の購入について 

 (1) 県では、県内産業への経済波及効果を高めるため、工事に使用する

建設資材について県内で産出、生産、加工、製造された建設資材（以

下「県内産品」）の優先的な使用を推奨しています。 

 

契約金額が２５０万円以上の工事においては、汎用的に使用する

主要建設資材について原則県内産品を購入し、それ以外の建設資材

についても県内産品を優先して購入してください。 

また、県内産品の調達が困難な場合については、県内に本店や営

業所等を有する取扱業者からの購入に努めてください。 

 (2) 工事用に使用する建設資材、物品等については、県内業者から優先

して購入してください。 

６ 植栽工事に係る植樹保険の加入について 

 (1) 植栽工事（植栽工事に係る直接工事費が概ね５０万円未満のものは

除く。）を請け負った者は、樹木等の枯損が発生した場合に備えて、

３ 電波法の遵守について 

  不法・違法無線局を設置した工事関係車両を使用しないでください。 

  また、取引関係にある事業者が不法・違法無線局を設置した工事関

係車両を使用しようとしている場合は、早急に不正状態を解消するよ

う適切な措置を講じてください。 

なお、下請負人に対しても同様に指導してください。 

４ 建設工事における不当要求等を受けた場合の届出等について 

   受注した建設工事において、暴力団員等から不当な介入を受けた場

合は、警察へ届け出るか又は発注者に報告してください。 

  （上記について怠った場合は、指名停止を行いますので、ご留意くだ

さい。） 

５ 建設資材、物品等の購入について 

 (1) 県では、県内産業への経済波及効果を高めるため、工事に使用する

建設資材等について県内で産出、生産、加工または製造（県内工場）

された建設資材（以下「県内産品」）の優先的な使用を推奨していま

す。 

契約金額が２５０万円以上の工事においては、汎用的に使用する

主要建設資材について原則県内産品を購入し、それ以外の建設資材

についても県内産品を優先して購入してください。 

また、県内産品の調達が困難な場合については、県内に本店や営

業所等を有する取扱業者からの購入に努めてください。 

 (2) 工事用に使用する物品等については、県内業者から優先して購入し

てください。 

６ 植栽工事に係る植樹保険の加入について 

 (1) 植栽工事（植栽工事に係る直接工事費が概ね５０万円未満のものは

除く。）を請け負った者は、樹木等の枯損が発生した場合に備えて、
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公共植栽工事に係る樹木等の枯損等をてん補する保険（以下「植樹

保険」という。）に加入してください。 

 (2) 保険金額については、発注者の承諾を得てください。 

 (3) 工事完成引渡し時に植樹保険付保証明書を提出してください。 

７ 労働災害の防止等について 

 (1) 建設工事の施工に当たっては、危険を防止するための必要な措置を

講じるなど安全管理を適切に行い、労働災害の防止に努めてくださ

い。 

 (2) 建設技能労働者の円滑な確保を図り、適正な賃金等、雇用・労働条

件の改善に留意してください。 

８ 建設廃棄物の再資源化及び適正処理について 

  建設工事では、廃棄物の再資源化の推進及び廃棄物を処理する責任

は元請業者にあるので、処理業者等関係者との協力体制をつくり、工

事の一環として適正に処理してください。 

    なお、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法

律第104号）により、一定規模以上の建設工事については、分別解体等

が義務付けられています。 

 

 

公共植栽工事に係る樹木等の枯損等をてん補する保険（以下「植樹

保険」という。）に加入してください。 

 (2) 保険金額については、発注者の承諾を得てください。 

 (3) 工事完成引渡し時に植樹保険付保証明書を提出してください。 

７ 労働災害の防止等について 

 (1) 建設工事の施工に当たっては、危険を防止するための必要な措置を

講じるなど安全管理を適切に行い、労働災害の防止に努めてくださ

い。 

 (2) 建設技能労働者の円滑な確保を図り、適正な賃金等、雇用・労働条

件の改善に留意してください。 

８ 建設廃棄物の再資源化及び適正処理について 

  建設工事では、廃棄物の再資源化の推進及び廃棄物を処理する責任

は元請業者にあるので、処理業者等関係者との協力体制をつくり、工

事の一環として適正に処理してください。 

    なお、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法

律第104号）により、一定規模以上の建設工事については、分別解体等

が義務付けられています。 
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入 札 参 加 資 格 制 限 基 準 

  

県が発注する工事又は製造の請負及び物件の買入れなどについて、競争

入札を適正かつ円滑に行うため、地方自治法施行令第167条の４の規定に基

づき、入札参加資格制限の基準を次のとおり定める。 

 

(1) 入札に参加させることができない者（同条第１項該当） 

ア 契約を締結する能力を有しない者 

イ 破産者で復権を得ない者 

 

 

(2) 期間を定めて入札に参加させない者（同条第２項該当） 

入札に参加しようとする者が次のいずれかに該当すると認められるときは、

それぞれに定める期間その者を入札に参加させない。その者を代理人、支

配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同

様とする。 

ア 次のいずれかに該当したために、契約の履行に当たり、故意に工事若

しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行

為をしたと認められたとき … ３年 

(ｱ) 設計図書に基づかない悪質な材料を故意に使用したとき 

(ｲ) 工事現場に搬入した検査済材料を許可なく故意に変更し使用したと

き 

(ｳ) 工事用材料の調合を故意に粗悪にしたと認められるとき 

(ｴ) 発注したものの数量若しくは品質を不正に変更したとき 

(ｵ) 工事又は製造について著しく不正のあったとき 

(ｶ) その他これに類する行為をしたとき 

入 札 参 加 資 格 制 限 基 準 

  

県が発注する工事又は製造の請負及び物件の買入れなどについて、競争

入札を適正かつ円滑に行うため、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16

号。以下「令」という。）第 167 条の４の規定に基づき、入札参加資格制限の基

準を次のとおり定める。 

(1) 入札に参加させることができない者（令第 167 条の 4第１項該当） 

ア 契約を締結する能力を有しない者 

イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3年法律第 77

号)第 32 条第 1項各号に掲げる者 

(2) 期間を定めて入札に参加させない者（令第 167 条の 4第２項該当） 

入札に参加しようとする者が次のいずれかに該当すると認められるときは、

それぞれに定める期間その者を入札に参加させない。その者を代理人、支

配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同

様とする。 

ア 次のいずれかに該当したために、契約の履行に当たり、故意に工事、

製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは数量に関して

不正の行為をしたと認められたとき … ３年 

(ｱ) 設計図書に基づかない悪質な材料を故意に使用したとき 

(ｲ) 工事現場に搬入した検査済材料を許可なく故意に変更し使用したと

き 

(ｳ) 工事用材料の調合を故意に粗悪にしたと認められるとき 

(ｴ) 発注したものの数量若しくは品質を不正に変更したとき 

(ｵ) 工事又は製造について著しく不正のあったとき 

(ｶ) その他これに類する行為をしたとき 
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イ 次のいずれかに該当したために、競争入札又はせり売りにおいて、その

公正な執行を妨げたと認められたとき又は公正な価格の成立を害し、若

しくは不正の利益を得るために連合したと認められたとき … １年６箇月

以上３年以内 

(ｱ) 偽計若しくは威力をもって入札の公正な執行を妨げ、起訴されたとき 

(ｲ) 競争入札において、公正な価格の成立を害し、起訴されたとき 

(ｳ) 競争入札において、不正の利益を得る目的をもって連合し、起訴さ

れたとき 

(ｴ)  その他これらに類する行為をしたとき 

ウ 次のいずれかに該当したために、落札者が契約を締結すること又は契

約者が契約を履行することを妨げたと認められたとき … １年６箇月以

上３年以内 

(ｱ) 落札者が契約書を作成することを妨げたとき 

(ｲ) 落札者が契約保証金を納付することを妨げたとき 

(ｳ) 地域的な理由等で威力をもつて契約者の工事着手を妨げたとき 

(ｴ) 正当な理由なく、工事箇所への進入道路その他敷地の使用等につ

いて工事の執行を妨げたとき 

(ｵ) その他これらに類する行為をしたとき 

エ 次のいずれかに該当したために、契約の履行確保のための監督又は

検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたと認められたとき … １

年６箇月以上３年以内 

(ｱ) 監督員又は検査員に対し、脅迫を加え職務の執行を妨げたとき 

(ｲ)  監督員又は検査員に対し、暴力を加え職務の執行を妨げたとき 

(ｳ)  その他これらに類する行為をしたとき 

 

 

イ 次のいずれかに該当したために、競争入札又はせり売りにおいて、その

公正な執行を妨げたと認められたとき又は公正な価格の成立を害し、若

しくは不正の利益を得るために連合したと認められたとき … １年６箇月

以上３年以内 

(ｱ) 偽計若しくは威力をもって入札の公正な執行を妨げ、起訴されたとき 

(ｲ) 競争入札において、公正な価格の成立を害し、起訴されたとき 

(ｳ) 競争入札において、不正の利益を得る目的をもって連合し、起訴さ

れたとき 

(ｴ)  その他これらに類する行為をしたとき 

ウ 次のいずれかに該当したために、落札者が契約を締結すること又は契

約者が契約を履行することを妨げたと認められたとき … １年６箇月以

上３年以内 

(ｱ) 落札者が契約書を作成することを妨げたとき 

(ｲ) 落札者が契約保証金を納付することを妨げたとき 

(ｳ) 地域的な理由等で威力をもつて契約者の工事着手を妨げたとき 

(ｴ) 正当な理由なく、工事箇所への進入道路その他敷地の使用等につ

いて工事の執行を妨げたとき 

(ｵ) その他これらに類する行為をしたとき 

エ 次のいずれかに該当したために、契約の履行確保のための監督又は

検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたと認められたとき … １

年６箇月以上３年以内 

(ｱ) 監督員又は検査員に対し、脅迫を加え職務の執行を妨げたとき 

(ｲ)  監督員又は検査員に対し、暴力を加え職務の執行を妨げたとき 

(ｳ)  その他これらに類する行為をしたとき 

オ 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価

の請求を故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行ったとき…１年６箇月
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オ 次のいずれかに該当したために、正当な理由がなくて契約を履行しな

かったと認められたとき … ６箇月以上２年以内 

(ｱ) 正当な理由がなく、入札し落札決定したにもかかわらず契約締結を

拒んだとき 

(ｲ)  契約書の各相当規定に基づき、契約を解除されたとき 

カ 前アからオまでの規定により競争入札に参加できないこととされている

者を契約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他使用

人として使用したとき 

… 前アからオまでにおいて認定した期間の残期間 

 

附 則 

この基準は、平成６年６月１６日から適用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この基準は、平成２１年４月１日から適用する。 

２ 改正後の(2)の規定は、入札参加しようとする者が適用日以後の事実によ

りいずれかに該当すると認められるときについて適用し、適用日までの事実に

よりこの改正前の入札参加資格制限基準の(2)の規定のいずれかに該当する

と認められる者については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

以上３年以内 

カ 次のいずれかに該当したために、正当な理由がなくて契約を履行しなか

ったと認められたとき … ６箇月以上２年以内 

(ｱ) 正当な理由がなく、入札し落札決定したにもかかわらず契約締結を

拒んだとき 

(ｲ)  契約書の各相当規定に基づき、契約を解除されたとき 

キ 前アからカまでの規定により競争入札に参加できないこととされている

者を契約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使

用人として使用したとき 

… 前アからカまでにおいて認定した期間の残期間 

 

附 則 

この基準は、平成６年６月１６日から適用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この基準は、平成２１年４月１日から適用する。 

２ 改正後の(2)の規定は、入札参加しようとする者が適用日以後の事実によ

りいずれかに該当すると認められるときについて適用し、適用日までの事実に

よりこの改正前の入札参加資格制限基準の(2)の規定のいずれかに該当する

と認められる者については、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この基準は、平成２７年１月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 改正後の(2)アの規定は、入札参加しようとする者が適用日以後の事実に

よりいずれかに該当すると認められるときについて適用し、適用日までの事実
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によりこの改正前の入札参加資格制限基準の(2)アの規定のいずれかに該当

すると認められる者については、なお従前の例による。 

３ 改正後の(2)オの規定は、入札参加しようとする者が適用日以後の事実に

より該当すると認められるときについて適用する。 
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         兵 庫 県 指 名 停 止 基 準 

                                平成６年６月16日 

 （指名停止） 

第１条 知事は、入札参加資格者（注１）が別表第１又は別表第２に掲げる措

置要件（以下「措置要件」という。）の一に該当するときは、入札参加者審査

会の議を経て、これらの表に定めるところにより期間を定め、指名停止（注

２）を行うものとする。 

２ 契約担当者（注３）は、指名停止を受けた入札参加資格者を現に指名して

いるときは、その指名を取り消すものとする。 

３ 契約担当者は、建設工事、調査委託、製造の請負及び物品の購入等（以

下「建設工事等」という。）の契約のため、指名を行うに際し、第１項の指名

停止を受けている入札参加資格者を指名してはならない。 

 

 （下請負人及び共同企業体に関する指名停止） 

第２条 知事は、前条第１項の規定により指名停止を行う場合において、当該

指名停止について責めを負うべき下請負人があることが明らかになったと

きは、当該下請負人について、元請負人と同期間の指名停止を併せ行うも

のとする。 

２ 知事は、特別共同企業体が措置要件の一に該当するときは、当該特別共

同企業体の構成員（明らかに当該指名停止について責めを負わないと認め

られる者を除く。）について、各別表に定めるところにより期間を定め、指名

停止を行うものとする。 

 

 （指名停止の期間の特例） 

第３条 入札参加資格者が一の事案により措置要件の二以上に該当したとき

は、これらの措置要件に係る指名停止の期間のうち最も長いものを適用す

         兵 庫 県 指 名 停 止 基 準 

                                平成６年６月 16 日 

 （指名停止） 

第１条 知事は、入札参加資格者（注１）が別表第１又は別表第２に掲げる措

置要件（以下「措置要件」という。）の一に該当するときは、入札参加者審査

会の議を経て、各別表に定めるところにより期間を定め、指名停止（注２）を

行うものとする。 

２ 契約担当者（注３）は、指名停止を受けた入札参加資格者を現に指名して

いるときは、その指名を取り消すものとする。 

３ 契約担当者は、建設工事、調査委託、製造の請負及び物品の購入等（以

下「建設工事等」という。）の契約のため、指名を行うに際し、第１項の指名

停止を受けている入札参加資格者を指名してはならない。 

 

 （下請負人及び共同企業体に関する指名停止） 

第２条 知事は、前条第１項の規定により指名停止を行う場合において、当該

指名停止について責めを負うべき下請負人があることが明らかになったと

きは、当該下請負人について、元請負人と同期間の指名停止を併せ行うも

のとする。 

２ 知事は、特別共同企業体が措置要件の一に該当するときは、当該特別共

同企業体の構成員（明らかに当該指名停止について責めを負わないと認め

られる者を除く。）について、各別表に定めるところにより期間を定め、指名

停止を行うものとする。 

 

 （指名停止の期間の特例） 

第３条 入札参加資格者が一の事案により措置要件の二以上に該当したとき

は、これらの措置要件に係る指名停止の期間のうち最も長いものを適用す
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る。 

２ 入札参加資格者が次の各号の一に該当することとなった場合における指

名停止の期間は、それぞれ別表第１又は別表第２に定める期間の２倍の期

間とする。 

(1) 指名停止の期間中又は当該期間の満了後１年を経過するまでの間に、

当該指名停止に係る措置要件を掲げる別表第１又は別表第２に掲げる

措置要件のいずれかに該当することとなったとき（(2)及び(3)に掲げる場

合を除く。）。 

(2) 別表第２・１の措置要件に係る指名停止の期間中又は当該期間の満了

後３年を経過するまでの間に、当該指名停止に係る措置要件と同一の措

置要件に該当することとなったとき。 

(3) 別表第２・２又は３の措置要件に係る指名停止の期間中又は当該期間

の満了後３年を経過するまでの間に、これらの措置要件のいずれかに該

当することとなったとき。 

３ 知事は、入札参加資格者について指名停止の前に情状酌量すべき特別

の事由が明らかであるとき、又はその事由が指名停止の決定後明らかとな

ったときは、別表第１、別表第２及び前２項の規定により定めた指名停止の

期間に２分の１を乗じて得た期間を指名停止の期間とすることができる。 

４ 知事は、入札参加資格者について極めて悪質な事由が明らかであるとき

若しくは入札参加資格者が極めて重大な結果を生じさせたと認められると

き、又は極めて悪質な事由が指名停止の決定後明らかとなったときは、別

表第１、別表第２及び第２項各号の規定により定めた指名停止の期間を２

倍にして得た期間を指名停止の期間とすることができる。ただし、通算して３

年を限度とする。 

５ 知事は、指名停止期間中の入札参加資格者が、当該事案について、責め

を負わないことが明らかになったと認めるときは、指名停止を解除するもの

る。 

２ 入札参加資格者が次の各号の一に該当することとなった場合における指

名停止の期間は、それぞれ別表第１又は別表第２に定める期間の２倍の期

間とする。 

(1) 指名停止の期間中又は当該期間の満了後１年を経過するまでの間に、

当該指名停止に係る措置要件を掲げる別表第１又は別表第２に掲げる

措置要件のいずれかに該当することとなったとき（(2)及び(3)に掲げる場

合を除く。）。 

(2) 別表第２・１の措置要件に係る指名停止の期間中又は当該期間の満了

後３年を経過するまでの間に、当該指名停止に係る措置要件と同一の措

置要件に該当することとなったとき。 

(3) 別表第２・２又は３の措置要件に係る指名停止の期間中又は当該期間

の満了後３年を経過するまでの間に、これらの措置要件のいずれかに該

当することとなったとき。 

３ 知事は、入札参加資格者について指名停止の前に情状酌量すべき特別

の事由が明らかであるとき、又はその事由が指名停止の決定後明らかとな

ったときは、別表第１、別表第２及び前２項の規定により定めた指名停止の

期間に２分の１を乗じて得た期間を指名停止の期間とすることができる。 

４ 知事は、入札参加資格者について極めて悪質な事由が明らかであるとき

若しくは入札参加資格者が極めて重大な結果を生じさせたと認められると

き、又は極めて悪質な事由が指名停止の決定後明らかとなったときは、別

表第１、別表第２及び第２項各号の規定により定めた指名停止の期間を２

倍にして得た期間を指名停止の期間とすることができる。ただし、通算して３

年を限度とする。 

５ 知事は、指名停止期間中の入札参加資格者が、当該事案について、責め

を負わないことが明らかになったと認めるときは、指名停止を解除するもの
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とする。 

 

（独占禁止法違反等の不正行為に対する指名停止の期間の特例） 

第４条  知事は、別表各号に定めるところにより指名停止を行う際に、入札参

加資格者又はその使用人（以下「入札参加資格者等」という。）が私的独占

の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独

占禁止法」という。）違反等の不正行為により次の各号の一に該当する場合

（第３条第２項及び第４項の規定に該当する場合を除く。）の指名停止の期

間は、当該各号の規定により算出した期間とする。 

(1) 談合情報を得た場合、又は県職員が談合があると疑うに足りる事実を

得た場合で、入札参加資格者等のうち契約権限を有する者から、談合を

行っていないとの誓約書が提出されたにもかかわらず、当該事案につい

て、別表第２・２(1)に該当したときは、当該措置要件に定める指名停止期

間を２倍にして得た期間とする。 

(2) 別表第２・２に該当する入札参加資格者等について、独占禁止法違反

に係る確定判決若しくは確定した排除措置命令若しくは課徴金納付命令

又は審決において、首謀者であることが明らかになったとき（前号の規定

に該当する場合を除く。）は、当該措置要件に定める指名停止期間を２倍

にして得た期間とする。 

(3) 別表第２・２に該当する入札参加資格者等について、独占禁止法第７条

の２第７項の規定の適用があったとき（前二号の規定に該当する場合を

除く。）は、当該措置要件に定める指名停止期間を２倍にして得た期間と

する。 

(4) 入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正

を害すべき行為の処罰に関する法律(平成14年法律第101号)第３条第４

項に基づく知事又は他の公共団体等の長による調査の結果、入札談合

とする。 

 

（独占禁止法違反等の不正行為に対する指名停止の期間の特例） 

第４条  知事は、別表各号に定めるところにより指名停止を行う際に、入札参

加資格者又はその使用人（以下「入札参加資格者等」という。）が私的独占

の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54 号。以下

「独占禁止法」という。）違反等の不正行為により次の各号の一に該当する

場合（第３条第２項及び第４項の規定に該当する場合を除く。）の指名停止

の期間は、当該各号の規定により算出した期間とする。 

(1) 談合情報を得た場合、又は県職員が談合があると疑うに足りる事実を

得た場合で、入札参加資格者等のうち契約権限を有する者から、談合を

行っていないとの誓約書が提出されたにもかかわらず、当該事案につい

て、別表第２・２(1)に該当したときは、当該措置要件に定める指名停止期

間を２倍にして得た期間とする。 

(2) 別表第２・２に該当する入札参加資格者等について、独占禁止法違反

に係る確定判決又は確定した排除措置命令若しくは課徴金納付命令に

おいて、首謀者であることが明らかになったとき（前号の規定に該当する

場合を除く。）は、当該措置要件に定める指名停止期間を２倍にして得た

期間とする。 

(3) 別表第２・２に該当する入札参加資格者等について、独占禁止法第７条

の２第７項の規定の適用があったとき（前二号の規定に該当する場合を

除く。）は、当該措置要件に定める指名停止期間を２倍にして得た期間と

する。 

(4) 入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正

を害すべき行為の処罰に関する法律(平成14年法律第101号)第３条第４

項に基づく知事又は他の公共団体等の長による調査の結果、入札談合
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等関与行為があり又はあったことが明らかになった場合で、当該関与行

為に関し、別表第２・２に該当する入札参加資格者等に悪質な事由があ

るとき（前各号の規定に該当する場合を除く。）は、当該措置要件に定め

る指名停止期間に１月を加算して得た期間とする。 

(5) 県職員が、競売入札妨害（刑法（明治40年法律第45号）第96条の６第１

項に規定する罪をいう。以下同じ。）又は談合（刑法第96条の６第２項に

規定する罪をいう。以下同じ。）の容疑により逮捕され、又は他の公共団

体等の職員がこれらの容疑により逮捕若しくは逮捕を経ないで公訴を提

起された場合で、当該職員の容疑に関し、別表第２・３に該当する入札参

加資格者等に悪質な事由（注13）があるときは、当該措置要件に定める

指名停止期間に１月を加算して得た期間とする。 

２ 知事は、別表第２・２に該当する入札参加資格者について、課徴金減免制

度が適用され、その事実が公表されたときは、当該措置要件に定める指名

停止の期間に２分の１を乗じて得た期間を指名停止の期間とすることがで

きる。 

 

 （指名停止等の通知） 

第５条  知事は、第１条第１項若しくは第２条各項の規定により指名停止を行

い、第３条第３項若しくは第４項若しくは前条第１項第４号若しくは第５号若

しくは第２項の規定により指名停止の期間を変更し、又は第３条第５項の規

定により指名停止を解除したときは、当該入札参加資格者に対し通知する

ものとする。 

２ 知事は、前項の規定により指名停止の通知をした場合において、必要に応

じ当該事案の改善措置について報告を徴することができる。 

 

 （随意契約の相手方の制限） 

等関与行為があり又はあったことが明らかになった場合で、当該関与行

為に関し、別表第２・２に該当する入札参加資格者等に悪質な事由があ

るとき（前各号の規定に該当する場合を除く。）は、当該措置要件に定め

る指名停止期間に１月を加算して得た期間とする。 

(5) 県職員が競売入札妨害（刑法（明治 40年法律第 45 号）第 96 条の６第

１項に規定する罪をいう。以下同じ。）又は談合（刑法第 96 条の６第２項

に規定する罪をいう。以下同じ。）の容疑により逮捕され、又は他の公共

団体等の職員がこれらの容疑により逮捕若しくは逮捕を経ないで公訴を

提起された場合で、当該職員の容疑に関し、別表第２・３に該当する入札

参加資格者等に悪質な事由があるときは、当該措置要件に定める指名

停止期間に１月を加算して得た期間とする。 

２ 知事は、別表第２・２に該当する入札参加資格者について、課徴金減免制

度が適用され、その事実が公表されたときは、当該措置要件に定める指名

停止の期間に２分の１を乗じて得た期間を指名停止の期間とすることがで

きる。 

 

 （指名停止等の通知） 

第５条  知事は、第１条第１項若しくは第２条各項の規定により指名停止を行

い、第３条第３項若しくは第４項若しくは前条第１項第４号若しくは第５号若

しくは第２項の規定により指名停止の期間を変更し、又は第３条第５項の規

定により指名停止を解除したときは、当該入札参加資格者に対し通知する

ものとする。 

２ 知事は、前項の規定により指名停止の通知をした場合において、必要に応

じ当該事案の改善措置について報告を徴することができる。 

 

 （随意契約の相手方の制限） 
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第６条  契約担当者は、指名停止期間中の入札参加資格者を随意契約の相

手方としてはならない。ただし、やむを得ない事由があるときは、この限りで

はない。 

 

 （下請等の禁止） 

第７条  契約担当者は、指名停止の期間中の入札参加資格者が県発注に係

る建設工事等を下請することを承認してはならない。 

 

 （指名停止に至らない事由に対する措置） 

第８条  知事は、指名停止を行わない場合において、必要があると認めるとき

は、入札参加資格者に対し、書面又は口頭で警告又は注意の喚起を行うこ

とができる。 

 

 （運用項目） 

第９条 この基準の運用に関して必要な事項は、知事が別に定める。 

 

附 則 

この基準は、平成６年６月16日から適用する。 

附 則 

この基準は、平成８年７月１日から適用する。 

附 則 

この基準は、平成11年10月１日から適用する。 

附 則 

この基準は、平成12年11月16日から適用する。 

附 則 

この基準は、平成13年６月８日から適用する。 

第６条  契約担当者は、指名停止期間中の入札参加資格者を随意契約の相

手方としてはならない。ただし、やむを得ない事由があるときは、この限りで

はない。 

 

 （下請等の禁止） 

第７条  契約担当者は、指名停止の期間中の入札参加資格者が県発注に係

る建設工事等を下請することを承認してはならない。 

 

 （指名停止に至らない事由に対する措置） 

第８条  知事は、指名停止を行わない場合において、必要があると認めるとき

は、入札参加資格者に対し、書面又は口頭で警告又は注意の喚起を行うこ

とができる。 

 

 （運用項目） 

第９条 この基準の運用に関して必要な事項は、知事が別に定める。 

 

附 則 

この基準は、平成６年６月 16 日から適用する。 

附 則 

この基準は、平成８年７月１日から適用する。 

附 則 

この基準は、平成 11 年 10 月１日から適用する。 

附 則 

この基準は、平成 12 年 11 月 16 日から適用する。 

附 則 

この基準は、平成 13 年６月８日から適用する。 
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附 則 

この基準は、平成14年12月20日から適用する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は、平成17年５月１日から適用する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の別表第２の２の規定は、施行日以後、新たな事案に係る勧告等

から適用し、施行日までに勧告等があった事案に係る指名停止措置につい

ては、なお従前の基準を適用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この基準は、平成18年４月28日から適用する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の別表第２の２の規定は、施行日以後、新たな事案に係る排除措

置命令等から適用し、施行日までに勧告等があった事案に係る指名停止措

置については、なお従前の基準を適用する。 

 

（施行期日） 

１ この基準は、平成19年４月１日から適用する。 

 

（施行期日）                                                                 

１ この基準は、平成21年４月１日から適用する。 

 

（適用区分）  

２ 改正後の第３条第２項、同条第４項及び第４条第１項の規定は、施行日以

後行われた行為について適用し、施行日までに行われた行為については、

附 則 

この基準は、平成 14 年 12 月 20 日から適用する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は、平成 17 年５月１日から適用する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の別表第２の２の規定は、施行日以後、新たな事案に係る勧告等

から適用し、施行日までに勧告等があった事案に係る指名停止措置につい

ては、なお従前の基準を適用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この基準は、平成 18 年４月 28日から適用する。 

（適用区分） 

２ 改正後の別表第２の２の規定は、施行日以後、新たな事案に係る排除措

置命令等から適用し、施行日までに勧告等があった事案に係る指名停止措

置については、なお従前の基準を適用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この基準は、平成 19 年４月１日から適用する。 

附 則 

（施行期日）                                                                 

１ この基準は、平成 21 年４月１日から適用する。 

附 則 

（適用区分）  

２ 改正後の第３条第２項、同条第４項及び第４条第１項の規定は、施行日以

後行われた行為について適用し、施行日までに行われた行為については、
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なお従前の基準を適用する。 

 

（施行期日）                                                                 

１ この基準は、平成22年１月１日から適用する。 

 

（施行期日）                                                                 

１ この基準は、平成22年６月22日から施行し、平成22年１月１日より適用す

る。 

 

（施行期日）                                                                 

１ この基準は、平成24年10月10日から適用する。 

 

 

 

 

別表第１ 事故等に基づく措置基準 

措  置  要  件 指名停止期間 

（虚偽記載） 

１ 県発注に係る建設工事等の契約に係る

一般競争入札及び指名競争入札におい

て、入札参加資格審査申請書、資格確認

資料その他の入札前の調査資料に虚偽

の記載をし、県発注に係る建設工事等の

契約の相手方として不適当であると認めら

れるとき。 

 

 

当該認定をした日から 

６箇月 

 

 

 

 

 

 

なお従前の基準を適用する。 

附 則 

（施行期日）                                                                 

１ この基準は、平成 22 年１月１日から適用する。        

附 則 

（施行期日）                                                                 

１ この基準は、平成 22 年６月 22日から施行し、平成 22 年１月１日より適用

する。 

附 則 

（施行期日）                                                                 

１ この基準は、平成 24年 10 月 10 日から適用する。 

附 則 

（施行期日）    

１ この基準は、平成２７年４月１日から適用する。 

 

別表第１ 県内において生じた事故等に基づく措置基準 

措  置  要  件 指名停止期間 

（虚偽記載） 

１ 県発注に係る建設工事等の契約に係る

一般競争入札及び指名競争入札におい

て、入札参加資格審査申請書、資格確認

資料その他の入札前の調査資料に虚偽

の記載をし、県発注に係る建設工事等の

契約の相手方として不適当であると認めら

れるとき。 

 

 

当該認定をした日から 

６箇月 
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(過失による粗雑工事等） 

２ 県発注に係る建設工事等の施工等に当

たり、過失により建設工事等を粗雑にした

として、会計検査院の検査報告又は監査

委員の監査の結果に関する報告で指摘さ

れ、県発注に係る建設工事等の契約の相

手方として不適当であると認められると

き。 

 

３ 県発注以外の国、地方公共団体及びこ

れらの外郭団体の発注する建設工事等

（以下「公共建設工事等」という。）の県内

における施工等に当たり、過失により建

設工事等を粗雑にしたとして、会計検査

院の検査報告で指摘され、県発注に係る

建設工事等の契約の相手方として不適

当であると認められるとき。 

該認定をした日から 

３箇月 

 

 

 

 

 

 

 

当該認定をした日から 

２箇月 

 

 

 

 

 

 

 

措  置  要  件 指名停止期間 

（契約違反） 

４ 県発注に係る建設工事等の施工等に当

たり、２に掲げる場合のほか、次に該当し

たために契約に違反し、県発注に係る建

設工事等の契約の相手方として不適当で

あると認められるとき。 

(1) ２カ月以上の履行遅滞があったとき。 

当該認定をした日から 

 

 

 

 

３箇月 

２箇月 

(過失による粗雑工事等） 

２ 県発注に係る建設工事等の施工等に当

たり、過失により建設工事等を粗雑にした

として、会計検査院の検査報告又は監査

委員の監査の結果に関する報告で指摘さ

れ、県発注に係る建設工事等の契約の相

手方として不適当であると認められると

き。 

 

３ 県発注以外の国、地方公共団体及びこ

れらの外郭団体の発注する建設工事等

（以下「公共建設工事等」という。）の県内

における施工等に当たり、過失により建

設工事等を粗雑にしたとして、会計検査

院の検査報告で指摘され、県発注に係る

建設工事等の契約の相手方として不適

当であると認められるとき。 

該認定をした日から 

３箇月 

 

 

 

 

 

 

 

当該認定をした日から 

２箇月 

 

 

 

 

 

 

 

措  置  要  件 指名停止期間 

（契約違反） 

４ 県発注に係る建設工事等の施工等に当

たり、２に掲げる場合のほか、次に該当し

たために契約に違反し、県発注に係る建

設工事等の契約の相手方として不適当で

あると認められるとき。 

(1) ２カ月以上の履行遅滞があったとき。 

当該認定をした日から 

 

 

 

 

 

３箇月 
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(2) １カ月以上２カ月未満の履行遅滞があっ

たとき。 

(3) １カ月未満の履行遅滞があったとき。 

(4) 次に該当し、再三指摘しても改善しない

とき。 

ア 公害防止及び危険防止対策が不良 

イ 工程管理、資材管理又は労務管理が

不良 

(5) 正当な理由なく監督員又は検査員の指

示に従わないとき。 

 

（安全管理措置の不適切により生じた公衆損

害事故） 

５ 県発注に係る建設工事等の施工等に当

たり、安全管理の措置が不適切であった

ために公衆に死亡者若しくは負傷者を生じ

させ、又は損害（軽微なものを除く。）を与

えたと認められるとき。 

(1) 死亡者を生じさせたとき。 

(2) 負傷者を生じさせ、又は損害を与えたと

き。 

(3) 火災、水害その他重大な影響を及ぼす

事故を生じさせたとき。 

 

６ 県発注以外の建設工事等（以下「一般建

設工事等」という。）の県内における施工等

 

１箇月 

 

 

 

３箇月 

１箇月 

 

１箇月 

 

 

 

 

当該認定をした日から 

 

 

 

 

６箇月 

３箇月 

 

６箇月 

 

 

当該認定をした日から 

 

(2) １カ月以上２カ月未満の履行遅滞があっ

たとき。 

(3) １カ月未満の履行遅滞があったとき。 

(4) 次に該当し、再三指摘しても改善しない

とき。 

ア 公害防止及び危険防止対策が不良 

イ 工程管理、資材管理又は労務管理が

不良 

(5) 正当な理由なく監督員又は検査員の指

示に従わないとき。 

 

（安全管理措置の不適切により生じた公衆損

害事故） 

５ 県発注に係る建設工事等の施工等に当

たり、安全管理の措置が不適切であった

ために公衆に死亡者若しくは負傷者を生じ

させ、又は損害（軽微なものを除く。）を与

えたと認められるとき。 

(1) 死亡者を生じさせたとき。 

(2) 負傷者を生じさせ、又は損害を与えたと

き。 

(3) 火災、水害その他重大な影響を及ぼす

事故を生じさせたとき。 

 

６ 県発注以外の建設工事等（以下「一般建

設工事等」という。）の県内における施工等

２箇月 

 

１箇月 

 

 

３箇月 

１箇月 

 

１箇月 

 

 

 

 

当該認定をした日から 

 

 

 

 

６箇月 

３箇月 

 

６箇月 

 

 

当該認定をした日から 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

に当たり、安全管理の措置が不適切であ

ったために公衆に死亡者若しくは負傷者を

生じさせ、又は損害を与えた場合におい

て、当該事故が重大であると認められると

き。 

 

 

措  置  要  件 指名停止期間 

(1) 死亡者を生じさせたとき。 

(2) 負傷者を生じさせ、又は損害を与えたと

き。 

(3) 火災、水害その他重大な事故を生じさせ

たとき。 

 

（安全管理措置の不適切により生じた工事等

関係者事故） 

７ 県発注に係る建設工事等の施工等に当

たり、安全管理の措置が不適切であった

ため、建設工事等関係者に死亡者又は重

傷者を生じさせたと認められるとき。 

(1) 死亡者を生じさせたとき。 

(2) 重傷者（注４）を生じさせたとき。 

 

８ 一般建設工事等の県内における施工等

に当たり、安全管理の措置が不適切であ

ったために建設工事等関係者に死亡者又

は重傷者を生じさせた場合において、当該

３箇月 

２箇月 

 

３箇月 

 

 

当該認定をした日から 

 

 

 

 

 

２箇月 

１箇月 

 

当該認定をした日から 

１箇月 

 

 

に当たり、安全管理の措置が不適切であ

ったために公衆に死亡者若しくは負傷者を

生じさせ、又は損害を与えた場合におい

て、当該事故が重大であると認められると

き。 

 

 

措  置  要  件 指名停止期間 

(1) 死亡者を生じさせたとき。 

(2) 負傷者を生じさせ、又は損害を与えたと

き。 

(3) 火災、水害その他重大な影響を及ぼす

事故を生じさせたとき。 

 

（安全管理措置の不適切により生じた工事等

関係者事故） 

７ 県発注に係る建設工事等の施工等に当

たり、安全管理の措置が不適切であった

ため、建設工事等関係者に死亡者又は重

傷者を生じさせたと認められるとき。 

(1) 死亡者を生じさせたとき。 

(2) 重傷者（注４）を生じさせたとき。 

 

８ 一般建設工事等の県内における施工等

に当たり、安全管理の措置が不適切であ

ったために建設工事等関係者に死亡者又

は重傷者を生じさせた場合において、当該

３箇月 

２箇月 

 

３箇月 

 

 

当該認定をした日から 

 

 

 

 

 

２箇月 

１箇月 

 

当該認定をした日から 

１箇月 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

事故が重大であると認められるとき。 

 

（その他） 

９ 別表第１の１から８までに掲げる場合のほ

か、次に該当したために、 県発注に係る

建設工事等の契約の相手方として不適当

であると認められるとき。  

 (1) 入札参加資格者等が、県発注の建設工

事等の一般競争入札及び指名競争入札

に際し、担当職員の指示に従わなかったと

き。 

 (2) 入札参加資格者等が、県発注の建設工

事の低入札価格調査に関して不誠実な行

為をしたとき。 

 (3) 県発注建設工事の受注者又はその下

請業者が暴力団員等から不当な介入を受

けたにもかかわらず、発注者への報告を

怠り又は警察に届けなかったとき。 

 

 

 

当該認定をした日から 

 

 

 

１箇月 

 

 

 

３箇月 

 

 

３箇月以上 

 

別表第２  不正行為等に基づく措置基準 

措  置  要  件 指名停止期間 

（贈賄） 

１ 入札参加資格者等が、次に掲げる者に対

して行った贈賄の容疑により逮捕、書類送

検又は起訴されたとき。 

(1)  県の職員 

 

逮捕、書類送検又は起訴を

知った日から 

 

12箇月 

事故が重大であると認められるとき。 

 

（その他） 

９ 別表第１の１から８までに掲げる場合のほ

か、次に該当したために、 県発注に係る

建設工事等の契約の相手方として不適当

であると認められるとき。  

 (1) 入札参加資格者等が、県発注の建設工

事等の一般競争入札及び指名競争入札

に際し、担当職員の指示に従わなかったと

き。 

 (2) 入札参加資格者等が、県発注の建設工

事の低入札価格調査に関して不誠実な行

為をしたとき。 

 (3) 県発注建設工事の受注者又はその下

請業者が暴力団員等から不当な介入を受

けたにもかかわらず、発注者への報告を

怠り又は警察に届けなかったとき。 

 

 

 

当該認定をした日から 

 

 

 

１箇月 

 

 

 

３箇月 

 

 

３箇月以上 

 

別表第２  不正行為等に基づく措置基準 

措  置  要  件 指名停止期間 

（贈賄） 

１ 入札参加資格者等が、次に掲げる者に対

して行った贈賄の容疑により逮捕、書類送

検又は起訴されたとき。 

(1)  県の職員 

 

逮捕、書類送検又は起訴を

知った日から 

 

12箇月 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

(2)  県内の県以外の公共機関（注５）の職

員 

(3)  県外の県以外の公共機関(注５）の職

員 

 

（独占禁止法違反行為） 

２  入札参加資格者等が独占禁止法第３条

又は第８条第１号の規定に違反し、次に該

当したために県発注に係る建設工事等の

契約の相手方として不適当であると認めら

れるとき。 

  (1) 入札参加資格者等が次に掲げる建設

工事等に関する違反行為について公正取

引委員会から排除措置命令又は課徴金

納付命令を受けたとき。 

ア  県発注の建設工事等 

イ  県内の一般建設工事等 

ウ  県外の一般建設工事等 

  (2)  入札参加資格者等が次に掲げる建

設工事等に関する違反行為について公正

取引委員会から刑事告発を受け、又はこ

れにより逮捕されたとき。 

ア  県発注の建設工事等 

イ  県内の一般建設工事等 

ウ  県外の一般建設工事等 

 

９箇月 

 

６箇月 

 

 

当該認定をした日から 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12箇月 

８箇月 

４箇月 

 

 

 

 

18箇月 

12箇月 

６箇月 

 

(2)  県内の県以外の公共機関（注５）の職

員 

(3)  県外の県以外の公共機関(注５）の職

員 

 

（独占禁止法違反行為） 

２  入札参加資格者等が独占禁止法第３条

又は第８条第１号の規定に違反し、次に該

当したために県発注に係る建設工事等の

契約の相手方として不適当であると認めら

れるとき。 

  (1) 入札参加資格者等が次に掲げる建設

工事等に関する違反行為について公正取

引委員会から排除措置命令又は課徴金

納付命令を受けたとき。 

ア  県発注の建設工事等 

イ  県内の一般建設工事等 

ウ  県外の一般建設工事等 

  (2)  入札参加資格者等が次に掲げる建

設工事等に関する違反行為について公正

取引委員会から刑事告発を受け、又はこ

れにより逮捕されたとき。 

ア  県発注の建設工事等 

イ  県内の一般建設工事等 

ウ  県外の一般建設工事等 

 

９箇月 

 

６箇月 

 

 

当該認定をした日から 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12箇月 

８箇月 

４箇月 

 

 

 

 

18箇月 

12箇月 

６箇月 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 

 

措  置  要  件 指名停止期間 

（競売入札妨害又は談合等） 

３  入札参加資格者等が、競売入札妨害

又は談合の容疑により、次に該当したと

き。 

 (1)  県発注の建設工事等に関し、逮捕

又は書類送検されたとき。 

 (2)  県内の公共建設工事等に関し、逮

捕、書類送検又は起訴されたとき。 

 (3)  県外の公共建設工事等に関し、逮

捕、書類送検又は起訴されたとき。 

 

 

（補助金の不正受給を目的とした不正行為） 

４ 業務に関し、入札参加資格者等が、補

助金等（注６）の不正受給を目的とした

不正行為により、次に掲げる事業等（補

助事業等（注７）又は  間接補助事業等

（注８））に関し、補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律（昭和30年

法律第179号）第29条若しくは第30条又

は詐欺の容疑により逮捕、書類送検又

は起訴されたとき。 

 (1)  県の事業等 

逮捕又は書類送検を知っ

た日から 

 

 

18箇月 

 

12箇月 

 

６箇月 

 

 

 

逮捕、書類送検又は起訴を

知った日から 

 

 

 

 

 

 

 

 

12箇月 

 

 

措  置  要  件 指名停止期間 

（競売入札妨害又は談合等） 

３  入札参加資格者等が、競売入札妨害

又は談合の容疑により、次に該当したと

き。 

 (1)  県発注の建設工事等に関し、逮捕

又は書類送検されたとき。 

 (2)  県内の公共建設工事等に関し、逮

捕、書類送検又は起訴されたとき。 

 (3)  県外の公共建設工事等に関し、逮

捕、書類送検又は起訴されたとき。 

 

 

（補助金の不正受給を目的とした不正行為） 

４ 業務に関し、入札参加資格者等が、補

助金等（注６）の不正受給を目的とした

不正行為により、次に掲げる事業等（補

助事業等（注７）又は  間接補助事業等

（注８））に関し、補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律（昭和30年

法律第179号）第29条若しくは第30条又

は詐欺の容疑により逮捕、書類送検又

は起訴されたとき。 

 (1)  県の事業等 

逮捕又は書類送検を知っ

た日から 

 

 

18箇月 

 

12箇月 

 

６箇月 

 

 

 

逮捕、書類送検又は起訴を

知った日から 

 

 

 

 

 

 

 

 

12箇月 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 (2)  県内の市町の事業等 

 

９箇月 

 

 

措  置  要  件 指名停止期間 

（暴力団関係) 

５  警察の確認・通報等により、次に該当す

ることが明らかになったとき。   

 (1)  暴力団員が役員として入札参加資格

者の経営に関与（実質的に関与している

場合を含む。)していること。          

 (2)  入札参加資格者が、暴力団員を相当

の責任の地位にある者（注９）として使用

し、又代理人として選任していること。          

 (3)  入札参加資格者又はその役員その他

経営に実質的に関与しているか、若しくは

相当の責任の地位にある者(注９）（以下

「役員等」という。）が、自社、自己若しくは

第三者の利益を図り又は第三者に損害を

与える目的を持って、暴力団の威力を利

用したこと。 

 (4) 入札参加資格者又はその役員等が、暴

力団又は暴力団員に対して、資金的援助

等の経済的便宜を図ったこと。 

(5) 入札参加資格者又はその役員等が、暴

力団又は暴力団員と社会的に非難される

関係を有していると認められること。 

 

当該認定をした日から 

 

12箇月以上その事実がなく

なったことが明らかになる

まで 

６箇月以上その事実がなく

なったことが明らかになる

まで 

６箇月以上その事実がなく

なったことが明らかになる

まで 

 

 

 

 

３箇月以上その事実がなく

なったことが明らかになる

まで 

６箇月以上その事実がなく

なったことが明らかになる

まで 

 (2)  県内の市町の事業等 

 

９箇月 

 

 

措  置  要  件 指名停止期間 

（暴力団関係) 

５  警察の確認・通報等により、次に該当す

ることが明らかになったとき。   

 (1)  暴力団員が役員として入札参加資格

者の経営に関与（実質的に関与している

場合を含む。)していること。          

 (2)  入札参加資格者が、暴力団員を相当

の責任の地位にある者（注９）として使用

し、又代理人として選任していること。          

 (3)  入札参加資格者又はその役員その他

経営に実質的に関与しているか、若しくは

相当の責任の地位にある者(注９）（以下

「役員等」という。）が、自社、自己若しくは

第三者の利益を図り又は第三者に損害を

与える目的を持って、暴力団の威力を利

用したこと。 

 (4) 入札参加資格者又はその役員等が、暴

力団又は暴力団員に対して、資金的援助

等の経済的便宜を図ったこと。 

(5) 入札参加資格者又はその役員等が、暴

力団又は暴力団員と社会的に非難される

関係を有していると認められること。 

 

当該認定をした日から 

 

12箇月以上その事実がなく

なったことが明らかになる

まで 

６箇月以上その事実がなく

なったことが明らかになる

まで 

６箇月以上その事実がなく

なったことが明らかになる

まで 

 

 

 

 

３箇月以上その事実がなく

なったことが明らかになる

まで 

６箇月以上その事実がなく

なったことが明らかになる

まで 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 

措  置  要  件 指名停止期間 

（建設業法違反行為） 

６ 建設業法（昭和24年法律第100号）の規

定に違反し、次に該当したために、県発注

に係る建設工事等の契約の相手方として

不適当であると認められるとき。 

 (1)  入札参加資格者等が、次の建設工事

等に関し、建設業法違反の容疑により逮

捕、書類送検又は起訴されたとき。 

  ア 県発注に係る建設工事等 

  イ  県内の一般建設工事等 

  ウ  近畿内の一般建設工事等 

  エ  近畿外の一般建設工事等 

(2)  入札参加資格者が、次の建設工事等に

関し、建設業法第28条及び第29条の規定

により、建設業許可の取消し又は営業の

停止処分を受けたとき。 

 ア 県発注に係る建設工事等 

 イ  県内の一般建設工事等 

 ウ  県外の一般建設工事等 

(3)  入札参加資格者が、次の建設工事等に

関し、建設業法第28条の規定により、指示

処分を受けたとき。 

 ア  県発注に係る建設工事等 

イ 県内の一般建設工事等 

 

当該認定をした日から 

 

 

 

 

 

 

９箇月 

８箇月 

６箇月 

３箇月 

 

 

 

 

６箇月 

５箇月 

３箇月 

 

 

 

３箇月 

２箇月 

 

措  置  要  件 指名停止期間 

（建設業法違反行為） 

６ 建設業法（昭和24年法律第100号）の規

定に違反し、次に該当したために、県発注

に係る建設工事等の契約の相手方として

不適当であると認められるとき。 

 (1)  入札参加資格者等が、次の建設工事

等に関し、建設業法違反の容疑により逮

捕、書類送検又は起訴されたとき。 

ア 県発注に係る建設工事等 

  イ  県内の一般建設工事等 

  ウ  近畿内の一般建設工事等 

  エ  近畿外の一般建設工事等 

(2)  入札参加資格者が、次の建設工事等に

関し、建設業法第28条及び第29条の規定

により、建設業許可の取消し又は営業の

停止処分を受けたとき。 

 ア 県発注に係る建設工事等 

 イ  県内の一般建設工事等 

 ウ  県外の一般建設工事等 

(3)  入札参加資格者が、次の建設工事等に

関し、建設業法第28条の規定により、指示

処分を受けたとき。 

 ア  県発注に係る建設工事等 

イ 県内の一般建設工事等 

 

当該認定をした日から 

 

 

 

 

 

 

９箇月 

８箇月 

６箇月 

３箇月 

 

 

 

 

６箇月 

５箇月 

３箇月 

 

 

 

３箇月 

２箇月 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

ウ  県外の一般建設工事等 

 

１箇月 

 

措  置  要  件 指名停止期間 

  （不正又は不誠実な行為） 

７  入札参加資格者等が、不正又は不誠実

な行為をし、次に該当したために、県発注

に係る建設工事等の契約の相手方として

不適当であると認められるとき。 

 

(1) 業務に関し、入札参加資格者又はそ

の役員その他相当の責任の地位にある者

（注９）が次に掲げる建設工事等におい

て、暴力行為を行い、逮捕、書類送検又は

起訴されたとき。 

ア  県発注に係る建設工事等 

イ  県内の一般建設工事等 

 

(2) 業務に関し、(1)に規定する者以外の

入札参加資格者等が次に掲げる建設工事

等において、暴力行為を行い、逮捕、書類

送検又は起訴されたとき 

ア  県発注に係る建設工事等 

イ  県内の一般建設工事等 

 

(3)  業務に関し、入札参加資格者等が脱

 

当該認定をした日から 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９箇月 

８箇月 

 

 

 

 

 

６箇月 

５箇月 

 

３箇月 

ウ  県外の一般建設工事等 

 

１箇月 

 

措  置  要  件 指名停止期間 

  （不正又は不誠実な行為） 

７  入札参加資格者等が、不正又は不誠実

な行為をし、次に該当したために、県発注

に係る建設工事等の契約の相手方として

不適当であると認められるとき。 

 

(1) 業務に関し、入札参加資格者又はそ

の役員その他相当の責任の地位にある者

（注９）が次に掲げる建設工事等におい

て、暴力行為を行い、逮捕、書類送検又は

起訴されたとき。 

ア  県発注に係る建設工事等 

イ  県内の一般建設工事等 

 

(2) 業務に関し、(1)に規定する者以外の

入札参加資格者等が次に掲げる建設工事

等において、暴力行為を行い、逮捕、書類

送検又は起訴されたとき 

ア  県発注に係る建設工事等 

イ  県内の一般建設工事等 

 

(3)  業務に関し、入札参加資格者等が脱

 

当該認定をした日から 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９箇月 

８箇月 

 

 

 

 

 

６箇月 

５箇月 

 

３箇月 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

税行為により逮捕、書類送検又は起訴さ

れたとき。 

(4) 業務に関し、入札参加資格者等が県

内における自動車の保管場所の確保等に

関する法律（昭和37年法律第145号）違反

により逮捕、書類送検又は起訴されたと

き。 

(5) 別表第１並びに別表第２の１から６まで

及び７の(1)から(4)までに掲げる場合のほ

か、業務に関し、入札参加資格者等が次の

建設工事等において、業務関連法令（注10）

に重大な違反をしたとき。 

    ア  県発注に係る建設工事等 

    イ  県内の一般建設工事等 

 

 

 

２箇月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３箇月 

２箇月 

 

 

 

措  置  要  件 指名停止期間 

（その他） 

８  別表第１及び別表第２の１から７までに

掲げる場合のほか、入札参加資格者等が

次に該当したため、県発注に係る建設工

事等の契約の相手方として不適当である

と認められるとき。 

  (1) 入札参加資格者又はその役員が禁こ

以上の刑にあたる犯罪の容疑により逮

 

当該認定をした日から 

 

 

 

 

３箇月 

 

税行為により逮捕、書類送検又は起訴さ

れたとき。 

(4) 業務に関し、入札参加資格者等が県

内における自動車の保管場所の確保等に

関する法律（昭和37年法律第145号）違反

により逮捕、書類送検又は起訴されたと

き。 

(5) 別表第１並びに別表第２の１から６まで

及び７の(1)から(4)までに掲げる場合のほ

か、業務に関し、入札参加資格者等が次の

建設工事等において、業務関連法令（注10）

に重大な違反をしたとき。 

    ア  県発注に係る建設工事等 

    イ  県内の一般建設工事等 

 

 

 

２箇月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３箇月 

２箇月 

 

 

 

措  置  要  件 指名停止期間 

（その他） 

８  別表第１及び別表第２の１から７までに

掲げる場合のほか、入札参加資格者等が

次に該当したため、県発注に係る建設工

事等の契約の相手方として不適当である

と認められるとき。 

  (1) 入札参加資格者又はその役員が禁こ

以上の刑にあたる犯罪の容疑により逮

 

当該認定をした日から 

 

 

 

 

３箇月 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

捕、書類送検若しくは起訴され、又は禁こ

以上の刑若しくは刑法（明治40年法律第

45号）の規定による罰金刑を宣告されたと

き。 

  (2) 入札参加資格者が金融機関から取引

停止となったとき。 

  (3) その他知事が入札参加者審査会の議

を経て指名停止の措置を必要と認めたと

き。 

 

 

 

 

 

取引開始まで 

 

18箇月以内 

 

 

 

 

(注１)  入札参加資格者とは、県が発注する建設工事又は製造の請負、物件

の買入れ等の指名競争入札に参加する者として登録されている者を

いう。                    

(注２)  指名停止とは、一定の要件に該当するため、建設工事等を受注させ

るにふさわしくない入札参加資格者について、知事が契約担当者に対

し、一定の期間、指名の対象外とすることを定める措置をいう。 

(注３)  契約担当者とは、知事及び公営企業管理者並びにその委任を受けて

契約を締結する権限を有する者をいう。                                                                      

(注４)  重傷者とは、傷病程度が全治30日以上の治療を必要とする者をいう。 

(注５)  公共機関とは、贈賄罪が成立する全ての機関（国の機関、地方公共

団体、公社、公団等)をいう。                                                                               

(注６)  補助金等とは、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第

２条第１項に規定されるもの又は地方自治法第232条の2に基づく現金

的給付をいう。                                    

(注７)  補助事業等とは、補助金等の交付の対象となる事業又は事務をいう。                              

捕、書類送検若しくは起訴され、又は禁こ

以上の刑若しくは刑法（明治40年法律第

45号）の規定による罰金刑を宣告されたと

き。 

  (2) 入札参加資格者が金融機関から取引

停止となったとき。 

  (3) その他知事が入札参加者審査会の議

を経て指名停止の措置を必要と認めたと

き。 

 

 

 

 

 

取引開始まで 

 

18箇月以内 

 

 

 

 

(注１)  入札参加資格者とは、県が発注する建設工事又は製造の請負、物件

の買入れ等の指名競争入札に参加する者として登録されている者を

いう。                    

(注２)  指名停止とは、一定の要件に該当するため、建設工事等を受注させ

るにふさわしくない入札参加資格者について、知事が契約担当者に対

し、一定の期間、指名の対象外とすることを定める措置をいう。 

(注３)  契約担当者とは、知事及び公営企業管理者並びにその委任を受けて

契約を締結する権限を有する者をいう。                                                                      

(注４)  重傷者とは、傷病程度が全治30日以上の治療を必要とする者をいう。 

(注５)  公共機関とは、贈賄罪が成立する全ての機関（国の機関、地方公共

団体、公社、公団等)をいう。                                                                               

(注６)  補助金等とは、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第

２条第１項に規定されるもの又は地方自治法第232条の2に基づく現金

的給付をいう。                                    

(注７)  補助事業等とは、補助金等の交付の対象となる事業又は事務をいう。                              



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

(注８)  間接補助事業等とは、国以外のものが国から補助金等の交付を受

け、それを財源として交付する給付金の対象となる事務又は事業をい

う。                                              

(注９)  相当の責任の地位にある者とは、役員以外で業務に関し監督責任を

有する使用人のことをいう。                                                                               

(注10)  業務関連法令とは、次のものをいい、これらの業務関連法令に違反

する事由があっても、公衆損害事故、工事等関係者事故等別に措置

要件で定めているものは、別表２の７(5)による指名停止措置の対象で

はない。                                                        

      ① 労働基準法、労働安全衛生法等の労働者使用関連法令                                       

      ② 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、騒音規制法等の環境保全

関連法令                         

      ③  建築基準法等の建築関係法令                                                          

      ④  刑法、道路交通法等の業務に関する規定 

 

 

 

 

(注８)  間接補助事業等とは、国以外のものが国から補助金等の交付を受

け、それを財源として交付する給付金の対象となる事務又は事業をい

う。                                              

(注９)  相当の責任の地位にある者とは、役員以外で業務に関し監督責任を

有する使用人のことをいう。                                                                               

(注10)  業務関連法令とは、次のものをいい、これらの業務関連法令に違反

する事由があっても、公衆損害事故、工事等関係者事故等別に措置

要件で定めているものは、別表２の７(5)による指名停止措置の対象で

はない。                                                        

      ① 労働基準法、労働安全衛生法等の労働者使用関連法令                                       

      ② 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、騒音規制法等の環境保全

関連法令                         

      ③  建築基準法等の建築関係法令                                                          

      ④  刑法、道路交通法等の業務に関する規定 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

第１ 主任技術者、監理技術者の設置 

 

 建設業者は、請け負った建設工事を施工する場合には、工事現場に

主任技術者又は監理技術者を置くことが義務づけられています。（建設

業法第 26条） 

 

１ 主任技術者、監理技術者の設置 

(１) 建設業者は、請け負った工事を施工する場合には、請負金額の

大小にかかわらず必ず工事現場に主任技術者を置かなければならな

い。 

(２)  建設業者が、発注者から直接工事を請け負い、そのうち 4,000

万円（建築一式工事業の場合は 6,000 万円）以上を下請負させる場合

は、主任技術者に替えて監理技術者を現場に設置しなければならない。 

 

工事現場に設置しなければならない技術者の設置事例 

 発 注 者  

     

元 
請 

Ａ社 

請負金額：ａ円 

下 請 金 額      

 ｂ＋ｃ＋ｄ≧4,000 万円（建築工事業の場合 6,000 万円） 

 監理技術者を設置   （特定建設業の許可が必要） 

  ｂ＋ｃ＋ｄ＜4,000 万円（建築工事業の場合 6,000 万円） 

 主任技術者を設置   （一般建設業の許可でも可） 

            
            一 
次 
下 
請 

 Ｂ社（許可あり） 

 請負金額：ｂ円 

  Ｃ社（許可あり） 

 請負金額：Ｃ円 

  Ｄ社（許可あり） 

 請負金額：ｄ円 

 主任技術者を設置   主任技術者を設置   主任技術者を設置 

            二 
次 
下 
請 

 Ｅ社（許可あり） 

 請負金額：ｅ円 

  Ｆ社（許可不要） 

 請負金額：ｆ円※ 

  

 主任技術者を設置   技術者の設置不要     

※ｆ＜500 万円（建築一式工事の場合は 1,500 万円又 

        は延面積 150 ㎡未満の木造住宅工事） 

 

第１ 主任技術者、監理技術者の設置 

 

 建設業者は、請け負った建設工事を施工する場合には、工事現場に

主任技術者又は監理技術者を置くことが義務づけられています。（建設

業法第 26条） 

 

１ 主任技術者、監理技術者の設置 

(１) 建設業者は、請け負った工事を施工する場合には、請負金額の

大小にかかわらず必ず工事現場に主任技術者を置かなければならな

い。 

(２)  建設業者が、発注者から直接工事を請け負い、そのうち 4,000

万円（建築一式工事業の場合は 6,000 万円）以上を下請負させる場合

は、主任技術者に替えて監理技術者を現場に設置しなければならない。 

 

工事現場に設置しなければならない技術者の設置事例 

 発 注 者  

     

元 
請 

Ａ社 

請負金額：ａ円 

下 請 金 額      

 ｂ＋ｃ＋ｄ≧4,000 万円（建築一式工事の場合 6,000 万

円） 

 監理技術者を設置   （特定建設業の許可が必要） 

  ｂ＋ｃ＋ｄ＜4,000 万円（建築一式工事の場合 6,000 万

円） 

 主任技術者を設置   （一般建設業の許可でも可） 

            
            一 
次 
下 
請 

 Ｂ社（許可あり） 

 請負金額：ｂ円 

  Ｃ社（許可あり） 

 請負金額：Ｃ円 

  Ｄ社（許可あり） 

 請負金額：ｄ円 

 主任技術者を設置   主任技術者を設置   主任技術者を設置 

            二 
次 
下 
請 

 Ｅ社（許可あり） 

 請負金額：ｅ円 

  Ｆ社（許可不要） 

 請負金額：ｆ円※ 

  

 主任技術者を設置   技術者の設置不要     

※ｆ＜500 万円（建築一式工事の場合は 1,500 万円又 

        は延面積 150 ㎡未満の木造住宅工事） 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

２ 専門技術者の設置 

(１)  土木一式工事、又は建築一式工事を施工する場合において、こ

れらの一式工事の内容である他の建設工事を自ら施工しようとすると

きは、当該工事に関し、主任技術者の資格を有する専門技術者を工事

現場に置かなければならない。 

  （例えば、建築一式工事を施工する場合で、その内容となる大工

工事、左官工事、内装仕上工事等の専門工事を自ら施工しようとする

ときは、それぞれの工事について主任技術者の資格を有する専門技術

者を置かなければならない。それができない場合は、許可を受けた専

門工事業者に施工させなければならない。） 

(２) 一式工事の主任技術者、又は監理技術者が専門工事に係る主任

技術者の資格を有する場合は、同一人が専門技術者を兼ねることがで

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 専門技術者の設置 

(１)  土木一式工事、又は建築一式工事を施工する場合において、こ

れらの一式工事の内容である他の建設工事を自ら施工しようとすると

きは、当該工事に関し、主任技術者の資格を有する専門技術者を工事

現場に置かなければならない。 

  （例えば、建築一式工事を施工する場合で、その内容となる大工

工事、左官工事、内装仕上工事等の専門工事を自ら施工しようとする

ときは、それぞれの工事について主任技術者の資格を有する専門技術

者を置かなければならない。それができない場合は、許可を受けた専

門工事業者に施工させなければならない。） 

(２) 一式工事の主任技術者、又は監理技術者が専門工事に係る主任

技術者の資格を有する場合は、同一人が専門技術者を兼ねることがで

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

建設業法における営業所の専任技術者と工事現場の監理技術者、主任

技術者 

許可を受けている

業種 

指定建設業７業種 

 

（土木工事業、建築工事業、管工事業、

造園工事業、鋼構造物工事業、舗装工事

業、電気工事業） 

指定建設業以外の 21 業種 

 

（大工工事業、左官工事業、とび・土工

工事業、石工事業、屋根工事業、タイル・

れんが・ブロック工事業、鉄筋工事業、

しゅんせつ工事業、板金工事業、ガラス

工事業、塗装工事業、防水工事業、内装

仕上工事業、機械器具設置工事業、熱絶

縁工事業、電気通信工事業、さく井工事

業、建具工事業、水道施設工事業、消防

施設工事業、清掃施設工事業） 

 許可の種類 特定建設業 一般建設業 特定建設業 一般建設業 

許

可

制

度 

営業所に必要

な技術者の資

格要件 

１級国家資格者 

国土交通大臣特別認定者 

１級国家資格者

２級国家資格者

実 務 経 験 者 

１級国家資格者 

指導監督的な実務経験者 

１級国家資格者 

２級国家資格者 

実務経験者 

工

事

現

場

の

技

術

者

制

度 

元請工事にお

ける下請金額

の合計 

4,000万円以上 

（建築一式工

事 の 場 合 は

6,000 万円） 

4,000万円未満 

（建築一式工

事 の 場 合 は

6,000 万円） 

4,000万円以上

は契約できな

い（建築一式工

事 の 場 合 は

6,000 万円） 

4,000 万円

以上 

4,000 万円

未満 

4,000万円以上

は契約できな

い 

工事現場に置

くべき技術者 

監理技術者 主任技術者 主任技術者 監理技術者 主任技術者 主任技術者 

技術者の資格

要件 

１級国家資

格者 

国土交通大

臣特別認定

者 

１級国家資格者 

２級国家資格者 

実務経験者 

１級国家資

格者 

指導監督的

な実務経験

者 

１級国家資格者 

２級国家資格者 

実務経験者 

技術者の専任 
公共性のある工作物に関する建設工事であって請負金額 3,500 万円以上（建築一式工

事の場合は 7,000 万円以上） 

監理技術者資

格者証の必要

性 

発注者が

国、地方

公共団体

等のとき

に必要 

必要なし 

発注者が

国、地方

公共団体

等のとき

に必要 

必要なし 

 

 

建設業法における営業所の専任技術者と工事現場の監理技術者、主任

技術者 

許可を受けている

業種 

指定建設業７業種 

 

（土木工事業、建築工事業、管工事業、

造園工事業、鋼構造物工事業、舗装工事

業、電気工事業） 

指定建設業以外の 22 業種 

 

（大工工事業、左官工事業、とび・土工

工事業、石工事業、屋根工事業、タイル・

れんが・ブロック工事業、鉄筋工事業、

しゅんせつ工事業、板金工事業、ガラス

工事業、塗装工事業、防水工事業、内装

仕上工事業、機械器具設置工事業、熱絶

縁工事業、電気通信工事業、さく井工事

業、建具工事業、水道施設工事業、消防

施設工事業、清掃施設工事業、解体工事

業） 

 許可の種類 特定建設業 一般建設業 特定建設業 一般建設業 

許

可

制

度 

営業所に必要

な技術者の資

格要件 

１級国家資格者 

国土交通大臣特別認定者 

１級国家資格者

２級国家資格者

実 務 経 験 者 

１級国家資格者 

指導監督的な実務経験者 

１級国家資格者 

２級国家資格者 

実務経験者 

工

事

現

場

の

技

術

者

制

度 

元請工事にお

ける下請金額

の合計 

4,000万円以上 

（建築一式工

事 の 場 合 は

6,000 万円） 

4,000万円未満 

（建築一式工

事 の 場 合 は

6,000 万円） 

4,000万円以上

は契約できな

い（建築一式工

事 の 場 合 は

6,000 万円） 

4,000 万円

以上 

4,000 万円

未満 

4,000万円以上

は契約できな

い 

工事現場に置

くべき技術者 

監理技術者 主任技術者 主任技術者 監理技術者 主任技術者 主任技術者 

技術者の資格

要件 

１級国家資

格者 

国土交通大

臣特別認定

者 

１級国家資格者 

２級国家資格者 

実務経験者 

１級国家資

格者 

指導監督的

な実務経験

者 

１級国家資格者 

２級国家資格者 

実務経験者 

技術者の専任 
公共性のある工作物に関する建設工事であって請負金額 3,500 万円以上（建築一式工

事の場合は 7,000 万円以上） 

監理技術者資

格者証の必要

性 

発注者が

国、地方

公共団体

等のとき

に必要 

必要なし 

発注者が

国、地方

公共団体

等のとき

に必要 

必要なし 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

第２ 工事現場に掲げる標識 

  工事現場における標識の掲示が義務付けられています。（建設業法

第 40 条） 

 

様式第 29号（建設業法施行規則第 25 条関係） 

 建設業の許可を受けた建設業者が標識を建設工事の現場に掲げる場

合 

 

       建 設 業 の 許 可 票  

  商 号 又 は 名 称   

  代 表 者 の 氏 名   

  主任技術者の氏名 専任の有無    

   資 格 名 資格者証交付番号    

  一般建設業又は特定建設業の別   

  許可を受けた建設業   

  許 可 番 号      許可（  ）第  号  

  許 可 年 月 日   

          

 

 

 

 

 

 

第２ 工事現場に掲げる標識 

  工事現場における標識の掲示が義務付けられています。（建設業法

第 40 条） 

 

様式第 29号（建設業法施行規則第 25 条関係） 

 建設業の許可を受けた建設業者が標識を建設工事の現場に掲げる場

合 

 

       建 設 業 の 許 可 票  

  商 号 又 は 名 称   

  代 表 者 の 氏 名   

  主任技術者の氏名 専任の有無    

   資 格 名 資格者証交付番号    

  一般建設業又は特定建設業の別   

  許可を受けた建設業   

  許 可 番 号      許可（  ）第  号  

  許 可 年 月 日   

          

 

 

 

 

 

 

 

国土交通大臣 
知   事 

35cm 以上 

2
5

cm
以
上

 

35cm 以上 
2

5
cm

以
上

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

■工事関係提出書類一覧表

契約書7条、10条

契約書3条

契約書21条

契約書20条

契約書38条

契約書31条

契約書34条

契約書34条

契約書4条

契約書9条

契約書20条

契約書15条

契約書15条
16 貸与品借用（返納）書 現場代理人 契約担当者 1 引渡しの日から７日以内

15 支給品受領書 現場代理人 契約担当者 1 引渡しの日から７日以内

14 工事の一時中止について（第　回） 契約担当者 受注者 1 一時中止が必要となった時

13 監督員通知書 契約担当者 受注者 1 契約締結時すみやかに

12 保管金払渡請求書 受注者 契約担当者 1 請求時

11 中間前金払認定調書 契約担当者 受注者 1 請求後直ちに

10 中間前金払認定請求書 受注者 契約担当者 1 中間前金払いを請求しようとするとき

9-2 出来形確認部分内訳書 契約担当者 受注者 1

9-1 既済部分確認通知書 契約担当者 受注者 1

8-2 工事出来形報告書 受注者 契約担当者 1

8-1 請負工事既済部分確認請求書 受注者 契約担当者 1

7
工事完成届
（引渡書）

受注者 契約担当者 1 工事完成の日

6
部分完成届
（部分引渡書）

受注者 契約担当者 1 部分完成の日

5 施工期間延期承諾書 受注者 契約担当者 1 一時中止承諾の時

4 工事完成延期願（第　回） 受注者 契約担当者 1 延期を必要とする時

契約担当者 1 契約締結後速やかに

3
工程表
（2,000千円未満は不要）

受注者 契約担当者 1 契約書に示す日以内

No. 様　式　名
作
成
者

2 主任技術者等　経歴書（   ） 受注者

宛

名

提
出
部
数

提
出
期
限

根

拠

1 工事施工計画及び下請負人等(変更)通知書 受注者 契約担当者 1 契約締結時及び内容の変更後速やかに

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

■工事関係提出書類一覧表

契約書7条、10条

契約書3条

契約書21条

契約書20条

契約書38条

契約書31条

契約書34条

契約書34条

契約書4条

契約書9条

契約書20条

共通仕様書
1-1-1-13

共通仕様書
1-1-1-13

契約書23条

契約書22条

契約書15条

契約書15条

14-5
工事一時中止に係る一時中止に伴う請負代金
額の変更について

受注者 契約担当者 1
工事一時中止に伴う請負代金額の変更をし
ようとするとき

14-4 工事の再開等について 契約担当者 受注者 1 工事一時中止期間確定後

14-3
工事一時中止に伴う基本計画書について（承
諾）

契約担当者 受注者 1 基本計画書を承諾するとき

一時中止が必要となった時

14-2
工事一時中止に伴う工事現場の維持、管理等
に関する基本計画書について

受注者 契約担当者 1 工事一時中止通知後14日以内

請求後直ちに

1 中間前金払いを請求しようとするとき

11 中間前金払認定調書

工事の一時中止について

10 中間前金払認定請求書 受注者 契約担当者

14-1

1

契約担当者 受注者 1

引渡しの日から７日以内116

引渡しの日から７日以内

工事完成の日受注者 契約担当者

現場代理人

受注者

1

契約担当者 1

契約担当者 受注者

3 工程表 受注者 契約担当者 1

契約担当者 1 一時中止承諾の時

契約担当者

契約担当者

現場代理人

受注者 契約担当者 1

受注者

契約担当者 1 部分完成の日

1

受注者

工事出来形報告書

工事完成届
（引渡書）

受注者 契約担当者 1 契約締結後速やかに

受注者 契約担当者 1 延期を必要とする時

契約書に示す日以内

受注者

貸与物品借用書

支給品受領書

既済部分確認通知書

施工期間延期承諾書

部分完成届
（部分引渡書）

請負工事既済部分確認請求書

根

拠

提
出
期
限

1

No. 様　式　名
作
成
者

宛

名

提
出
部
数

工事施工計画及び下請負人等(変更)通知書 受注者

2

4

5

6

8-1

8-2

15

契約担当者 1 契約締結時及び内容の変更後速やかに

7

9-1

主任技術者等　経歴書（   ）

工事完成延期願（第　回）

契約担当者 1

9-2 出来形確認部分内訳書 契約担当者 受注者 1

12 保管金払渡請求書 受注者 契約担当者 1 請求時

13 監督員通知書 契約担当者 受注者 1 契約締結時すみやかに

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

共通仕様書
1-1-1-16

共通仕様書
1-1-1-16

契約書15条

契約書29条

契約書29条

契約書29条

契約書29条

契約書29条

共通仕様書
1-1-1-29

共通仕様書
1-1-1-29

共通仕様書
1-1-1-4

共通仕様書
1-1-1-17

共通仕様書
2-1-1-4

共通仕様書
2-1-1-1
2-1-1-2

共通仕様書
2-1-1-2

共通仕様書
2-1-1-1

共通仕様書
1-1-1-2

共通仕様書
3-1-1-5

共通仕様書
1-1-1-2

19 貸与品　(支給品)　亡失き損報告書 現場代理人 契約担当者

県内産品が使用できない場合

1

使用材料一覧表[確認・承諾] 総括監督員

2現場代理人 総括監督員

2

契約担当者 1

監督員が指示する期日までに

受注者が監督員に承諾を求めるとき

現場代理人 総括監督員

現場代理人

総括監督員

33

2

1

現場代理人

2 工事材料を使用するまでに

No. 様　式　名
作
成
者

根

拠

現場代理人

現場代理人 総括監督員 1

現場代理人

工事着手前に

工事完了時

29-3 県内産品未使用理由書

29-2

提
出
部
数

提
出
期
限

総括監督員 2 工事材料を使用するまでに

不可抗力による損害をうけたときは発生
後、直ちに

現場発生品引渡し時

現場代理人 契約担当者 1

宛

名

使用材料確認願

支給品精算書

工事災害通知書

施工計画書

現場発生品調書

天災その他の不可抗力による損害額について
(通知）

支給品受払簿

27

28

20

17

25

31

29-1

32

30-1

26

118

21

24

事故発生報告書（速報）

工事事故報告書

被災内訳書及び内容確認書

1

現場代理人 契約担当者

現場代理人 契約担当者 5

事故発生後速やかに

工事完了時

受注者 契約担当者 1

受注者

承認時

現場代理人 総括監督員

総括監督員立会願

保証契約内容変更承認書

土木工事承諾願

工事打合簿

1

総括監督員 1

現場代理人

銀行等

打合せの都度　７日以内

契約担当者

22 工事災害確認書 契約担当者 受注者 1

契約担当者 受注者 1

23
天災その他の不可抗力による損害額について
(請求）

受注者 契約担当者 1

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共通仕様書
1-1-1-16

共通仕様書
1-1-1-16

契約書15条

契約書29条

契約書29条

契約書29条

契約書29条

契約書29条

共通仕様書
1-1-1-29

共通仕様書
1-1-1-29

共通仕様書
1-1-1-4

共通仕様書
1-1-1-17

共通仕様書
2-1-1-4

共通仕様書
2-1-1-1
2-1-1-2

共通仕様書
2-1-1-2

共通仕様書
2-1-1-1

共通仕様書
1-1-1-2

共通仕様書
3-1-1-5

共通仕様書
1-1-1-2

19 貸与品　(支給品)　亡失き損報告書 現場代理人 契約担当者

県内産品が使用できない場合

1

使用材料一覧表[確認・承諾] 総括監督員

2現場代理人 総括監督員

2

契約担当者 1

監督員が指示する期日までに

受注者が監督員に承諾を求めるとき

現場代理人 総括監督員

現場代理人

総括監督員

33

2

1

現場代理人

2 工事材料を使用するまでに

No. 様　式　名
作
成
者

根

拠

現場代理人

現場代理人 総括監督員 1

現場代理人

工事着手前に

工事完了時

29-3 県内産品未使用理由書

29-2

提
出
部
数

提
出
期
限

総括監督員 2 工事材料を使用するまでに

不可抗力による損害をうけたときは発生
後、直ちに

現場発生品引渡し時

現場代理人 契約担当者 1

宛

名

使用材料確認願

支給品精算書

工事災害通知書

施工計画書

現場発生品調書

天災その他の不可抗力による損害額について
(通知）

支給品受払簿

27

28

20

17

25

31

29-1

32

30-1

26

118

21

24

事故発生報告書（速報）

工事事故報告書

被災内訳書及び内容確認書

1

現場代理人 契約担当者

現場代理人 契約担当者 5

事故発生後速やかに

工事完了時

受注者 契約担当者 1

受注者

承認時

現場代理人 総括監督員

総括監督員立会願

保証契約内容変更承認書

土木工事承諾願

工事打合簿

1

総括監督員 1

現場代理人

銀行等

打合せの都度　７日以内

契約担当者

22 工事災害確認書 契約担当者 受注者 1

契約担当者 受注者 1

23
天災その他の不可抗力による損害額について
(請求）

受注者 契約担当者 1

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

共通仕様書
1-1-1-18

共通仕様書
3-1-1-5

共通仕様書
1-1-1-24

共通仕様書
3-1-1-14

共通仕様書
3-1-1-14

共通仕様書
3-1-1-7

共通仕様書
1-1-1-18

共通仕様書
1-1-1-36

共通仕様書
3-2-12-2

共通仕様書
3-1-1-8

契約書33条

契約書12条

契約書12条

共通仕様書
1-1-1-20

共通仕様書
1-1-1-10

共通仕様書
1-1-1-10

共通仕様書
1-1-1-10

共通仕様書
1-1-1-10

（D）
施工体制台帳（様式例-4）
　工事担当技術者

〃 〃 1 　　〃

（C）
施工体制台帳（様式例-3）
　工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

〃 〃 1 　　〃

（B）
施工体制台帳（様式例-2）
　下請負人に関する事項

〃 〃 1 　　〃

（A）
施工体制台帳（様式例-1）
　施工体制台帳

現場代理人 総括監督員 1 下請負契約後速やかに

46 修補完了報告書 現場代理人 検査員 1

45 是正等の措置請求について(受注者) 受注者 契約担当者 1

44 是正等の措置請求について(発注者) 契約担当者 受注者 1

43 ○○○○工事の部分使用について
契約担当者
又は受注者

受注者又は
契約担当者

1
工事目的物の全部または一部を使用すると
き

42 品質証明書 受注者 総括監督員 1

41 材料確認願 現場代理人 総括監督員 1

40 休日作業届 現場代理人 総括監督員 1
官公庁の休日又は夜間に、現道上で工事を
行う場合、事前に

39 建設資材廃棄物引渡完了報告書 受注者 総括監督員 1 建設資材廃棄物の処分引渡し完了したとき

38 品質証明員通知書 受注者 総括監督員 1

37-2 創意工夫・社会性等に関する実施状況 1 工事完了時

37-1 創意工夫・社会性等に関する実施状況 1 工事完了時

36 工事履行報告書 現場代理人 総括監督員 1

35 段階確認書 現場代理人 総括監督員 1

根

拠

34 産業廃棄物管理票交付状況総括表 現場代理人 総括監督員 1 工事完了時

No. 様　式　名
作
成
者

宛

名

提
出
部
数

提
出
期
限

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

 

共通仕様書
1-1-1-18

共通仕様書
3-1-1-5

共通仕様書
1-1-1-24

共通仕様書
3-1-1-14

共通仕様書
3-1-1-14

共通仕様書
1-1-1-18

共通仕様書
1-1-1-36

共通仕様書
3-2-12-2

契約書33条

契約書12条

契約書12条

共通仕様書
1-1-1-20

共通仕様書
1-1-1-10

共通仕様書
1-1-1-10

共通仕様書
1-1-1-10

共通仕様書
1-1-1-10

総括監督員 1
官公庁の休日又は夜間に、現道上で工事を
行う場合、事前に

〃 〃

〃 1 　　〃

1

工事完了時

1 　　〃

建設資材廃棄物の処分引渡し完了したとき

現場代理人 総括監督員 1 下請負契約後速やかに

1 　　〃

施工体制台帳（様式例-4）
　工事担当技術者

39

（B）

（C）

40 休日作業届

（D）

1 工事完了時

施工体制台帳（様式例-1）
　施工体制台帳
施工体制台帳（様式例-2）
　下請負人に関する事項
施工体制台帳（様式例-3）
　工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

受注者 総括監督員 1

〃

〃

（A）

37-2 創意工夫・社会性等に関する実施状況

〃

37-1 創意工夫・社会性等に関する実施状況 1 工事完了時

35 段階確認書 現場代理人 総括監督員

34 産業廃棄物管理票交付状況総括表 現場代理人 総括監督員 1

36 工事履行報告書 現場代理人 総括監督員 1

46

45

41

43

No. 様　式　名

提
出
期
限

根

拠

是正等の措置請求について(受注者)

修補完了報告書

材料確認願

○○○○工事の部分使用について

現場代理人 検査員 1

作
成
者

宛

名

提
出
部
数

受注者 契約担当者 1

現場代理人 総括監督員 1

建設資材廃棄物引渡完了報告書

現場代理人

契約担当者
又は受注者

受注者又は
契約担当者

1
工事目的物の全部または一部を使用すると
き

44 是正等の措置請求について(発注者) 契約担当者 受注者 1

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

4
－

4 

様式 ３ 

     工  程  表 工 期 
自 平成 年 月 日 

至 平成 年 月 日 

工 事 名                     受注者 住所           氏名         ◯印  

 

工 種 種 別 月 月 月 月 月 月 月 月 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

  



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 
  

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

  



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H26) 県の新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H26) 県の新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H26) 県の新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

 

県の現行請負必携(H26) 県の新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H26) 県の新請負必携（H29） 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

 

（削除） 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 
 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 
※ [主任技術者、専門技術者の記入要領] 

1 主任技術者の配置状況について[専任・非専任]の

いづれかに○印を付すること。 

 

2  専門技術者には、土木・建築一式工事を施工の

場合等でその工事に含まれる専門工事を施工する

ために必要な主任技術者を記載する。(一式工事の

主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格

を有する場合は専門技術者を兼ねることができ

る。) 

複数の専門工事を施工するために複数の専門

技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記

載する。 

 

3 主任技術者の資格内容(該当するものを選ん

で記入する) 

(1) 経験年数による場合 

1) 大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験 

2) 高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験 

3) その他           10年以上の実務経験 

(2) 資格等による場合 

1) 建設業法「技術検定」 

2) 建築士法「建築士試験」 

3) 技術士法「技術士試験」 

4) 電気工事士法「電気工事士試験」 

5) 電気事業法「電気主任技術者国家試験等」 

6) 消防法「消防設備士試験」 

7) 職業能力開発促進法「技能検定」 

 

※ [健康保険等の加入状況の記入要領] 

1 下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を「下請契約」

と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。 

2 各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合  （適用

を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」に○印を付け

ること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外される場合は「適用除外」に

○を付けること。 

3 健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載すること。

一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。 

4 厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係る営業所の

場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。 

5 雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店の

労働保険番号を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領] 

1 主任技術者の配置状況について[専任・非専任]の

いづれかに○印を付すること。 

 

2  専門技術者には、土木・建築一式工事を施工の

場合等でその工事に含まれる専門工事を施工する

ために必要な主任技術者を記載する。(一式工事の

主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格

を有する場合は専門技術者を兼ねることができ

る。) 

複数の専門工事を施工するために複数の専門

技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記

載する。 

 

3 主任技術者の資格内容(該当するものを選ん

で記入する) 

(1) 経験年数による場合 

1) 大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験 

2) 高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験 

3) その他           10年以上の実務経験 

(2) 資格等による場合 

1) 建設業法「技術検定」 

2) 建築士法「建築士試験」 

3) 技術士法「技術士試験」 

4) 電気工事士法「電気工事士試験」 

5) 電気事業法「電気主任技術者国家試験等」 

6) 消防法「消防設備士試験」 

7) 職業能力開発促進法「技能検定」 

 

※ [健康保険等の加入状況の記入要領] 

1 下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を「下請契約」

と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。 

2 各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合  （適用

を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」に○印を付け

ること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外される場合は「適用除外」に

○を付けること。 

3 健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載すること。

一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。 

4 厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係る営業所の

場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。 

5 雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店の

労働保険番号を記載すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※施工体制台帳の添付書類（建設業法施行規則第１４条の２第２項） 

・発注者と作成建設業者の請負契約及び作成建設業者と下請負人の下請契約に係る当初契約及び変

更契約の契約書面の写し（公共工事以外の建設工事について締結されるものに係るものは、請負代

金の額に係る部分を除く） 

・主任技術者又は監理技術者が主任技術者資格又は監理技術者資格を有する事を証する書面及び当

該主任技術者又は監理技術者が作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者

であることを証する書面又はこれらの写し 

・専門技術者をおく場合は、その者が主任技術者資格を有することを証する書面及びその者が作成

建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれら

の写し 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

(C) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(D) 

(C) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(D) 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携（H26) 県 新請負必携（H29） 

第 2章 安全措置一般  

 第１節 作業環境への配慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．作業環境項目の測定   安衛法65 

 以下の作業場所では、必要とされる各環境項目の測定を行うこ

と。 

   

① 土石、岩石等の粉じんを著しく発散するような坑内、屋内

の作業場等での粉じん測定。 

  紛じん則26 

② 通気設備が設けられている坑内の作業場における通気量、

気温、炭酸ガスの測定等。 

  安衛則592,603, 

      612 

③ 酸素欠乏等の危険のある場所における作業場での酸素、硫

化水素の濃度測定等。 

  酸欠則3 

 

 

 

 

 

 

 

４．高温多湿な作業環境下での必要な措置   基発第0619001号 

（１)作業場所に応じて、熱を遮ることのできる遮蔽物等、簡易な屋

根等、適度な通風または冷房を行うための設備を設け、ＷＢＧＴ

（暑さ指数）の低減に努めるとともに、作業場所には飲料水の備え

付け等を行い、また近隣に冷房を備えた休憩場所または日陰等の

涼しい休憩場所を設け、身体を適度に冷やすことのできる物品及

び施設を設けること。 

   

（２）作業の休止および休憩時間を確保し連続する作業時間を短縮す

るほか、計画的に熱への順化期間を設け、作業前後の水分、塩分

の摂取及び透湿性や通気性の良い服装の着用等を指導し、それら

の確認等を図るとともに必要な措置を講ずるための巡視を頻繁に

行うこと。 

   

（３）高温多湿な作業環境下で作業する作業員等の健康状態に留意す

ること。 

   

５．作業環境項目の測定   安衛法65 

 以下の作業場所では、必要とされる各環境項目の測定を行うこ

と。 

   

① 土石、岩石等の粉じんを著しく発散するような坑内、屋内

の作業場等での粉じん測定。 

  紛じん則26 

② 通気設備が設けられている坑内の作業場における通気量、

気温、炭酸ガスの測定等。 

  安衛則592,603, 

      612 

③ 酸素欠乏等の危険のある場所における作業場での酸素、硫

化水素の濃度測定等。 

  酸欠則3 

④高温多湿で熱中症の発生の恐れのある作業環境下での、WBGT

（暑さ指数値）の測定等。 

  基発第0619001号 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携（H27) 県の新請負必携（H29） 

第５節 墜落防止の措置 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．作業員に対する措置   安衛法60の2 
安衛則642の3 

 

 

４．ロープ高所作業における墜落防止措置    

（１）身体保持器具を取り付けた「メインロープ」以外に、安全

帯 

  を取り付けるための「ライフライン」を設けること。 

  安衛則539の2 

（２）メインロープ等は、十分な強度があり、著しい損傷、摩耗、

変形や腐食がないものを使用すること。 

  安衛則539の3 

（３）メインロープ・ライフライン・身体保持器具については、

次の措置をとること。 

  安衛則539の3 

①メインロープとライフラインは、作業箇所の上方のそれぞれ

異なる堅固な支持物に、外れないように確実に緊結するこ

と。 

②メインロープとライフラインは、ロープ高所作業に従事する

労働者が安全に昇降するため十分な長さを有すること。 

③突起物などでメインロープやライフラインが切断するおそ

れ 

のある箇所では、覆いを設けるなど切断を防止するための措置

を行うこと。 

④身体保持器具は、接続器具を用いて確実に取り付けること。

なお接続器具は、使用するメインロープに適合したものを用

いること。 

   

（４）あらかじめ作業を行う場所について調査し、その結果を記

録すること。また、それをもとに作業計画をつくり、関係労働

者に周知し、作業計画に従って作業を行うこと。 

  安衛則539の4 

安衛則539の5 

（５）作業指揮者を定めること   安衛則539の6 

（６）作業に従事する労働者に安全帯を使用させること。使用す

る安全帯はライフラインに取り付けること。また関係労働者に

保護帽を着用させること。 

  安衛則539の7 

安衛則539の8 

（７）その日の作業を開始する前に、メインロープ等、安全帯及

び保護帽の状態について点検し、異常がある場合は、直ちに、

補修し、または取り替えること。 

  安衛則539の9 

５．作業員に対する措置   安衛法60の2 
安衛則642の3 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携（H27) 県の新請負必携（H29） 

第８節 火災予防      

１．防火管理体制の確立    

（３)  事務所、寄宿舎の建物毎に火元責任者を指名し表示すること。   消防令4 

 

３．危険物の管理    

（７) 危険物の貯蔵所を設置する場合は、市町村長又は都道府県

知事の許可及び所轄消防署への申請、検査を受けること。 

  消防法11 

危規令7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）  事務所、寄宿舎の建物毎に火元責任者を指名し表示すること。    

 

 

（７） 危険物の貯蔵所を設置する場合は、市町村長又は都道府県

知事の許可及び所轄消防署への申請、検査を受けること。 

  消防法11 

危規令6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携（H27) 県の新請負必携（H29） 

第４章 機械・装置・設備一般 

第５節 移動式クレーン作業 

 

７．玉掛作業    

（７） 半掛け４本吊り、フックに対する半掛けは、ワイヤロープ

が滑って危険なため禁止すること。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７） 荷の巻き掛けつりの方法として半掛け４本吊り、フックに

対する半掛けは、ワイヤロープが滑って危険なため禁止する

こと。 

   

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

第５章 仮 設 工 事      

 第３節 仮締切工 

１．一般事項    

（２） 仮締切の計画において、様々な外的条件を受け、その条件

が施工途中で変化することがあるので、掘削深度と支保工の

位置・支保工の段数並びに補強部材の設置、ボルト等の連結

は、施工計画に基づいて忠実に実施すること。また、必要に

応じて土圧計等の計測機器の設置を含め仮締切工の安全管理

計画をたて、これを実施すること。 

  官技発第97 
（S45.8.17） 

鋼矢板二重式工法

仮締切設計指針

(案)(昭和四十六年

十二月河川局治水

課) 

仮締切堤設置基準

(案)(平成一〇年六

月河川局治水課) 

 

第４節 足場等  

３．組立設置作業    

（３） 足場材の緊結、取りはずし、受渡し等の作業には幅20㎝以

上の足場板を設け、作業員に安全帯を使用させること。 

  安衛則564 

 

（５） 材料、器具、工具等の上げ下ろし時には、吊り綱、吊り袋

を使用すること。 

  安衛則564 

 

 

 

 

 

 

（２） 仮締切の計画において、様々な外的条件を受け、その条件

が施工途中で変化することがあるので、掘削深度と支保工の

位置・支保工の段数並びに補強部材の設置、ボルト等の連結

は、施工計画に基づいて忠実に実施すること。また、必要に

応じて土圧計等の計測機器の設置を含め仮締切工の安全管理

計画をたて、これを実施すること。 

  「鋼矢板二重式仮

締切設計マニュア

ル」(財団法人国土

技術研究センター

監修山海堂） 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 足場材の緊結、取りはずし、受渡し等の作業には幅40㎝以

上の足場板を設け、作業員に安全帯を使用させること。 

  安衛則564 

 

（５） 材料、器具、工具等の上げ下ろし時には、つり綱、つり袋

を使用すること。 

  安衛則564 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

第 6節 作業床・作業広大 

１．作業床    

（２） 床材は十分な強度を有するものを使用すること。また、幅

は40㎝以上とし、床材間のすき間は３㎝以下とし、床材は、

転位又は脱落しないよう支持物に２箇所以上取り付けるこ

と。 

  安衛則563 

 

２．手摺    

（２）  高さは85㎝以上とし、中さん等を設けること。   安衛則575の6,563 

 

第８節 仮設電気設備 

１．一般保守    

（２）  定期的に絶縁抵抗、接地抵抗を測定し、安全を確認すること。   電技14,18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 床材は十分な強度を有するものを使用すること。また、幅

は40㎝以上とし、床材間のすき間は３㎝以下とし、床材と建

地との隙間は、12センチメートル未満とする。床材は、転位

又は脱落しないよう支持物に２箇所以上取り付けること。 

   

 

 

（２）  手すりは、さは85㎝以上の手すり又はこれと同等以上の機能

を有する設備とし、中桟等を設けること。 

  安衛則552 

 

 

（２）  定期的に絶縁抵抗、接地抵抗を測定し、安全を確認すること。   電技14,15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

第７章 土工工事      

第１節 一般事項     
 10．落石等に対する危険予防

措置 

   

（３） 妊娠中の女性及び年少者は、のり尻付近等の土砂崩壊のお

それのある箇所では、作業をさせないこと。 

  女労基則2 
年少則8 

 

第５節 発 破 掘 削      

４．火薬類の一時置場    

（４） 流出のおそれがある場所に設けないこと。   火取法14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 妊娠中の女性及び年少者は、のり尻付近等の土砂崩壊のお

それのある箇所又は深さが５m以上の地穴では、作業をさせな

いこと。 

  女労基則2 
年少則8 

 

４．火薬類の一時置場   火取法14 

（４） 流出のおそれがある場所に設けないこと。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

第９章 コンクリート工事 

 第４節 コンクリート工 

２．コンクリート打設設備    

（７） 作業員の身体の一部がベルトコンベヤに巻き込まれるおそ

れがあるとき等緊急時には、直ちに運転を停止できる装置を

設けること。 

  安衛則151 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７） 作業員の身体の一部がベルトコンベヤに巻き込まれるおそ

れがあるとき等緊急時には、直ちに運転を停止できる装置を

設けること。 

  安衛則151の78 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

第 10章 圧 気 工 事      

 第２節 圧 気 作 業      

５．健康管理    

（２） 高圧室作業員の勤務表を作り、健康管理を行うこと。   高圧則15 

 

６．高圧室内作業の管理    

（１） 作業員以外の者が圧気室に入ることを禁止すること。特に

入室の必要がある者については、その都度、高圧室内作業主

任者が許可を与えること。 

  高圧則13 

（２）  加圧、減圧の速度は規定のとおり行うこと。（毎分0.08Mpa

以下の速度及び減圧の場合には規定された減圧停止時間を含

める。） 

  高圧則14,18 

（３） 高圧室の作業員には、規定された作業時間以上室内作業を

させないこと。 

  高圧則15 

 

 

第３節 仮 設 備 

２．気閘室    

（４） 圧力0.1MPa以上の気圧下に使用する気閘室には、自記記録

圧力計を備えること。 

  高圧則20の2 

 

４．換気設備    

（２） 作業室及び気閘室における炭酸ガスの分圧は、作業室内作

業員の健康障害を防止するため、0.5kPaを超えないように換

気その他必要な措置を講じること。 

  高圧則16 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 高圧室作業員の勤務表を作り、健康管理を行うこと。    

 

 

（１）あらかじめ減圧を停止する圧力及び時間等を示した作業計画

書を作成し当該計画により作業を行わなければならない。ま

たその内容を当該作業員に周知すること。 

  高圧則12の2 

（２） 作業員以外の者が圧気室に入ることを禁止すること。特に

入室の必要がある者については、その都度、高圧室内作業主

任者が許可を与えること。 

  高圧即13 

（３） 加圧，減圧の速度は毎分 0.08 ＭＰａ以下とすること。 

  また、減圧を停止する圧力及び当該圧力下において減圧を停

止する時間は厚生労働大臣が定める方法によること。 

  高圧則14,18 

 

 

 

（４） 圧力0.1MPa以上の気圧下に使用する気閘室には、自記記録

圧力計を備えること。 

  高圧則7 

 

 

（２）  作業室及び気こう室における酸素，窒素又は炭酸ガスの

分圧は，作業室内作業員の健康障害を防止するため，酸素は

18ｋＰａ以上160ｋＰａ以下 

  （ただし，気こう室において高圧室内作業者に減圧を行う場

合にあつては， 8ｋＰａ以上220ｋＰａ以下），窒素は400ｋＰ

ａ以下，炭酸ガスは0.5ｋＰａ以下となるよう換気その他必要

な措置を講じること。 

  高圧則15 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

第 11 章 鉄道付近の工事 

 第４節 各種作業      

   

１．仮設工等    

（６） 線路、道路等に物が落下するおそれがある場合は、落下

防 

護網等を設け、落下物による事故防止を図ること。 

  安衛則194 

公防災（土）101 

 

３．掘削    

（１） 掘削作業に先立ち地下埋設物の有無について鉄道事業者と

打合わせ、地下埋設物は、試掘等により確認を行うこと。ま

た地下埋設物の付近は人力により慎重に作業を行うこと。 

  安衛則355,363 

公防災（土）36 

（２） 掘削箇所に接近して鉄道施設物等がある場合は、十分な防 

護措置を施すこと。 

  安衛則362 

公防災（土）39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 線路、道路等に物が落下するおそれがある場合は、落下

防 

護網等を設け、落下物による事故防止を図ること。 

  安衛則537 

公災防（土）101 

 

 

（１） 掘削作業に先立ち地下埋設物の有無について鉄道事業者と

打合わせ、地下埋設物は、試掘等により確認を行うこと。ま

た地下埋設物の付近は人力により慎重に作業を行うこと。 

  安衛則355,363 

公災防（土）36 

（２） 掘削箇所に接近して鉄道施設物等がある場合は、十分な防 

護措置を施すこと。 

  安衛則362 

公災防（土）39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

 

 

第 14 章 橋梁工事（架設工事） 

第１節 一般事項      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．橋梁工事における現場管理    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．仮設構造物に係る計測   鋼橋架設工事の事
故防止対策 等 

（１）作業段階毎に計測管理項目（変位、倒れ、反力など）とそ

の管理基準値の設定、計測頻度とその記録方法、計測値が管理

基準値を超過した場合の対処方法などについて事前に計画す

ること。 

   

（２）計測管理項目には、橋桁、仮設部材に加え、仮設構造物の

基礎部など大きな荷重がかかる地盤の状態についても含める

こと。 

   

（３）管理基準値超過の当否を常時監視体制で監視し、超過の際

には直ちに現場責任者にその情報が届くような体制を整える

こと。 

   

６．橋梁工事における現場管理    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

第３節 鋼橋架設作業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０．受架台の設置    

 

１１．ジャッキの設置及び降下作業    

 

１２．軌条梁の据付け    

 

１３．橋桁の移動作業    

 

１４．仮締め状態時の載荷制限    

 

 

１０．受架台等の支持・転倒・滑動に対する安全性の照査    

（１）受架台等の基礎形式は、地盤に関する調査結果に応じて、

敷き鉄板、コンクリート基礎、地盤改良、杭基礎等、適切な工

法を選定し、基礎部分の予期せぬ沈下や受架台等の傾斜 捻れ

等を防止すること。 

  鋼橋架設工事の事
故防止対策 等 

（２） 載荷時の安定計算は橋軸直角方向に加え橋軸方向につ

いても、照査水平荷重を用いて実施すること。 

 なお転倒等により第三者被害に及ぶ恐れのある場合には、フ

ェールセーフのための措置を検討すること。 

   

（３）橋桁の支持位置（載荷位置）は受架台等の重心位置から

偏心させないよう設計・施工することを基本とし転倒に対する

安全性照査を行うこと。現地施工条件により、偏心が回避出来

ない場合には、偏心によるモーメントを考慮し転倒に対する安

全性照査を行うこと。 

   

（４）下フランジの勾配など、受架台等の支持位置における個

別要因による橋軸方向の水平荷重を適切に考慮し安全性照査

を行うこと。その際には、橋桁の支持架台（サンドル等）の高

さも考慮すること。 

   

 

１１．受架台の設置    

 

１２．ジャッキの設置及び降下作業    

 

１３．軌条梁の据付け    

 

１４．橋桁の移動作業    

 

１５．仮締め状態時の載荷制限    

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

 

１５．橋桁上のクレーン設置    

 

１６．河川内に設置した仮設物の防護    

 

１７．係留設備    

 

１８．水上作業中の監視    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１６．橋桁上のクレーン設置    

 

１７．河川内に設置した仮設物の防護    

 

１８．係留設備    

 

１９．水上作業中の監視    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

第 15 章 山岳トンネル工事 

第１節 一般事項      

２．工事内容の把握 

 第５章１節１．２．に準ずること。    

 

４．事前調査における留意事項   
安衛則 379 

 

（１） 山岳トンネル工事を行うにあたって、落盤、異常出水、ガス爆発等に

よる危険等を防止するため、地山の形状、地質、地層の状態をボーリン

グ等、適切な方法により事前調査し、その結果を整理、記録しておくこ

と。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第５章１節１．および２．に準ずること。    

 

４．事前調査における留意事項    

（１） 複雑な地質構造や高い地下水位などの現場条件から、安全性に対する

リスクを可能な限り把握し低減するよう努めること 

  そのため、山岳トンネル工事を行うにあたって、落盤、異常出水、ガス

爆発等による危険等を防止するため、次の事項について、地表面の現地

踏査、ボーリング、弾性波探査等 

適切な方法により事前調査し、その結果を整理、記録しておくこと。 

①岩，②地山の状態（岩質，水・地下水による影響，不連続面の間隔等），

③ボーリングコアの状態，④弾性波速度，⑤地山強度比，⑥可燃性ガ

ス，有害ガス等の有無および状態 

  
福岡地下鉄七隈線延
伸工事現場における
道路陥没に関する委
員会 
安衛則 379 
山岳トンネル工事の
切羽における労働災
害防止対策に係るガ
イドライン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

 ５．施工計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 粉じんに関する事項については、本章第４節に準ずること。    

（４） 他工区との緊密な協力体制を必要とする場合には、関係者によ

る協議組織等を設置し、相互の連絡調整を図ること。 

   

 

 

 

 

 

 

（３）肌落ち防止計画を作成すること 

以下の事項を含むこと。 

 ①肌落ち防止対策 

第 15 章 1 節 4（1）の地山の事前調査結果に適応した肌落ち防止対

策 

②切羽の監視 

切羽監視責任者による監視項目、監視方法等。なお、監視項目は肌

落ちの予兆を感知できる項目を定めるものとするが、少なくとも次

の事項を含むこと。 

  ア） 切羽の変状 

  イ） 割目の発生の有無 

  ウ） 湧水の有無 

  エ） 岩盤の劣化の状態 

また、監視方法については、切羽で作業が行われる間は切羽を常時

監視することを含むこと。 

 ③切羽からの退避 

肌落ちにより被災するおそれのある場合に直ちに労働者を切羽か

ら退避させるための退避方法、切羽監視責任者による退避指示の方

法等 

 ④その他 

 地山の状況に応じ、追加の肌落ち防止対策を検討すること。 

  山岳トンネル工事
の切羽における労
働災害防止対策に
係るガイドライン 

（４） 肌落ち防止計画に基づいた作業の手順を明らかにした作業手順

書を作成すること。 

   

（５） 粉じんに関する事項については、本章第４節に準ずること。    

（６） 他工区との緊密な協力体制を必要とする場合には、関係者によ

る協議組織等を設置し、相互の連絡調整を図ること。 

   

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

８．山岳トンネル工事における現場管理 

 

（２） 各種作業は、施工計画を作成し、それに基づいて実施すること。   安衛則 151 の 3, 

155,190 

（３） 掘削箇所の周辺地山の状態、可燃性ガス・酸欠空気・粉じん・有毒ガ

スの有無及び機械・設備等全般にわたっての点検日を定めるなど、体制

を確立したうえで点検整備を行うこと。 

  
安 衛 則 382,382 の
2,170,192,232 

（４） 非常時に作業員を避難させるため、必要な避難用具を適当な場所に備

え、関係作業員に、その備え場所及び使用方法を周知させるとともに、

定められた時期に避難及び消火の訓練を行うこと。 

  安衛則 389 の 10, 

389 の 11 

 

（５） トンネルの作業では、雇入時健康診断、定期健康診断、特定業務従事

者の健康診断、じん肺健康診断等の特殊健康診断等を適切に受診させ、

作業員の健康状態を把握するとともに、有害物侵入の観察等を行い、環

境状況との関連も確認し、さらに保護具の適切な使用に配慮すること。 

  安衛則 43,44,45 
じん肺法7,8,9 

 

 

 

 

 

第２節 仮 設 備 

  ６．掘削・積込み用機械 

 （４）  点検整備を励行し、特に坑内での使用においては照明装置、 

   バックミラー、警鳴装置、ブレーキ等の安全装置に配慮する 

   こと。 

  安衛則 167,168, 

170 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 切羽への労働者の立入を原則として禁止し、真に必要がある場

合のみ立ち入らせるようにすること。また切羽における作業はでき

る限り機械等で行うようにすること。 

  山岳トンネル工事
の切羽における労
働災害防止対策に
係るガイドライン 

（３） 各種作業は、施工計画を作成し、それに基づいて実施すること。   安衛則 151 の 3, 

155,190 

（４） 掘削箇所の周辺地山の状態、可燃性ガス・酸欠空気・粉じん・

有毒ガスの有無及び機械・設備等全般にわたっての点検日を定め

るなど、体制を確立したうえで点検整備を行うこと。 

  
安 衛 則 382,382 の
2,170,192,232 

（５） 非常時に作業員を避難させるため、必要な避難用具を適当な場

所に備え、関係作業員に、その備え場所及び使用方法を周知させ

るとともに、定められた時期に避難及び消火の訓練を行うこと。 

  安衛則 389 の 10, 

389 の 11 

 

（６） トンネルの作業では、雇入時健康診断、定期健康診断、特定業

務従事者の健康診断、じん肺健康診断等の特殊健康診断等を適切

に受診させ、作業員の健康状態を把握するとともに、有害物侵入

の観察等を行い、環境状況との関連も確認し、さらに保護具の適

切な使用に配慮すること。 

  安衛則 43,44,45 
じん肺法7,8,9 

 

 

 

 

 （４）  点検整備を励行し、特に坑内での使用においては照明装置、 

   バックミラー、警報装置、ブレーキ等の安全装置に配慮する 

   こと。 

  安衛則 167,168, 

170 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

第８節 掘 削 工 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．肌落ち防止計画の実施及び変更   山岳トンネル工事
の切羽における労
働災害防止対策に
係るガイドライン 

 施工者は、第１５章第１節５.施工計画で作成した肌落ち防止計画に

基づき、一連の作業を適切に実施すること。また、同計画の適否を確

認し、必要であれば同計画を変更するため、次の事項を実施すること。 

  

（１） 切羽の調査 

① 切羽の観察 

 掘削を行う作業箇所等における次の事項について、装薬時、吹付

け時、支保工建込み時、交代時に切羽の観察を行い、過去の切羽

の観察結果の推移との比較を行うほか、必要に応じて先進ボーリ

ング等の方法により調査を行うことにより適切に把握すること。 

  ア）圧縮強度及び風化変質 

  イ）割目間隔及び割目状態 

  ウ）走向・傾斜 

  エ）湧水量 

  オ）岩盤の劣化 

 ② 切羽の観察結果の記録 

  ①の切羽の観察結果を記録すること。また、必要に応じて切羽

評価点を作成し、地山等級を査定すること。 

 ③ 計画の適否の確認 

   ①及び②の切羽の調査結果から得られる地山等級と設計時

の地山等級を比較し、同計画の適否を確認すること。 

   

（２）計画の変更 

（1）の切羽の調査結果及びその他の情報から、作成した肌落ち防

止計画によって 十分な肌落ち対策ができないおそれがあると認

められる場合には、施工者は、発注者及び設計者と十分検討を行い、

肌落ち防止計画を適切なものに変更すること。 

また、変更した肌落ち防止計画は関係労働者に確実に周知するこ

と。 

   

３．切羽監視責任者の選任等   山岳トンネル工事
の切羽における労
働災害防止対策に
係るガイドライン 

（１）切羽監視責任者の選任の切羽における労働 

 施工者は掘削現場に属する労働者の中から切羽監視責任者を選任

し、切羽の状態を監視させるとともに、選任した切羽監視責任者を

  



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．坑内掘削 

 

 

 

 

 

 

 

３．発破 

 

 

 

 

 

 

を関係労働者に周知すること。 

なお、切羽監視責任者は労働安全衛生規則第 382 条に定める点検者

と同じ者を選任することを妨げないこと。 

山岳トンネル工事が交代制により行われる場合には、交代番ごとに

切羽監視責任者を選任する等により、切羽の状態が継続的に監視さ

れるようにすること。 
（２）切羽監視責任者の職務 

切羽監視責任者は、２の肌落ち防止計画においてあらかじめ定めら

れた方法により切羽の状態を常時監視すること。監視の結果、肌落

ちにより被災するおそ れがあると判断される場合には、切羽監視

責任者は直ちに切羽から労働者を退避 させること。 

   

 

 

４．坑内掘削 

（５） 施工者は、切羽において作業を行うときは、次の事項に留意

すること。 

 ・作業に従事する労働者に保護帽、保護具（バックプロテクター

等）、安全靴（長靴）、必要に応じて電動ファン付き呼吸用保護具

等を着用させること。 

 ・作業を行う場所について、照明施設を設置する等により必要な

照度を保持すること。切羽における作業では、150ルクス以上が望

まれること。 

  
 

 

５．発破 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

第１６章 シールド・推進工事 

 第１節 一般事項 

４．事前調査における留意事項   安衛則379 

 シールド工法、推進工法を安全に実施するために必要な資料を得

るため、下記の調査を行い、その結果を記録・保存すること。 

   

① 地形及び土質調査（地盤変形、沈下等） 

② 環境保全、有害ガスによる危険防止、爆発・火災防止等の

ための調査（地下水、酸欠空気及びメタンガス等、有害ガス

の有無、薬液注入による影響等） 

③ 地下障害物（建物、橋梁の基礎杭、地下埋設占用物件等）

の形状、材質並びに周辺の地盤状況 

   

 

 

 

 

 

８．施工計画における留意事項 

 

 

 

 

 

１０．防火対策及び救護措置    

 

 

１１．浸水のおそれのあるトンネルの緊急通報体制    

 

 

 

 

４．事前調査における留意事項   安衛則379 

 現場の条件から、万一事故が発生した場合の被害の状況を想定し

て、リスクを考慮した総合的なシールドトンネルの施工を行うこ

と。そのためシールド工法、推進工法を安全に実施するために必要

な資料を得るため、下記の調査を行い、その結果を記録・保存する

こと。 

  シールド工事の安
全向上に関する提
言 

① 地形及び土質調査（地盤変形、沈下等） 

② 環境保全、有害ガスによる危険防止、爆発・火災防止等のた

めの調査（地下水、酸欠空気及びメタンガス等、有害ガスの

有無、薬液注入による影響等） 

③ 地下障害物（建物、橋梁の基礎杭、地下埋設占用物件等）の

形状、材質並びに周辺の地盤状況 

④ 海／河川／湖沼を横断して掘進するシールドトンネルを計画

する場合は、海底／河床／湖沼底の探査等を十分に実施する

こと。 

   

 

（３） 施工中は掘進線の偏差、漏水、地盤からの有害・可燃性ガ

スの流入、施工したセグメントの状態等を継続的にモニタリン

グし、 セグメントのひび割れ、継手の損傷、漏水、掘進線の

蛇行等の非定常事象が断続的に発生する場合は、施工計画を見

直し、必要な措置を講ずること。 

  シールド工事の安
全向上に関する提
言 

 

１０.避難   安衛則379 

漏水、出水等の工事上の不具合や異常事態が発生した場合における避

難基準を定め、遅滞なく適切な避難が行えるようにすること。 

  シールド工事の安
全向上に関する提
言 

 

１１．防火対策及び救護措置    

 

１２．浸水のおそれのあるトンネルの緊急通報体制    



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

第４節 シールド工事 

 

３．掘進管理    

 （１） 掘進作業中には、地表面の隆起や沈下に注意し、切羽の安

定を損なわないよう、掘進と排土量の管理を行うこと。 

 （２） シールドの推進機械等シールド機械の運転には、専任者を

定めること。 

 （３） 軟弱地盤を人力掘削により掘削を行う場合には切羽に監視員を

おくとともに作業指揮者の指揮のもとに作業を行わせること。 

（４） コントロール室、事務所、坑口及び、坑外設備管理室には

通信設備を設けること。 

（５） 先掘りは原則として行わないこと。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．セグメント組み立て    

（１） セグメントは重量があり、また足場も悪いので、十分注意

して作業を行うこと。 

（２） セグメントの組立ては、シールドの推進後、すみやかにか

つ正確、堅固に組立てること。特にシール材やボルト等は所定

の強度のものを使用すること。 

   

 

 

 

３．線形管理    

線形管理は、要求される線形の誤差の範囲に収まるよう的確に実

施する必要があるとともに、線形管理に問題が生じた場合は、急激

なシールドの姿勢の変化や過大な余掘りの原因となるので、計画的

かつ緩やかに行うこと。 

  シールド工事の安
全向上に関する提
言 

 

４．掘進管理    

  

 

（１） シールドの推進機械等シールド機械の運転には、専任者を定

めること。 

 （２） シールドマシンによる掘進は、適正な切羽圧力を保持しな

がら、マシンの姿勢、方向、排土量等を総合的に管理しながら

行うこと。 

  （３） セグメントの組立て誤差を最小にし、セグメントリングが

極力真円に近づくよう組立ライン てること。 

（４） 使用するジャッキは適正な本数を使用すること 

 （５） 軟弱地盤を人力掘削により掘削を行う場合には切羽に監視員を

おくとともに作業指揮者の指揮のもとに作業を行わせること。 

（６） コントロール室、事務所、坑口及び、坑外設備管理室には

通信設備を設けること。 

（７） 先掘りは原則として行わないこと。 

   
 

 

 

 

シールドトンネル
工事に係る安全対
策ガイドライン 

 

（同） 

 
シールドトンネル
工事に係る安全対
策ガイドライン 

 

 

 

５．セグメント組み立て    

（１） セグメントは重量があり、また足場も悪いので、十分注意

して作業を行うこと。 

（２） セグメントの組立ては、シールドの推進後、すみやかにか

つ正確、堅固に組立てること。特にシール材やボルト等は所定

の強度のものを使用すること。 

（３）セグメントに締結力のない継手を採用する場合は、形状の保

   
 

 

シールド工事の安
全向上に関する提
言 

 

シールドトンネル
工事に係る安全対



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

 

 

５．裏込め注入    

（１） 地山のゆるみと沈下を防止するため、直ちに裏込め注入を

行うこと。 

（２） 裏込め注入に際しては、材料の選択、施工管理に十分に注

意をはらうこと。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持に努め、とくに漏水等の原因となる継手の目開きや目違いが

生じないように配慮すること。 

（４）ジャッキの押し出し、引き抜きの手順は、セグメントの安定

性の維持に留意して定めること。特にＫセグメントの挿入時の

ジャッキ操作について十分に留意すること。 

   またシールドジャッキの開放パターンは組立中のセグメント

の安定性を十分検討したうえ で選定すること。 

策ガイド 

 

シールド工事の安
全向上に関する提
言 

 

６．裏込め注入    

（１） 地山のゆるみと沈下を防止するため、直ちに裏込め注入を

行うこと。 

（２） セグメントの組立ては，シールドの推進後，すみやかにかつ

正確，堅固に組立てること。特にシール材やボルト等は所定の

強度のものを使用すること 

（３） 裏込め注入に際しては、材料の選択、施工管理に十分に注

意をはらうこと。 

   
 

 

シールド工事の安
全向上に関する提
言 

７．シールドトンネルの浮上り   シールド工事の全
向上に関する提言 

トンネルの浮上りについての確認を常に怠らないこと。   

８．切羽圧力の管理   シールド工事の全
向上に関する提言 

切羽圧力に急激な変動があった場合は、直ちにその原因を究明

し、適切に対応すること。 

  

９．テールグリスの管理   シールド工事の全
向上に関する提言 

テールからの漏水や裏込め注入材の侵入を防止するため、テー

ルグリスは、適切な材料を使用して、掘進前にテールブラシに

確実に充填するとともに、掘進中はその 量と圧力を適切に管

理すること。 

  

１０．排土量管理   シールド工事の全
向上に関する提言 

掘進時の土砂の取込み量の管理を適切に行い、過取込みや取込

み不足を防止すること。 

  

１１．シールドの姿勢制御   シールド工事の全
向上に関する提言 

シールドの姿勢を常に監視し、セグメントとシールドのテール  



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県の現行請負必携(H27) 県の新請負必携（H29） 

 

 

６．二次覆工コンクリート    

二次覆工コンクリートについては、第15章11節に準じること。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

との間に適切なクリアランが確保できるように管理すること。 

 

１２．二次覆工コンクリート    

二次覆工コンクリートについては、第15章11節に準じること。    

１３．施工管理全般    

シールド工事の施工においては、常にシールドとセグメントの挙

動や出来形に留意し、異常な現象が確認された場合には、その原因

究明に努め、必要な対策を講じること。 

  シールド工事の安
全向上に関する提
言 
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第 17章 河川及び海岸工事 

 第３節 潜 水 作 業        

９．酸素中毒防止    

（１） 潜水には純酸素を使用しないこと。   高圧則35 

（２） 高気圧下の滞在時間は、規定を厳守すること。    

（３） ヘリウム酸素潜水では、深度に応じて酸素混合比を常に変

えること。 

   

 

第４節 作業船及び台船作業 

３．出入港・係留作業    

（２） 出港船があるときは、同船の出港を優先させること。    

 

１０．水中発破作業    

（３） 火薬類積載船には、見やすい場所に昼間は赤旗、夜間は赤

灯を掲げること。 

   

（４） 船舶への積載及び輸送においては、積荷場所は操船室、居

住室等から離れた場所を選定し、消防設備を準備しておくと

ともに、他の貨物と同時に荷役しないこと。 

  危船則50 

 

 

 

９．酸素中毒防止    

（１） 高気圧下の滞在時間は、作業計画を厳守すること。   高圧則12の2 

（２） ヘリウム酸素潜水では、深度に応じて酸素混合比を常に変

えること。 

   

 

 

 

３．出入港・係留作業    

（２） 出港船があるときは、同船の出港を優先させること。   港則法15 

 

１０．水中発破作業    

（３） 火薬類積載船には、見やすい場所に昼間は赤旗、夜間は赤

灯を掲げること。 

  危船則5の7 

（４） 船舶への積載及び輸送においては、積荷場所は操船室、居

住室等から離れた場所を選定し、消防設備を準備しておくと

ともに、他の貨物と同時に荷役しないこと。 

  危険物船舶運送及
び貯蔵規則21 

危険物船舶運送及
び貯蔵規則37 
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仮締切堤設置基準（案） 

平成 22 年 6 月 30 日改訂 

１ 目  的 

  河川区域及びその周辺で行われる工事において、その施工期間中におけ

る治水上の安全を確保するため、仮締切を設置する場合の基準を定めるもの

である。 

  また、出水期（融雪出水等のある地方ではその期間を含む）においては河

道内の工事を行わないものとする。但し、施工期間等からやむを得ないと認め

られる場合は、治水上の安全を十分確保して実施するものとする。 

 ＊ここでいう治水上の安全を確保すべき対象は、堤内地及び既存の河川管

理施設等のことである。 

２ 適用範囲 

  この基準は河川区域内及びその周辺で行われる工事に伴い設置する河

川堤防にかわる仮締切に適用する。 

３ 仮締切の設置 

  河川堤防にかかる仮締切は次の各号の一つに該当する場合に必ず設置

するものとする。但し、堤防開削によって洪水または高潮被害の発生する危険

が全く無い場合は除く。 

(１) 河川堤防を全面開削する場合 

(２) 河川堤防を部分開削するもののうち、堤防の機能が相当に低下する場合 

※堤防の機能が相当に低下する場合は設計対照水位（後述）に対して、必要

な断面が確保されていない場合をいう。 

４ 仮締切の構造 

４－１ 構造形式 

(１) 堤防開削を行う場合 

 既設堤防と同等以上の治水の安全度を有する構造でなければならない。特

仮締切設置基準（案）の改定について 

平成 26 年 12 月 11 日 

１ 目  的 

  河川区域及びその周辺で行われる工事において、その施工期間中におけ

る治水上の安全を確保するため、仮締切を設置する場合の基準を定めるもの

である。 

  また、出水期（融雪出水等のある地方ではその期間を含む）においては河

道内の工事を行わないものとする。但し、施工期間等からやむを得ないと認め

られる場合は、治水上の安全を十分確保して実施するものとする。 

 ＊ここでいう治水上の安全を確保すべき対象は、堤内地及び既存の河川管

理施設等のことである。 

２ 適用範囲 

  この基準は河川区域内及びその周辺で行われる工事に伴い設置する河

川堤防にかわる仮締切に適用する。 

３ 仮締切の設置 

  河川堤防にかかる仮締切は次の各号の一つに該当する場合に必ず設置

するものとする。但し、堤防開削によって洪水または高潮被害の発生する危険

が全く無い場合は除く。 

(１) 河川堤防を全面開削する場合 

(２) 河川堤防を部分開削するもののうち、堤防の機能が相当に低下する場合 

※堤防の機能が相当に低下する場合とは設計対照水位（後述）に対して、必

要な堤防断面が確保されていない場合をいう。 

４ 仮締切の構造 

４－１ 構造形式 

(１) 堤防開削を行う場合 

 既設堤防と同等以上の治水の安全度を有する構造でなければならない。特
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に出水期間における仮締切は鋼矢板二重式工法によることを原則とし、地質

等のために同工法によりがたい場合は、これと同等の安全度を有する構造と

する。 

    なお、土堤による仮締切の場合は法覆工等による十分な補強を施し、

かつ川裏に設けるものとする。但し、河状等から判断して流下能力を阻害しな

い場合であって、流勢を受けない箇所についてはこの限りではない。 

異常出水等、設計対象水位を超過する出水に対しては、堤内地の状況等を踏

まえ、応急対策を考慮した仮締切構造を検討する。 

    部分開削の場合は、仮締切の設置の他、設計対象水位に対して必要

な堤防断面を確保する処置によることができる。 

※ここでいう出水への対応策とは、台風の接近などによる河川水位の上昇に

備え、仮締め切りの上に土のうなど設置する対策をいう。 

※設計対象水位（後述） 

 (２) 堤防開削を行わない場合 

 流水の通常の作用に対して十分安全な構造とすると共に、出水に伴い周辺

の河川管理施設等に影響を及ぼさない構造とする。 

４－２ 設計対象水位 

(１) 堤防開削を伴う場合 

① 出水期においては計画高水位（高潮区間にあたっては計画高潮位）とす

る。 

② 非出水期においては工事施工期間（不測の事態による工期の延長も十分

考慮のこと）の既往最高水位または既往最大流量を仮締切設置後の河積で

流下させるための水位のうちいずれか高い水位とする。但し、当該河川の特

性や近年の出水傾向、背後地の状況等を考慮して変更することができる。 

 なお、既往水文資料の乏しい河川においては、近隣の降雨資料等を勘案

し、十分安全な水位とすることができる。 

に出水期間における仮締切は鋼矢板二重式工法によることを原則とし、地質

等のために同工法によりがたい場合は、これと同等の安全度を有する構造と

する。 

    なお、土堤による仮締切の場合は法覆工等による十分な補強を施し、

かつ川裏に設けるものとする。但し、河状等から判断して流下能力を阻害しな

い場合であって、流勢を受けない箇所についてはこの限りではない。 

異常出水等、設計対象水位を超過する出水に対しては、堤内地の状況等を踏

まえ、応急対策を考慮した仮締切構造を検討する。 

    部分開削の場合は、仮締切の設置の他、設計対象水位に対して必要

な堤防断面を確保する措置によることができる。 

※ここでいう出水への対策とは、台風の接近などによる河川水位の上昇に備

え、仮締切の上に土のうなど設置する対策をいう。 

※設計対象水位（後述） 

 (２) 堤防開削を行わない場合 

 流水の通常の作用に対して十分安全な構造とすると共に、出水に伴い周辺

の河川管理施設等に影響を及ぼさない構造とする。 

４－２ 設計対象水位 

(１) 堤防開削を伴う場合 

① 出水期においては計画高水位（高潮区間にあたっては計画高潮位）とす

る。 

② 非出水期においては非出水期間の既往最高水位または既往最大流量を

仮締切設置後の河積で流下させるための水位のうちいずれか高い水位とす

る。但し、当該河川の特性や近年の出水傾向等を考慮して変更することがで

きる。 

 なお、既往水文資料の乏しい河川においては、近隣の降雨資料等を勘案

し、十分安全な水位とすることができる。 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

③ 出水期、非出水期に係わらず、既設堤防高が①②より求められる水位よ

り低い場合は、既設堤防高とすることができる。 

(２) 堤防開削を伴わない場合 

 出水期、非出水期を問わず、工事施工期間の過去５ヶ年間の時刻最大水位

を目安とする。但し、当該水位が５ヶ年間で異常出水と判断される場合は、過

去 10 ヶ年の２位の水位を採用することができるものとする。 

 なお、既往水文資料の乏しい河川においては、近隣の降雨資料等を勘案

し、十分安全な水位とすることができる。 

４－３ 高  さ 

(１) 堤防開削を伴う場合 

① 出水期においては既設堤防高以上とする。 

② 非出水期においては設計対象水位相当流量に余裕高（河川管理施設等

構造令第 20 条に定める値）を加えた高さ以上とし、背後地の状況、出水時の

応急対策等を考慮して決定するものとする。但し、既設堤防高がこれより低く

なる場合は既設堤防高とすることができる。 

 ＊ここでいう出水時の応急対策とは、台風接近時などに河川水位の上昇に

備え、仮締切の上に土のうを設置するなどの対策をいう。 

(２) 堤防開削を伴わない場合 

 出水期、非出水期を問わず４－２(２)で定めた設計対象水位とする。但し、波

浪等の影響等これによりがたい場合は、必要な高さとすることができる。 

 なお、本基準の目的に鑑み、上記により求めた高さを上回らない範囲で別途

定めることができる。 

４－４ 天 端 幅 

(１) 堤防開削を伴う場合 

 仮締切の天端幅は河川管理施設等構造令第 21 条に定める値以上とする。

但し、鋼矢板二重式工法による場合は大河川に於いては５ｍ程度、その他の

③ 出水期、非出水期に係わらず、既設堤防高が①②より求められる水位よ

り低い場合は、既設堤防高とすることができる。 

(２) 堤防開削を伴わない場合 

 出水期、非出水期を問わず、工事施工期間の過去５ヶ年間の時刻最大水位

を目安とする。但し、当該水位が５ヶ年間で異常出水と判断される場合は、過

去 10 ヶ年の２位の水位を採用することができるものとする。 

 なお、既往水文資料の乏しい河川においては、近隣の降雨資料等を勘案

し、十分安全な水位とすることができる。 

４－３ 高  さ 

(１) 堤防開削を伴う場合 

① 出水期においては既設堤防高以上とする。 

② 非出水期においては設計対象水位相当流量に余裕高（河川管理施設等

構造令第 20 条に定める値）を加えた高さ以上とし、背後地の状況、出水時の

応急対策等を考慮して決定するものとする。但し、既設堤防高がこれより低く

なる場合は既設堤防高とすることができる。 

 ＊ここでいう出水時の応急対策とは、台風接近時などに河川水位の上昇に

備え、仮締切の上に土のうを設置するなどの対策をいう。 

(２) 堤防開削を伴わない場合 

 出水期、非出水期を問わず４－２(２)で定めた設計対象水位とする。但し、波

浪等の影響等これによりがたい場合は、必要な高さとすることができる。 

 なお、本基準の目的に鑑み、上記により求めた高さを上回らない範囲で別途

定めることができる。 

４－４ 天 端 幅 

(１) 堤防開削を伴う場合 

 仮締切の天端幅は河川管理施設等構造令第 21 条に定める値以上とする。

但し、鋼矢板式工法による場合は大河川に於いては５ｍ程度、その他の河川
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河川に於いては３ｍ程度以上とするものとし、安定計算により決定するものと

する。 

(２) 堤防開削を伴わない場合 

 構造の安定上必要な値以上とするものとする。 

４－５ 平面形状 

 仮締切の平面形状は流水の状況、流下能力等にできるだけ支障を及ぼさな

いものとする。 

４－６ 取付位置 

(１) 河川堤防にかわる仮締切 

 堤防開削天端（ａ－ａ'）より仮締切内側迄の長さ（Ｂ）は、既設堤防天端巾ま

たは、仮締切堤の天端巾（Ａ）のいずれか大きい方以上とする。 

 ＊仮締切の現況堤防との接続は矢板を現況堤防に嵌入させてもよい。但し

嵌入させた場合は後述する７堤体の復旧に従って矢板の引き抜きによる堤体

のゆるみ及び基礎地盤のゆるみに対する補強対策を行うものとする。 

５ 流下能力の確保と周辺河川管理施設等への影響 

５－１ 堤防開削を伴う場合 

(１) 出 水 期 

 仮締切設置後の断面で一連区間の現況流下能力が確保されていることを確

認し、不足する場合は河道掘削、堤防嵩上げ等の対策を実施するものとす

る。 

(２) 非出水期 

 仮締切設置後の断面で４－２(１)②で定める仮締切設計対象水位時の洪水

流量に対する流下能力が一連区間において確保されていることを確認し、不

足する場合は河道掘削、堤防嵩上げ等の対策を実施するものとする。 

５－２ 堤防開削を伴わない場合 

(１) 出 水 期 

に於いては３ｍ程度以上とするものとし、安定計算により決定するものとする。 

(２) 堤防開削を伴わない場合 

 構造の安定上必要な値以上とするものとする。 

４－５ 平面形状 

 仮締切の平面形状は流水の状況、流下能力等にできるだけ支障を及ぼさな

いものとする。 

４－６ 取付位置 

(１) 河川堤防にかわる仮締切 

 堤防開削天端（ａ－ａ'）より仮締切内側迄の長さ（Ｂ）は、既設堤防天端巾ま

たは、仮締切堤の天端巾（Ａ）のいずれか大きい方以上とする。 

 ＊仮締切の現況堤防との接続は矢板を現況堤防に嵌入させてもよい。但し

嵌入させた場合は後述する７堤体の復旧に従って矢板の引き抜きによる堤体

のゆるみ及び基礎地盤のゆるみに対する補強対策を行うものとする。 

５ 流下能力の確保と周辺河川管理施設等への影響 

５－１ 堤防開削を伴う場合 

(１) 出 水 期 

 仮締切設置後の断面で一連区間の現況流下能力が確保されていることを確

認し、不足する場合は河道掘削、堤防嵩上げ等の対策を実施するものとす

る。 

(２) 非出水期 

 仮締切設置後の断面で４－２(１)②で定める仮締切設計対象水位時の洪水

流量に対する流下能力が一連区間において確保されていることを確認し、不

足する場合は河道掘削、堤防嵩上げ等の対策を実施するものとする。 

５－２ 堤防開削を伴わない場合 

(１) 出 水 期 

 仮締切設置後の断面で一連区間の現況流下能力を確保することを原則と
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 仮締切設置後の断面で一連区間の現況流下能力を確保することを原則と

し、不足する場合は適切な対策工を施すと共に、出水期の水没に伴い周辺の

河川管理施設等に被害を及ぼすことのないよう仮締切自体の構造に配慮す

ることとする。 

(２) 非出水期 

 仮締切設置後の断面で非出水期期間中の最大流量に対する流下能力を一

連区間において確保することを原則とし、不足する場合は適切な対策を施す

と共に、出水期の水没に伴い周辺の河川管理施設等に被害を及ぼすことの

ないよう仮締切自体の構造に配慮することとする。 

＊流下能力の算定は不等流計算等により行うことができる。 

＊出水の状況によっては仮締切周辺の河川管理施設等に被害を生じる場合

があるため、必要に応じて対策を施す。 

＊堤内地盤高が各々の場合で想定される水位以上である場合はこの限りで

はない。 

６ 補  強 

 川表側の仮締切前面の河床及び仮締切取付部の上下流概ねＤ＝２Ａの長

さの法面は設計対象水位以上の高さまで鉄線蛇篭等で補強するものとする。 

  また、仮締切を川裏に設置する場合には、堤防開削部の法面は設計対象

水位以上の高さまで鉄線蛇篭等により補強するものとする。 

７ 堤体の復旧 

  仮締切撤去後の堤体部は表土１ｍ程度を良質土により置き換え、十分に

締固め復旧すると共に、必要に応じて堤防及び基礎地盤の復旧も行うものと

する。 

なお、水衝部では川表側の法面は、ブロック張等で法覆を施すものとする。 

８ そ の 他 

  この基準は、一般的基準を示したもので、異常出水や背後地の著しい変化

し、不足する場合は適切な対策工を施すと共に、出水期の水没に伴い周辺の

河川管理施設等に被害を及ぼすことのないよう仮締切自体の構造に配慮す

ることとする。 

(２) 非出水期 

 仮締切設置後の断面で非出水期期間中の最大流量に対する流下能力を一

連区間において確保することを原則とし、不足する場合は適切な対策を施す

と共に、出水期の水没に伴い周辺の河川管理施設等に被害を及ぼすことの

ないよう仮締切自体の構造に配慮することとする。 

＊流下能力の算定は不等流計算等により行うことができる。 

＊出水の状況によっては仮締切周辺の河川管理施設等に被害を生じる場合

があるため、必要に応じて対策を施す。 

＊堤内地盤高が各々の場合で想定される水位以上である場合はこの限りで

はない。 

６ 補  強 

 川表側の仮締切前面の河床及び仮締切取付部の上下流概ねＤ＝２Ａの長

さの法面は設計対象水位以上の高さまで鉄線蛇篭等で補強するものとする。 

  また、仮締切を川裏に設置する場合には、堤防開削部の法面は設計対象

水位以上の高さまで鉄線蛇篭等により補強するものとする。 

７ 堤体の復旧 

  仮締切撤去後の堤体部は表土１ｍ程度を良質土により置き換え、十分に

締固め復旧すると共に、必要に応じて堤防及び基礎地盤の復旧も行うものと

する。 

なお、水衝部では川表側の法面は、ブロック張等で法覆を施すものとする。 

８ そ の 他 

  この基準は、一般的基準を示したもので、異常出水や背後地の著しい変化

等により、これによることが適当でない場合には治水上の安全を十分考慮し、



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

等により、これによることが適当でない場合には治水上の安全を十分考慮し、

別途措置するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途措置するものとする。 

 

 


